Historical Evolution of the Fiscal Federalism in Nigeria by 室井 義雄
（目次）
はじめに
 英領植民地時代：１９００～１９５９年
１ 英領ナイジェリアの成立と植民地統治の基本原則
２ 植民地時代における歳入配分問題
 第一共和政時代：１９６０～１９６６年
１ 第一共和政の成立と１９６３年共和国憲法
２ ビーンズ委員会の発足
 前期軍政時代：１９６６～１９７９年
１ 軍事ク－デターとビアフラ戦争の勃発
２ １２州体制への移行とダイナ暫定委員会の発足
３ 連邦軍事政権による「布告」と歳入配分
 第二共和政時代：１９７９～１９８３年
１ アボヤデ専門委員会の発足
２ １９７９年総選挙とシャガリ文民政権の成立
３ １９７９年共和国憲法とオキグボ委員会の発足
４ シャガリ大統領による修正案と国会論争
５ １９８３年総選挙と第二次シャガリ文民政権の成立
 後期軍政時代：１９８４～１９９９年
１ シャガリ大統領による南北融和策
２ 軍事クーデターと反クーデターの勃発
３ 「石油グラット」と経済危機
４ ババンギダ連邦軍事政権と国家歳入配分委員会
５ 民政移管と軍事クーデターの勃発
＊専修大学経済学部教授
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 50, No. 1, 23-93, 2015
ナイジェリアにおける財政連邦主義の歴史的展開
室井 義雄＊
23
はじめに
アフリカ最大の産油国であるナイジェリア連邦共和国は，連邦首都領，３６の州，および７７４の地
方政府から成る「連邦国家」である。連邦国家である以上，多かれ少なかれ中央政府による連邦構
成単位への歳入配分が行なわれることになるが，しかし，ナイジェリアの場合には，連邦政府によ
る各州政府，各地方政府，各共同体，そして連邦首都領への歳入配分それ自体が，経済システムと
いうよりはむしろ，一つの政治システムになっている。そしてこの政治システムは，ナイジェリア
の国民的統合を促進するというよりはむしろ，あからさまな利害対立の場と化している。それ故に，
ナイジェリアにおける国家歳入の配分政策やそれに対する連邦構成単位の反応を考察する場合には，
どうしても「政治経済学」（Political Economy）的なアプローチが必要になってくる。
本稿では，石油大国ナイジェリアにおける「財政連邦主義」（Fiscal Federalism）――換言すれ
ば，「石油収入の配分問題」――の功罪について，各々の時代の政治・経済状況を考慮しながら，
歴史的に探ってみたい。
以下では，植民地時代から今日に至るまでの時代を，おおよそ，（１）英領植民地時代（１９００～１９５９
年），独立後の（２）第一共和政時代（１９６０～１９６６年），（３）前期軍政時代（１９６６～１９７９年），（４）第二共和
政時代（１９７９～１９８３年），（５）後期軍政時代（１９８４～１９９９年），および（６）第四共和政時代（１９９９～２０１４
年）に時期区分しながら，歴代連邦政権による歳入配分政策を見ていきたい。
なお，１９９３年８月２６日に，ラゴス州出身のヨルバ（Yoruba）人実業家でキリスト教徒の E.A.O.
ショネカン（Ernest Adegunle Oladeinde Shonekan）が大統領に就任して第三共和政が発足したが，
北部カノ州出身のハウサ（Hausa）人でイスラーム教徒の S.アバチャ（Sani Abacha）陸軍大将に
よる軍事クーデターによって，わずか３ヵ月後の１１月１８日に崩壊しているので――考察の対象とし
ては――，この時期は後期軍政時代に含めることにした。
 英領植民地時代：１９００～１９５９年
１ 英領ナイジェリアの成立と植民地統治の基本原則
ナイジェリアは，おおよそ北緯４～１４度，東経３～１５度に位置し，国土面積は９２万３７６８km２（日
本の約２．４倍）である。海岸部から北部の国境線に至る南北の距離は１，１２０km，ギニア湾に位置す
る海岸部の国境線は東西に８００kmに及んでいる１）。そしてナイジェリアは，西部は旧仏領ベナン，
JEL区分：JEL - F５４，H７７，N１７，N４７，O５５，Q３４
キーワード：ナイジェリア，財政連邦主義，石油収入の配分，政府間対立，国家と部族
 第四共和政時代：１９９９～２０１４年
１ 第四共和政と総選挙
２ １９９９年共和国憲法と歳入配分
３ 第四共和政下の歳入配分問題
結びにかえて――財政連邦主義の功罪――
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東部は旧独領カメルーン，および北部は旧仏領ニジェールと国境を接している。
また，ナイジェリアは，北部のハウサ－フラニ（Hausa-Fulani）人２），南西部のヨルバ人，そして
南東部のイボ（Ibo）人の「三大部族」を初めとして，３９５にも及ぶ言語集団を抱えている３）。宗教
的分布は，おおよそ北部がイスラーム教，南部がキリスト教，中央部がアミニズムなどの伝統的宗
教となっており，２００６年の推定人口数は１億４０４３万人で，世界第８位の人口規模である。
このような，広大な地理的領域と文化的にも多様な人々を抱えるナイジェリアの国境線は，１９世
紀後半の帝国主義の時代に，イギリス，フランス，およびドイツの間における「植民地分割協定」
によって画定された。当時のナイジェリアは，王立ナイジャー会社（Royal Niger Company, Char-
tered & Ltd., RNC）によって実質的に支配されていたが――同社は，一方では統治権を持つ「ナ
イジャー政府」として，他方では企業利潤を追求する「有限株式会社」として，二重の組織体とし
て君臨していた――，１８９８年６月にフランスとの間で最後の「分割協定」が締結されると，イギリ
ス政府は RNCに対する王立特許を廃棄し，ナイジェリアの統治に自ら向かうことになった。
１９００年１月１日午前７時３０分，RNCの行政本部が置かれていたアサバと，同じく軍事本部のあっ
たロコジャの両地で，新体制への移行の式典が行なわれた。RNC旗が降ろされ，代わりに「ユニ
オン・ジャック」が掲揚された。王立特許の返還に伴い，RNCはナイジャー会社（Niger Company
Ltd.）に改組され，その後は他の植民地企業と同等の法的枠組みの中で企業活動を続けることにな
る。その後身会社であるナイジェリア UAC社（UAC of Nigeria Plc.）は，１世紀以上を経た今日
でも，ナイジェリア最大級の複合企業として存続している――ちなみに，上述の第三共和政の大統
領に就任したショネカンは，同社の社長を務めていた――４）。
新体制への移行に伴い，イダー以北の旧 RNC領が新設された「北部ナイジェリア保護領」に，
また，イダー以南の旧 RNC領と旧ナイジャー海岸保護領が同じく新設された「南部ナイジェリア
保護領」に編入された。両保護領の初代高等弁務官には，RNC軍の指揮官を務めていた F.J.D.ル
ガード（Frederick John Dealtry Lugard）と，ナイジャー海岸保護領の弁務官を務めていた R.D.R.
ムーア（Ralph Denham Rayment Moor）が各々就任した。
しばらくの間，ナイジェリアは，ラゴス直轄植民地に上記の南部ナイジェリア保護領と北部ナイ
ジェリア保護領を加えた，三つの地域に分断統治されていたが，１９０６年５月にラゴス直轄植民地と
南部ナイジェリア保護領が併合されて「南部ナイジェリア植民地・保護領」が成立した。すなわち，
南北に大きく二分割されたのである。
ところが，そうした中で，植民地経営に係わる二つの経済的問題が浮上してきた。その一つは，
１）地理的状況については，Adalemo, I.A. and J.M.Baba, eds., Nigeria : Giant in the Tropics, Vol．１, Lagos,
Gabumo Publishing,１９９３, pp．４５―５２；Areola, O., “Vegetation,” in Barbour, K.M., et al., eds., Nigeria in
Maps, London, Hodder and Stoughton,１９８２, pp．２４―２５に詳しい。
２）ハウサ人とフラニ人は，元来は別個の言語集団であるが，両者の混血・文化融合が歴史的に進んでき
たので――遊牧フラニを除き――，本稿では，一般的な呼称としてはハウサ－フラニ人という呼び名を用
いることにする。
３）言語集団については，Bendor-Samuel, J., “Languages,” in Barbour, K.M., et al., eds., op.cit., pp．４６―４９
を参照。
４）なお，筆者は，１９８６年１１月にラゴスのナイジェリア UAC本社を訪れた時，ショネカン社長から同氏の
著書や貴重な社内資料などを入手する機会を得た。
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財政問題である。南部ナイジェリア植民地・保護領では，とりわけ酒類に対する輸入税などの多様
な税収源によって植民地行政費を賄うことができたのに対して，北部ナイジェリア保護領ではそう
した域内の税収源がほとんどなく，帝国歳入からの持出しがイギリス本国の大きな財政負担になっ
ていた。第１表に見られるように，南部では域内の独自歳入によって歳出をほぼ賄うことが可能で
あり，とりわけ１９１１年以降には大幅な財政黒字を計上している。これに対して，北部の独自財源は
極めて少なく，帝国歳入からの多額の補助金と南部からの借入れによってようやく歳出を賄ってい
た。前者の補助金は，１９００／１～１３年までの累計で３７８万９０００ポンド（年平均で２７万ポンド強）にも
達していた。換言すれば，南北を統合して単一の財政制度を導入するならば，南部の余剰歳入を北
部に移転させ，イギリス本国の財政負担を大きく軽減することができることになる。
もう一つの問題は，鉄道網の整備・運営と密接に関連している。ナイジェリアにおける鉄道の建
第１表 ナイジェリア植民地・保護領の財政収支：１９００／１～１９１３年
（単位：１，０００ポンド）
ラゴス植民地 南部ナイジェリア保護領１） 北部ナイジェリア保護領
年２） 歳入 歳出 収支 歳入 歳出 収支 歳入 補助金３） 借入４） 歳入計 歳出 収支
１９００／１ ２１１ １８７ ＋２４ ３８１ ３０６ ＋７５ ２ ８９ ４５ １３６ ９６８） ＋４０
１９０１／２ ２７５ ２３５ ＋４０ ３６１ ３３１ ＋３０ ４ ２８０ ３４ ３１８ ２９９ ＋１９
１９０２／３ ３６０ ２５４ ＋１０６ ４４１ ４５５ －１４ １６ ２９０ ３４ ３５７７） ３８９ －３２
１９０３／４ ３３５ ３０３ ＋３２ ４７１ ４７８ －７ ５４ ４０５ ５０ ５０９ ４９９ ＋１０
１９０４ ３３８ ３２５ ＋１３ ５５０ ５３９ ＋１１ ９４ ４０５ ６０５） ５５９ ５２１ ＋３８
１９０５ ３８０ ４１５ －３５ ５７１ ５８２ －１１ １１１ ３２０ ７５６） ５０６ ４９８ ＋８
１９０６ ― ― ― １，０８９ １，０５６ ＋３３ １４２ ３２５ ７５ ５４２ ４９９ ＋４３
１９０７ ― ― ― １，４６０ １，２１７ ＋２４３ １４３ ２９５ ７０ ５０８ ４９８ ＋１０
１９０８ ― ― ― １，３８８ １，３５８ ＋３０ １７８ ２９０ ７０ ５３８ ５４１ －３
１９０９ ― ― ― １，３６２ １，６４９ －２８７ ２１３ ２３７ ７０ ５２０ ５６７ －４７
１９１０ ― ― ― １，９３３ １，９９０ －５７ ２７５ ２７５ ７０ ６２０ ５６６ ＋５４
１９１１ ― ― ― １，９５６ １，７１７ ＋２３９ ５４５ ３４７ ７０ ９６２ ８２８ ＋１３４
１９１２ ― ― ― ２，２３５ ２，１１０ ＋１２５ ４７６ ９５ ５３ ６２４ ７１１ －８７
１９１３ ― ― ― ２，６６８ ２，０９６ ＋５７２ ６５８ １３６ ０ ７９４ ８２０ －２６
（注）１）１９０６年５月以降，ラゴス植民地と併合して南部ナイジェリア植民地・保護領を形成する。２）複数年に亙る
年の会計期間は４月１日～翌年３月３１日まで。単年の場合は１月１日～１２月３１日まで（以下，同じ）。北部ナ
イジェリア保護領の１９０４～１９１１年については，会計期間は４月１日～翌年３月３１日まで。３）帝国財源からの
補助金。４）南部ナイジェリア保護領からの借入れ。５）ラゴス植民地からの借入れ１０，０００ポンドを含む。６）
ラゴス植民地からの借入れ１５，０００ポンドを含む。７）西アフリカ国境軍への支払い据置き分など１６，６９３ポンド
を含む。８）市民サービスへの支出分のみ。
（出所）（１）His Majesty’s Stationary Office, Colonial Reports, Lagos, London, No．３４８,１９０２, pp．４,２０―２２；No．４００,１９０３,
pp．４―７；No．４２７,１９０４, pp．５―６,１６；No．４７０,１９０５, pp．４,７；No．５０７,１９０６, pp．４,７.
（２）Do., Southern Nigeria , London, No．３８１,１９０３, pp．５,２２―２３；No．４０５,１９０３, pp．６―８；No．４３３,１９０４, pp．３,
５；No．４５９,１９０５, pp．６,８；No．５１２,１９０６, pp．４,７；No．５５４,１９０８, pp．４―７；No．５８３,１９０８, pp．４―６；No．６３０,
１９１０, pp．４―５；No．６６５,１９１１, pp．４―５；No．６９５,１９１１, pp．４―５；No．７３５,１９１２, pp．４―５；No．７８２,１９１４, pp．５―
７；No．８２５,１９１５, pp．７―８.
（３）Do., Northern Nigeria , London, No．３７７,１９０３, pp．１７―１９；No．５５１,１９０７, pp．９３―９４；No．５９４,１９０９, pp．１５,
７６―７７；No．６３３,１９１０, pp．４―５；No．６７４,１９１１, pp．７―８；No．７０４,１９１２, pp．９―１０；No．７３８,１９１２, pp．５―６；
No．７８５,１９１４, pp．６―７；No．８２１,１９１４, pp．４―５より作成。
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設は海岸部と内陸部でほぼ同時に開始されたが，大きく見て，ラゴスを起点として北上する西部
鉄道，ポート・ハーコートから北上する東部鉄道，および内陸部の北部鉄道の三路線に分ける
ことができる５）。これらのうち，主な路線を見てみると，１８９６年３月に建設が開始された通称「ラ
ゴス鉄道」が，１９０９年１月にナイジャー川岸のジェッバ（ラゴスから３０３マイル）まで開通した。
また北部では，１９０７年８月にナイジャー川岸のバロから建設が始まった路線が，１９１１年３月にミン
ナを経由してカノにまで開通した。この通称「カノ鉄道」（３５３マイル）と合流すべくジェッバ―ミ
ンナ間（１６０マイル）の路線も同年３月に開通し，翌１９１２年１月以降，ラゴス―カノ間（７０５マイル）
の全線で営業が開始された。東部では，内陸部のウディにおける石炭の発見を契機として，１９１３年
１２月にポート・ハーコートからの建設がようやく開始されたが，ベヌエ川岸のマクルディ経由でカ
ドゥナにまで（５７１マイル）到達して北部鉄道と合流するのは，１９２６年７月になってからのことで
ある。こうして，ほぼ１９３０年までに，全長１，８９３マイルに及ぶ「ナイジェリア植民地鉄道」が完成
している。
こうした海岸部と内陸部を結ぶ鉄道網は，とりわけ内陸部の農産物や鉱産物を海岸部にまで搬出
するという意味において，植民地ナイジェリアの経済発展に不可欠であったが，「包括的かつ賢明
な鉄道政策」６）の遂行のためにも，南北の統合が模索され始めたのである。
こうして１９１２年６月，植民地相の L.V.ハーコート（Lewis Vernon Harcourt）が，南北の植民地・
保護領の統合案をイギリスの下院に提出し，それと同時に，この統合事業を現地で実行する人物と
して，１９００～０７年にかけて北部ナイジェリア保護領の初代高等弁務官を務め，その後ナイジェリア
を離れて香港の総督に就任していたルガードを呼び寄せたことを明らかにした７）。翌１９１３年３月に
イギリス議会の承認を得て，１９１４年１月１日，南部ナイジェリア植民地・保護領と北部ナイジェリ
ア保護領が統合されて，「ナイジェリア植民地・保護領」（いわゆる「英領ナイジェリア」）が成立
し，ルガードが初代総督に就任した。
だが，ルガード自身の言葉によると，「南北の統合（amalgamating）と，総督の統括下での南北
の組分け（grouping）あるいは連邦（federation）とは，全く別の問題である」８）というのである。
彼は，退役（１９１９年）後に出版した自著の中で，おおよそ次の様に語っている。すなわち，「大英
帝国の使命は，ただ一つ，自由と自己発展である。だがそれは，規格化された道程において達成さ
れるものではない。自由と自己発展は，植民地の諸法律と行政政策に従いつつも，土着の人々が，
自分たちの支配層を通じて，自分たちの諸問題に対処することによって達成される。……それ故，
南北の統合後も，各々の地域の司法制度や一般的政策が融合されることはなく，各々の総督代理の
下において，ラゴス植民地を含めて，南北の旧保護領は元のままの状態に置かれる」９）と。
これは，イギリスによるナイジェリア統治の二大原則，すなわち，可能な限り伝統的権威を温
存して利用するという「間接統治」方式と，南北の「分離発展」を志向するという方式を端的に
５）以下の鉄道網の建設については，室井義雄『連合アフリカ会社の歴史：１８７９～１９７９年――ナイジェリ
ア社会経済史序説――』同文舘，１９９２年，１０３～１０６頁を参照。
６）Lugard, F., The Dual Mandate in British Tropical Africa , London, Frank Cass,１９２２（５th ed.,１９６５）, p．９９
を参照。
７）Cook, A.N., British Enterprise in Nigeria , London, Frank Cass,１９６４, p．１９２を参照。
８）Lugard, F., op.cit., p．１７９を参照。
９）Ibid ., p．９４を参照。
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表現している。地理的に広大で文化的にも多様なナイジェリアを，統一国家として如何に統治して
いくのか，ということが，植民地行政官の――そして，独立後のナイジェリア人統治者の――最大
の課題であった。前者の「間接統治」方式が採用されたのは，広大な保護領に対して，ラゴスのよ
うなイギリス王室直轄型の統治を行なうことは，財政的にも人的資源の点でも難しく，また，少な
くとも北部のイスラーム社会には，ソコトのスルタンを頂点とする土着の統治機構が存在していた
からである。
後者の「分離発展」が模索された理由は，南北の相違・格差があまりにも大きかったからである。
すなわち，北部のイスラーム教と南部のキリスト教という，宗教観の相違，かなり強固な中央
政府を持つ北部とそれを持たない南部という，土着の政治組織の相違，それに応じた，「パトロ
ン＝クライアント関係」に束縛されていた北部と，比較的自由な人格が形成された南部という，人々
のアイデンティティーの拠り所の相違，あるいはまた，南部では英語，北部ではハウサ語という，
植民地行政や教育制度に係わる使用言語の相違など，およそあらゆる局面において情況を異にして
いた。
ただし，少し付言しておくと，北部ではかなり成功した間接統治方式も，南部ではそうではなかっ
た。西部のヨルバ人社会のオバやチーフは，北部のスルタンやエミールのような絶対的権威を有し
ておらず，また，東部のイボ人社会などでは，そうした土着の権威機構それ自体が存在しなかった
からである。このため東部では，植民地政府が当該地域の首長をいわば一方的に選任する「任命首
長制」が導入されたが，これは人々の大きな反発を買うことになった。例えば１９２９年１２月，ポート・
ハーコートから北東に６５km入ったアバという町において，任命首長の一人であるオクゴ（Okugo）
が，男性だけではなく，女性，子供，家畜までを数え始めた。このため，女性に対しても人頭税が
導入されるとの噂が広まり，主に女性たちによって，複数の任命首長の家や外国企業が焼討ちにさ
れた。この暴動が近隣のカラバルやオポボにも広がると，警察部隊が出動して３２名が殺害された。
この事件は，東部ナイジェリアの伝統的な社会構造を無視したことの大きな危険性を物語るもので
あり――その直接的契機は，すでに北部では，エミールによる伝統的な統治機構を通じて，成年男
子に対して導入されていた人頭税を東部にも適用しようとしたことにあるが――，女性たちとして
は初めてと言ってよい，イギリスの植民地統治に対するあからさまな抵抗運動・拒否反応であっ
た１０）。
ともあれ，「間接統治」と「分離発展」の模索は，北部におけるイスラームの伝統的権威を温存
させ，「近代化」しつつある南部との，様々な局面での溝をさらに広げることになった。そして，
当の北部人自身が，イスラームに対する誇りとクリスチャンへの懐疑心から，自らの世界を閉ざし
てきたとも言えるのである。
２ 植民地時代における歳入配分問題
さて，第２表に基づき，英領ナイジェリアが成立する直前の１９１３年の財政構造を改めて見てみる
と，南北間の大きな差異性が読み取れる。すなわち，南部では，関税収入が歳入の６６．４％，鉄道収
１０）この「アバ事件」については，Onwuteake, V.C., “The Aba Riot of１９２９ and its Relation to the System
of Indirect Rule,” Nigerian Journal of Economic and Social Studies, Vol．７, No．３, November１９６５, pp．２７３―
２８２；Crowder, M., The Story of Nigeria , London, Faber and Faber,１９６２（４th ed.,１９７９）, pp．２１２―２１３を参照。
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入が２３．７％を占めているのに対して，北部では，個人所得税や土地税などの直接税が６８．８％，帝国
歳入からの補助金が１７．１％を占めている。他方，歳出の内訳を見ると，南部では鉄道建設費が２５．９％
と最も多く，これに公的債務返済費の１６．９％，海運事業費の１０．９％が続いている。これに対して北
部では，土着の統治機構への助成金が３３．０％と最大の比率を占め，西アフリカ国境軍の維持費も
第２表 英領ナイジェリアの財政構造：１９１３～１９１４年
（単位：１，０００ポンド，％）
１９１３年 １９１４年
南部 北部 合計 ナイジェリア
A．歳入
関税 １，７７３ （６６．４） ― ― １，７７３ （５１．２） １，５０６ （４９．４）
鉄道収入 ６３２ （２３．７） ― ― ６３２ （１８．３） ６９６ （２２．８）
直接税 ― ― ５４６ （６８．８） ５４６ （１５．８） ２９９ （９．８）
裁判手数料等 ７４ （２．８） ６５ （８．２） １３９ （４．０） １０９ （３．６）
ライセンス料 １８ （０．７） ２９ （３．６） ４７ （１．４） ７８ （２．６）
利子収入 １１０ （４．１） ― ― １１０ （３．２） ７２ （２．４）
海運収入 ３２ （１．２） ― ― ３２ （０．９） ６８ （２．２）
郵便・通信料 １８ （０．７） １２ （１．５） ３０ （０．８） ４３ （１．４）
非経常収入・その他 １１ （０．４） ６ （０．８） １７ （０．５） ７７ （２．５）
帝国財源補助金 ― ― １３６ （１７．１） １３６ （３．９） １００ （３．３）
合計 ２，６６８ （１００．０） ７９４ （１００．０） ３，４６２ （１００．０） ３，０４８ （１００．０）
B．歳出
鉄道建設 ５４４ （２５．９） ― ― ５４４ （１８．６） １，３３８ （３７．２）
公共事業 １８０ （８．６） ９３ （１１．３） ２７３ （９．４） ４２４ （１１．８）
公的債務返済 ３５４ （１６．９） １３ （１．６） ３６７ （１２．６） ３４４ （９．６）
政治問題 ９７ （４．６） ９６ （１１．７） １９３ （６．６） ２２７ （６．３）
西アフリカ国境軍 １２３ （５．８） １５０ （１８．３） ２７３ （９．４） ２２３ （６．２）
海運 ２２９ （１０．９） ― ― ２２９ （７．９） ２１７ （６．０）
医療 ７７ （３．７） ３８ （４．６） １１５ （３．９） １２３ （３．４）
郵便・通信 ５５ （２．６） ２５ （３．１） ８０ （２．７） ８７ （２．４）
警察 ５０ （２．４） ２９ （３．５） ７９ （２．７） ８５ （２．４）
刑務所 ４８ （２．３） １０ （１．２） ５８ （２．０） ５８ （１．６）
関税局 ４８ （２．３） ― ― ４８ （１．６） ５０ （１．４）
教育 ３３ （１．６） ６ （０．７） ３９ （１．３） ４８ （１．３）
鉱産物等調査 ２８ （１．４） ６ （０．７） ３４ （１．２） ４７ （１．３）
土着行政府への助成金 ― ― ２７１ （３３．０） ２７１ （９．３） ― ―
その他 ２３０ （１１．０） ８４ （１０．３） ３１４ （１０．８） ３２６ （９．１）
合計 ２，０９６ （１００．０） ８２１ （１００．０） ２，９１７ （１００．０） ３，５９７ （１００．０）
C．財政収支 ＋５７２ ― －２７ ― ＋５４５ ― －５４９ ―
（出所）His Majesty’s Stationary Office, Colonial Reports : Nigeria , London, No．８７８,１９１６, pp．４―７より作成。
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１８．３％に達している。
こうした財政構造は，英領ナイジェリアの成立後もしばらくの間は続いたが，国家歳入の配分と
いう点では，ともかくも単一の予算が組まれることになった。ただし，中央の植民地政府に加えて，
南・北両保護領の総督代理からも各々予算案が提出され，三者間で調整を行なった上で，中央政府
の歳入が配分された。予算案の作成とそれに応じた歳入配分の決定という点において，ある種の「二
重構造」を残していたが，こうした歳入配分の基本的枠組みは，その後も大きく変更されることは
なく，植民地時代の大半を通じて，第二次世界大戦後まで続くことになった１１）。
第二次世界大戦後になると，自治権の拡大を要求する民族主義運動が高揚していく中で，植民地
統治方式に幾つかの重要な変更が行なわれ，それに応じて，国家歳入の配分問題を検討する委員会
が相次いで設置された１２）。
（１）リチャーズ憲法とフィリプソン委員会の発足
まず，１９４６年８月，第６代総督の A.F.リチャーズ（Arthur Frederick Richards）によって「リチャー
ズ憲法」が公布されたが，これは，その後の連邦制導入の土台になったという点で重要である。同
憲法によって，全国が西部，東部，および北部の三つの「地域」に分けられ，前二者に一院（下院）
制の地方議会，後者に首長院と下院からなる二院制の地方議会が，西部のイバダン，東部のエヌグ，
そして北部のカドゥナに設置された。各々の下院議員は，官僚や伝統的首長層などから選任され，
そのうちの５名ずつが中央の立法評議会に送り出される，というものであった。
各地域に一定の権限と責任が付与された以上，それを遂行するための財政的措置を講じねばなら
ない。そのため，この「リチャーズ憲法」の公布を受ける形で，同じく１９４６年に，中央政府と各地
域の間での歳入配分問題を検討するための――ナイジェリアの歴史上で初めての――委員会が植民
地政府によって設置された。委員長には，植民地政府の財務長官を務めた経験を持つ S.フィリプ
ソン（Sidney Phillipson）が任命され，歳入配分に係わる基本的事項，すなわち，各地域の独自
歳入として認められる域内歳入の定義，中央政府から三つの地域に配分される歳入の規模（垂直
的配分），および三つの地域の間での再配分（水平的配分）の基準について，検討が行なわれた。
この「フィリプソン委員会」が提出した勧告案は，おおよそ次の様である。すなわち，まず，
域内歳入の定義については，「当該地域の権威者によって，当該地域内で徴収された歳入」とされ
た。より難問だったのは後二者であったが，同委員会は，の垂直的配分については言及を避けて，
何らの勧告も行なっていない。の水平的配分については，（i）「派生主義」――産出や消費あるい
は取引きなど，歳入の事由が発生した地域が優先的に歳入配分の恩恵を受ける――と，（ii）各地域
の「均等的発展」という二つの原則を掲げた。その上で，第３表に見られるように，北部に４６％，
西部に３０％，そして東部に２４％を配分するという勧告を行なった。この配分比率の基準とされたの
が「中央歳入に対する各地域の貢献度」，より具体的に言えば，各地域内における「直接税」の徴
１１）Revenue Mobilization Allocation and Fiscal Commission（RMAFC）, Report of Revenue Allocation For-
mula , Abuja, December２００２, Chapter３, pp．９―１０を参照。
１２）以下の各委員会については，Teriba, O., “Nigerian Revenue Allocation Experience１９５２―１９６５：A Study
in Inter-Governmental Fiscal and Financial Relations,” Nigerian Journal of Economic and Social Studies,
Vol．８，No．３，November１９６６, pp．３６１―３８２；Uche, C.U. and O.C.Uche, Oil and the Politics of Revenue Allo-
cation in Nigeria , Leiden, African Studies Centre, Working Paper No．５４,２００４, pp．８―３２；Ekpo, A.H., In-
tergovernmental Fiscal Relations : The Nigerian Experience, Uyo, University of Uyo,２００４, pp．４―３８を参照。
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収額であった。
だが，各地域の貢献度を測る物差しとして直接税を前面に押し出したことについては，水平的配
分において優位性を確保しようとした，北部の圧力が感じられる。と言うのは，すでに触れたよう
に，そもそも直接税を組織的に徴収できた地域は，北部のイスラーム圏だけだったからである。そ
こで，ナイジェリアの伝統的な課税制度について簡単に見ておくと１３），北部と南部との間では大き
な相違があった。すでに触れたように，北部のイスラーム圏では，スルタンを頂点とするエミール
配下の伝統的な統治機構を通じて，かなり整備された課税制度が存在しており，個人所得税，土地
税，および家畜税などの直接税が，イスラームの共同体単位で徴収されていた――これらの直接税
を「共同体税」と呼ぶこともある――。徴収された税金は，原則として地域政府の歳入になるが，
その一部が土着の統治機構にも配分されていた。
１９１４年１月の英領ナイジェリアの成立と間接統治の導入によって，植民地政府は北部に存在した
ような直接税を南部にも広げようとした。ところが，前述の「アバ事件」で触れたように，南部，
とりわけ東部では，徴税の仕事を担えるような土着の強力な統治機構が存在していなかったことに
加えて，直接税それ自体が，人々にとっては容易に理解し難い新奇な存在であった。このため，南
部では，個人所得額の算定ができる場合には累進的な「個人所得税」を，それができない場合には
成人男子に対する「人頭税」を徴収するという，かなり単純な課税制度が導入された。これらの直
接税制度は，１９１６年に西部，かなり遅れて１９２８年に東部でも導入されたが，北部を含めて，その税
率などに大きな格差があった――なお，東部では家畜税も導入されている――。
こうした南北間における課税制度の相違に加えて，第４表に見られるように，関税収入が中央政
府の歳入の４０％前後を占めるという構造は，１９１４年の英領ナイジェリアの成立以来ほとんど変わら
ず，むしろ１９５０年代以降になると，輸入の拡大を大きく反映して，関税収入はさらに６０～６８％に跳
ね上がっている。つまり，「中央歳入に対する各地域の貢献度」を測るのであれば，北部を中心と
する直接税収入に加えて，南部が貢献してきた関税収入の動向をより考慮に入れるべきであった，
と思われるのである。
ともあれ，フィプリソン委員会の勧告案は１９４８／４９～５１／５２年度にかけて実施されたが，二つの大
きな課題を残したように思われる。その一つは，「派生主義」を歳入配分の基本的原則に据えた点
である。この派生主義は，以下で考察するように，その後も歳入配分問題に係わる中心的争点になっ
ていく。今日的表現で言えば，「国家歳入の圧倒的部分を占める石油収入１４）を，ナイジャー・デル
タの産油地域にどれ程の比率で配分するのか」ということになる。これはかなりの難問であり，そ
れ自体，まさに政治的問題になってくる。
もう一つの積み残した課題は，フィリプソン委員会は「水平的配分」については勧告を行なった
ものの，「垂直的配分」には言及していない点である。後者の配分方式は，中央政府と各地方議会
１３）以下の課税制度については，Adedeji, A., Nigerian Federal Finance : Its Development, Problems and Pros-
pects, London, Hutchinson Educational,１９６９（rep.,１９７１）, pp．１５７―２０７を参照。なお，後述するヒックス＝
フィリプソン委員会は，その報告書の中で「南部の人頭税は，理念的にも実践的にも，北部よりも悪い
税制である。より貧しい人がより多くの負担を強いられている」と述べ，南部に導入された人頭税を強
く批判している（Ibid ., p．１８７を参照）。
１４）いわゆる「石油収入」は，主に石油利潤税，鉱区地代，およびロイヤルティーから構成されている。Etik-
erentse, G., Nigerian Petroleum Law , London, Macmillan Publishers,１９８５, pp．１３１―１３２を参照。
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の，国民に対する責任・義務の問題と密接に係わっている。「誰が，誰に対して，どの程度の責任
を負うのか」という問題もまた，連邦政府・州政府・地方政府という，ナイジェリア統治に係わる
「三層構造」――後に，歳入配分の対象として認識されるようになる「共同体」を加えれば，「四層
構造」と言ってもよい――が形成されていくにつれて，大きな政治的課題として浮上することにな
る。
さて，「リチャーズ憲法」は３年ごとに見直しを行なうという条件付きで公布されたが，リチャー
ズ自身は，「ナイジェリアの統一を促進すると同時に，多様な要素を取り込むという，二重の目的
に叶う」と自画自賛した。だが，西部出身でヨルバ人の H.H.マコーレ （ーHerbert Helas Macaulay）
や東部出身でイボ人の N.アジキィウェ（Nnamdi Azikiwe）など，欧米での留学経験を持つ進歩的
民主主義者たちは，「行政上の三地域分割案は，分離主義者の主張を助長して地域主義を勃興させ
るものであり，ナイジェリアにとっては，むしろ統一的形態の政体の方が望ましい」と批判して，８ヵ
月間に及ぶ全国的な反対キャンペーンを展開した。ここで言う「分離主義者」とは，明らかに北部
人のことを指している。
（２）マクファーソン憲法とヒックス＝フィリプソン委員会の発足
こうした批判に応えて，第７代総督に就任した J.マクファーソン（John Macpherson）は広範な
世論の意見を求めたが，孤立主義的な傾向の強かった北部を取り込むためには，「中央議会におけ
る議席数の半数を北部に割り当て，かつ，各地域が独自の発展を目指すことを認めるべきである」
という北部の強い主張を飲まざるをえなかった。
１９５１年６月に公布された「マクファーソン憲法」の下では，まず，中政政府の執行機関として，
立法評議会と内閣に相当する閣僚評議会が設置された。中央立法評議会の定数は１４９名で，そのう
ちの１３６名が三つの地域から選任されたが，その内訳は，西部と東部が各 ３々４名，北部が選任議員
数の５０％に相当する６８名であった。また，閣僚評議会は，議長の総督，６名の官僚，および各地域
第４表 ナイジェリア中央（連邦）政府の歳入構造：１９２２／２３～１９６３／６４年
（単位：１，０００ポンド，％）
年度１） 輸入税 輸出税 消費税 直接税 その他２） 歳入合計
１９２２／２３ １，６３２ （２９．３） ７７５ （１４．０） １５２ （２．７） ・・ ・・ ３，００３ （５４．０） ５，５６２（１００．０）
１９２７／２８ ２，７６４ （４３．８） ５５４ （８．８） ２２３ （３．５） ・・ ・・ ２，７６４ （４３．８） ６，３０５（１００．０）
１９３１／３２ １，６１９ （３３．３） ４３５ （９．０） ２２ （０．４） ２，０２９ （４１．８） ７５３ （１５．５） ４，８５８（１００．０）
１９３５／３６ ２，２５８ （３７．７） ３３７ （５．６） ２８７ （４．８） １，８４４ （３０．７） １，２７０ （２１．２） ５，９９６（１００．０）
１９３９／４０ １，９３０ （３１．６） ３８７ （６．３） １７１ （２．８） ２，１０１ （３４．４） １，５２４ （２４．９） ６，１１３（１００．０）
１９４３／４４ ３，２４７ （２９．８） ６４４ （５．９） １，００７ （９．２） ３，８３３ （３５．１） ２，１８２ （２０．０）１０，９１３（１００．０）
１９４７／４８ ６，９３６ （３７．７） ７０７ （３．８） １，４８７ （８．１） ・・ ・・ ９，２７４ （５０．４）１８，４０４（１００．０）
１９５１／５２ １４，６９７ （２９．２）１０，８２０ （２１．５） ６，５８９ （１３．１） ・・ ・・ １８，２２１ （３６．２）５０，３２７（１００．０）
１９５５／５６ ２６，６６９ （４４．５）１３，９１６ （２３．２） ４，１６８ （７．０） ・・ ・・ １５，１９７ （２５．３）５９，９５０（１００．０）
１９５９／６０ ４０，０６３ （４４．６）１８，４３９ （２０．５） ４，５５６ （５．１） ・・ ・・ ２６，７５７ （２９．８）８９，８１５（１００．０）
１９６３／６４ ６１，１３０ （４９．０）１３，５４３ （１０．９）１２，２８８ （９．８） ・・ ・・ ３７，８７５ （３０．３）１２４，８３６（１００．０）
（注）１）輸入税，輸出税の会計年度は，１月１日～１２月３１日まで。２）１９２２／２３～１９２７／２８，１９４７／４８～１９６３／６４年度は
直接税を含む。
（出所）Helleiner, G.K., Peasant Agriculture, Government, and Economic Growth in Nigeria , Homewood, Richard D. Ir-
win,１９６６, pp.５５７―５６２より作成。
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４名ずつの計１２名，合計で１９名から構成された。
他方，地方の執行機関としては，各地域に地方行政評議会が設置された。すなわち，西部，東部，
および北部の三つの地域は，域内の諸問題に関して立法権と行政権を有する「政治的実体」に改組
されたのである。中央政界における北部の政治的優位性に加えて，独自の発展を目指すという，北
部の主張がほぼ通った形になった。
こうした植民地統治機構の再編成を見越して，１９５０年６月，フィリプソンに J.ヒックス（John
Hicks）と D.A.スケルトン（D.A.Skelton）を加えた，「ヒックス＝フィリプソン委員会」が設置され
た１５）。植民地政府によって同委員会に委託された検討事項は，大きく二つあった。すなわち，既
存の歳入配分方式を見直し，次の５年間に適用されるべく，より公平な配分方式を提案すること，
過去に不利益を受けた地域がもしあれば，何らかの補償を行なうこと，である。
この後者の検討事項は，明らかに，「現行の派生主義によって不利益を受けている」と主張した
北部の意向を汲んだものであるが，ヒックス＝フィリプソン委員会の基本的姿勢は，「マクファーソ
ン憲法」によって各地域の自治権が強化・拡大された以上，可能な限り「地域財政の自治」――こ
の概念は，ナイジェリアの歴史上，ここで初めて提案されたと言ってよい――を目指すべきである，
というものであった。
ただし，この地域財政の自治を模索するためには，その事前の環境整備として，「徴税権」の問
題を再検討せねばならない。そこでヒックス＝フィリプソン委員会は，これまでは必ずしも明快で
はなかった徴税権の種類とその所在について，おおよそ第５表に見られるように整理した。だが，
「財政の自治」とは裏腹に，地域政府の有する徴税権の範囲は極めて狭い，という印象を受けるの
は否めない――ただし，同表に見られるように，同委員会の勧告によって，その後の，今日に至る
徴税権の基本的構造がおおよそ確定したと言ってよい――。
さて，こうした徴税権に係わる下準備を行なった上で，ヒックス＝フィリプソン委員会は，歳入
配分の基本原則として，派生主義，必要性（人口数を含む），および国民的利益の三つを掲
げた。ここには，ナイジェリアのような多民族国家では，むしろ「緩やかな連合体」という政体の
方が望ましく，地域の自立と言っても，派生主義にあまりにも大きな比重を加えるのは良くない，
という判断に立ったことが窺える。なお，これらの基本原則のうち，「国民的利益」は，同委員会
によって新たに導入されたものである。
すでに触れたように，派生主義はそれ自体，大きな論争の火種になったとは言え，それを後退さ
せるということは，換言すれば，国家の歳入をこれまで以上に中央政府に集中化させ，中央政府か
ら各地域に対して再配分する，ということを意味している。これは，「地域財政の自治」という，
ヒックス＝フィリプソン委員会が掲げた最大の基本理念とは，明らかに逆行する配分方式である。
ただし，前掲第３表に見られるように，同委員会は，関税や消費税などの主要な歳入を中央政府
が確保しつつ，他方では各種「補助金」の交付を行なうことによって，この自己矛盾を解消しよう
としたものと思われる。これらのうち，人口数によって各地域に再配分する補助金は，地域の「必
要性」に応じたものであり，また，教育，警察，そして首都ラゴスを抱える西部のサービス移転に
係わる補助金は，いずれも「国民的利益」に叶うものとして導入されたのである。
なお，ここで「人口数」について，少し付言しておきたい。ナイジェリアの人口数については，
１５）ただし，スケルトンは，ラゴスに到着後まもなく水の事故で死亡し，委員会の仕事には十分に参加し
ていない。Uche, C.U. and O.C. Uche, op.cit., p．１３を参照。
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歴代の政権担当者といえども，おそらく誰も正確な数字は把握していない。植民地時代には，人頭
税や所得税などの直接税を逃れるために人口数が過小に申告され，逆に独立後は，中央議会におけ
るより多くの議席数を獲得するために，過大に申告されてきたからである。このため，センサスも
また，ナイジェリアでは大きな政治問題の一つになってきた。
過去，原則として，総選挙が行なわれる度に――有権者数を確定する必要性から――，センサス
が実施されてきたが，例えば１９７３年センサスは，信憑性に劣るとして，公式に廃棄されている１６）。
独立後のナイジェリアでは，軍事政権が長期間に亙って続いたため，センサスの実施自体が少なかっ
たこともあるが，公式に使用されているセンサス結果は，第６表に見られるものだけである。連邦
政府のみならず，世界銀行などの国際機関が毎年公表している人口数は，直近のセンサス結果――
それ自体，信憑性に疑問を残すが――に一定の人口成長率（多くの場合，年率３％）を単純に掛け
合わせて推計しているにすぎない。また，部族別のセンサスについては，部族対立に悪用されると
して，１９６３年センサス以来，実施されていない。なお，上述の人口数に応じた補助金の配分比率（北
部に６０％，西部に１８％，および東部に２２％）は，第３表と第６表を比較してみると，当時としては
２０年も前の１９３１年センサスに基づいていることが明らかである。
なお，上述の第二の委託事項について，ヒックス＝フィリプソン委員会は，これまでの歳入配分
方式によって不利益を受けたとして，北部に２００万ポンドの補償金を支払うことを勧告している１７）。
さて，ヒックス＝フィリプソン委員会の勧告案は，植民地政府によってほぼ受け入れられ，１９５２
年４月～１９５４年９月にかけて実施された。第７表は，当該期間における歳入配分の実績を示したも
のである。同表に見られるように，まず，「派生主義」に基づく煙草の輸入税・消費税の配分につ
いては，西部地域が５０．７％を占め，また総額においても３８．７％を占めて最も有利になっている。他
方，各種の補助金のうち，「必要性」を基準とした人口補助金については，北部地域が５９．８％を占
第６表 ナイジェリアの地域別人口数：１９３１～２００６年
（単位：１，０００人，％）
センサス実施年 １９３１年 １９５２／５３年 １９６３年 １９９１年＊ ２００６年
北部 １１，４３４ （５８．５） １６，８４０ （５５．４） ２９，８０９ （５３．５） ４７，３６９ （５３．２） ７５，２７０ （５３．６）
西部 ３，７２９ （１９．１） ６，０８７ （２０．０） １２，８０２ （２３．０） ２２，８６７ （２５．７） ３５，５７６ （２５．３）
東部 ４，２６６ （２１．８） ７，２１８ （２３．７） １２，３９４ （２２．３） １３，０３１ （１４．６） ２０，４７２ （１４．６）
ラゴス １２６ （０．６） ２７２ （０．９） ６６５ （１．２） ５，７２５ （６．５） ９，１１４ （６．５）
合計 １９，５５５ （１００．０） ３０，４１７ （１００．０） ５５，６７０ （１００．０） ８８，９９２ （１００．０）１４０，４３２（１００．０）
（注）＊１９９２年５月に公表されたセンサス結果では，総人口数が８，８５１万４５０１人となっているが，その後に修正が加
えられたものと思われる（National Population Commission, Federal Republic of Nigeria :１９９１ Population Census,
Provisional Results, Lagos, May１９９２, p．１を参照）。
（出所）（１）Helleiner, G.K., op.cit ., p．４２９.
（２）Federal Office of Statistics, Population Census of Nigeria ,１９６３, Combined National Figures, Vol.III, Lagos,
July１９６８, p．５７.
（３）National Population Commission,２００６ Population and Housing Census of the Federal Republic of Nigeria ,
Priority Tables, Vol.I, Abuja, August２００９, p．９より作成。
１６）National Population Commission, Nigeria : Demographic Health Survey,２０１３, Abuja, June２０１４, p．３を
参照。
１７）Uche, C.U. and O.C. Uche, op.cit., p．１４を参照。
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第７表 ナイジェリアにおける国家歳入の配分方式：１９５２／５３～１９５８／５９年
（単位：１，０００ポンド，％）
ヒックス＝フィリプソン委員会 チック委員会 合計
１９５２／５３～１９５４１） １９５４／５５～１９５８／５９２） １９５２／５３～１９５８／５９
１．輸入税３） １１，３８４ （１００．０） ７５，４４８ （１００．０） ８６，８３２ （１００．０）
北部 ２，７６０ （２４．３） ２１，０２５ （２７．９） ２３，７８５ （２７．４）
西部 ５，７７６ （５０．７） ３２，２０９ （４２．７） ３７，９８５ （４３．７）
東部 ２，８４８ （２５．０） ２２，２１４ （２９．４） ２５．０６２ （２８．９）
２．輸出税 ― ― ３０，７５８ （１００．０） ３０，７５８ （１００．０）
北部 ― ― ９，８３７ （３２．０） ９，８３７ （３２．０）
西部 ― ― １５，７４２ （５１．２） １５，７４２ （５１．２）
東部 ― ― ５，１７９ （１６．８） ５，１７９ （１６．８）
３．消費税４） ― ― ９，１２０ （１００．０） ９，１２０ （１００．０）
北部 ― ― ２，９１４ （３２．０） ２，９１４ （３２．０）
西部 ― ― ５，０８０ （５５．７） ５，０８０ （５５．７）
東部 ― ― １，１２６ （１２．３） １，１２６ （１２．３）
４．所得税 ― ― ３，０３８ （１００．０） ３，０３８ （１００．０）
北部 ― ― １，４５４ （４７．９） １，４５４ （４７．９）
西部 ― ― ７８９ （２６．０） ７８９ （ ２．０）６
東部 ― ― ７９５ （２６．１） ７９５ （２６．１）
５．鉱区地代 ― ― ６，４０１ （１００．０） ６，４０１ （１００．０）
ロイヤルティー 北部 ― ― ５，７４４ （８９．７） ５，７４４ （８９．７）
西部 ― ― １７ （ ０．３） １７ （ ０．３）
東部 ― ― ６４０ （１０．０） ６４０ （１０．０）
６．許認可料５） ― ― ６ （１００．０） ６ （１００．０）
北部 ― ― ― ― ― ―
西部 ― ― ４ （６６．７） ４ （６６．７）
東部 ― ― ２ （３３．３） ２ （３３．３）
７．補助金（人口） ８，６３２ （１００．０） ― ― ８，６３２ （１００．０）
北部 ５，１５９ （５９．８） ― ― ５，１５９ （５９．８）
西部 １，５８３ （１８．３） ― ― １，５８３ （１８．３）
東部 １，８９０ （２１．９） ― ― １，８９０ （２１．９）
８．補助金（教育） ７，２２４ （１００．０） ― ― ７，２２４ （１００．０）
北部 １，０９６ （１５．２） ― ― １，０９６ （１５．２）
西部 ２，９９５ （４１．４） ― ― ２，９９５ （４１．４）
東部 ３，１３３ （４３．４） ― ― ３，１３３ （４３．４）
９．補助金（警察） ３，６７１ （１００．０） ― ― ３，６７１ （１００．０）
北部 １，１６８ （３１．８） ― ― １，１６８ （３１．８）
西部 １，３６２ （３７．１） ― ― １，３６２ （３７．１）
東部 １，１４１ （３１．１） ― ― １，１４１ （３１．１）
１０．補助金（移転） ３８３ （１００．０） ― ― ３８３ （１００．０）
北部 ― ― ― ― ― ―
西部 ３８３ （１００．０） ― ― ３８３ （１００．０）
東部 ― ― ― ― ― ―
１１．共同基金 ― ― １０，２９７ （１００．０） １０，２９７ （１００．０）
北部 ― ― ３，０００ （２９．１） ３，０００ （２９．１）
西部 ― ― ２，０００ （１９．４） ２，０００ （１９．４）
東部 ― ― ２，７５０ （２６．７） ２，７５０ （２６．７）
南カメルーン ― ― ２，５４７ （２４．７） ２，５４７ （２４．７）
合計 ３１，２９４ （１００．０） １３５，０６７ （１００．０） １６６，３６１ （１００．０）
北部 １０，１８３ （３２．５） ４３，９７４ （３２．６） ５４，１５７ （３２．６）
西部 １２，０９９ （３８．７） ５５，８４０ （４１．３） ６７，９３９ （４０．８）
東部 ９，０１２ （２８．８） ３２，７０６ （２４．２） ４１，７１８ （２５．１）
南カメルーン ― ― ２，５４７ （ １．９） ２，５４７ （ １．５）
（注）１）会計年度は，１９５２年４月１日～１９５４年９月３０日まで。２）会計年度は，１９５４年１０月１日～１９５９年３月３１日まで。３）１９５２／
５３～１９５４年度は，煙草の輸入税と消費税。１９５４／５５～１９５８／５９年度は，煙草，ガソリン，酒類などの輸入税。４）煙草とビー
ルの消費税。５）小規模手工業のライセンス料。
（出所）Teriba, O., op.cit ., pp.３６５,３６９より作成。
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めて最も有利であるが，「国民的利益」を基準とした教育補助金では，北部地域が最も不利で１５．２％
を占めるにすぎない。東部地域は，おおよそ両地域の中間に位置しているが，総額では最も少ない
２８．８％になっている。
こうして，派生主義の採用，補助金を通じた支出のいずれにおいても，全ての地域が満足するよ
うな歳入配分を実現するには至らず，各々，問題を抱えていたと言えよう。
（３）リッテルトン憲法とチック委員会の発足
「マクファーソン憲法」が公布されてからわずか２年後の１９５３年７～８月にロンドンで，また翌
１９５４年１～２月にラゴスで，憲法改正に向けた会議が開催され，同１９５４年１０月に，「リッテルトン
憲法」が公布された。O.リッテルトン（Oliver Lyttelton）は，これらの会議を主導したイギリスの
植民地相であるが，同憲法によって，ナイジェリアは西部，東部，および北部の３州からなる「連
邦国家」として再編成された。なお，ラゴスが西部州から独立して連邦首都領となり，また，東部
地域に編入されていた信託統治領の英領カメルーンの南部地域が独立の亜州とされたが，同北部地
域は北部州の一部に留まった。三つの州には３人のイギリス人総督代理が各々赴任し，各州は，独
自の立法・行政・司法の機関と内閣を持つことになった。
また，中央政府の内閣に相当する閣僚評議会は，議長の総督，職務上から選任される３人の官僚
（書記長，財務長官，および司法長官），各州から各々３名，および南カメルーン亜州から１名の，
合計１４名で構成された。他方，連邦議会は，議長，職務上から選任される官僚３名，および１８４名
の議員から構成されたが，連邦議員の内訳は，東部州と西部州が各 ４々２名，北部州からは議員定数
の５０％となる９２名，南カメルーン亜州から６名，そしてラゴス連邦首都領から２名であった。ここ
でもまた，連邦議会における北部州の政治的優位性が維持されたことになる。
他方では，ナイジェリアの政局が急展開を見せ始めていた。西部州から選出されたヨルバ人で，
イギリスのキングス・カレッジでの留学経験を持つ A.E.エナホロ（Anthony Eronsele Enahoro）が，
発足したばかりの連邦議会で「ナイジェリアは１９５６年までに独立すべきである」との演説を行なっ
た。これに対しては，ソコトのスルタンで北部州から選出されていた A.ベロー（Ahmadu Bello）
が，「我々北部人は，西欧的教育に後れをとっている。いずれ他の州に追い付くであろうが，独立
はまだ時期早尚である。我々は，現実的な道を選ぶ」として反対した１８）。
こうした中で，歳入配分方式に係わる第３回目の見直しがすでに始まっていた。上述のロンドン
での制憲会議後，同会議の委託を受ける形で，植民地政府の財務長官を務めていた L.チック（Louis
Chick）を委員長とする「チック委員会」が発足した。ただし，この制憲会議において，歳入配分
に係わる既存の基本原則のうち，「必要性と国民的利益については採用すべきではない」との決定
がなされていた１９）。とすれば，残る基本原則は「派生主義」だけになってしまうが，上述の制憲会
議がそうした決定を行なったのは，政治的独立に向けて，「財政の自治」の達成や「強固な自立性
を持つ各州によって構成される連邦国家」への移行をあまりにも強く意識しすぎたためであろう。
チック委員会は，派生主義の限界を認識していたものの，制憲会議の意向を無視することはでき
ず，前掲第３表に見られるような勧告を行なった。すなわち，主要な歳入項目の全てにつき，中
央政府の保留分を最大で５０％に抑えた上で，各州間に交付される歳入の水平的配分の基準として
は，派生主義のみを採用した。ただし，「共同基金」を設置し，財政難に陥った州に対しては，
１８）Ibid ., p．１５を参照。
１９）Teriba, O., op.cit., p．３６６を参照。
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連邦政府が任意に特別補助金を出す，というものであった。同委員会の勧告案は，植民地政府によっ
てほぼ承認され，１９５４年１０月～１９５９年３月にかけて実行に移された。前掲第７表に同期間中の歳入
配分の実績値を示してあるが，同表に見られるように，西部州が輸入税で４２．７％，輸出税で５１．２％，
消費税で５５．７％，許認可料で６６．７％，そして合計でも４１．３％の最大の歳入配分を受けた。これに対
して，北部州は，所得税で最大の４７．９％，鉱区地代・ロイヤルティー――当時は，主にジョス高原
のスズ鉱山――で同８９．７％を受け取ったものの，合計では３２．６％の配分に留まった。他方，東部州
は，最大の配分を受けた項目はなく，合計でも２４．２％に留まった。なお，南カメルーン亜州には，
特別補助金として合計２５４万７０００ポンド（共同基金支出の２４．７％）が配分された。
このように，歳入配分の基本原則として，唯一，派生主義を採用した結果，図らずも「経済的に
最も豊かで財政基盤も相対的に強い西部，最も貧しく財政基盤の弱い東部，そしてその中間に位置
する北部」という，当時における現実の地域格差が浮き彫りにされたのである。
（４）原油の発見とレイスマン委員会の発足
その後，独立に向けた動きがさらに加速化され，１９５７年５～６月，ロンドンで制憲会議が開催さ
れた２０）。この会議には，当時のナイジェリアの主要政党である，北部のハウサ－フラニ人を中心と
する北部人民会議（Northern People’s Congress, NPC），東部のイボ人を中心とするナイジェリア・
カメルーン国民会議（National Council of Nigeria and the Cameroons, NCNC），および西部のヨル
バ人を中心とする行動党（Action Group, AG）の代表が出揃った。
この制憲会議では，おおよそ次の様な合意がなされた。すなわち，中央の閣僚評議会のメンバー
から３人のイギリス人官僚が外され，イギリス人では最後となる第８代総督の J.W.ロバートソン
（James Wilson Robertson）を除いて，全員がナイジェリア人によって構成されること，空席に
なっていた首相職に NPC党首の A.T.バレワ（Abubakar Tafawa Balewa）を選出すること，そして，
独立に向けた総選挙のための選挙区の設定，新州の増設を要求している少数部族の問題，および
財政問題に関する特別委員会を設置すること，である。これを受けて，同１９５７年に，インドで財務
長官を務めた経験のある J.レイスマン（Jeremy Raisman）を委員長とする財政問題の検討委員会
が発足した。
ところが，その前年の１９５６年１月，東部のオロイビリ（現バイェルサ州）において，ナイジェリ
アで初めて商業量の原油が発見された。原油を発見したのは，シェル石油（Royal Dutch Shell Petro-
leum Company Ltd.）と英国石油（British Petroleum Company Ltd.）が対等の出資比率で１９３７年に
設立した，シェル／ダーシー石油開発会社（Shell/D’Arcy Petroleum Development Company of Nige-
ria Ltd.）である。同社は，１９５７年１２月にオロイビリからクグボ・クリークまでの７マイル間に，
さらに翌１９５８年３月にはクグボ・クリークからポート・ハーコート港までの５７マイル間にパイプラ
インを完成させて，ナイジェリアから初めて原油を輸出した。この１９５８年の輸出量は２４万４９９４トン
（日産換算で約５，１００バーレル）で，輸出価格はトン当り４ポンド（バーレル当り約２．０１ドル），輸
出収入は９７万９９７６ポンドであった２１）。
こうした石油開発の進展は，「レイスマン委員会」の勧告にも影響を及ぼさざるを得なかった。
２０）１９５７年の制憲会議については，Burns, A., History of Nigeria , London, G.Allen and Unwin,１９５５（６th ed.,
１９６３）, pp．２５５―２５６を参照。
２１）ナイジェリアにおける初期の石油開発については，室井義雄「ナイジェリアの石油政策と国際石油資
本」（『アジア経済』第２３巻第６号，１９８２年６月，所収）４８～５５頁を参照。
ナイジェリアにおける財政連邦主義の歴史的展開
39
それをひと言でいえば，「派生主義の見直し」である。将来においても，原油発見の可能性が南部
のナイジャー・デルタにほぼ限定され，しかもその原油が極めて大きな歳入源になるであろうこと
が予想される以上，派生主義に固執することは，地域間対立をさらに悪化させることに繋がるから
である。しかも，前任のチック委員会の勧告に対する批判は，不十分な地域財政の自治・自立化，
歳入配分の基本原則としての「必要性」と「国民的利益」の不採用に加えて，「派生主義」の単一
的な採用に集中していたからである。
ただし，こうした様々な批判も，各州政府の連邦国家という政体に係わる理念の相違と，各々の
財政基盤の強弱の度合を反映していた。いわゆる強硬派は西部と北部で，可能な限りの脱中央・地
方分権化と域内徴税権の拡大を主張した。これに対して東部は――まだこの時点では――，連邦政
府への歳入の集中と，そこからの補助金を含む歳入配分に期待していた。
レイスマン委員会の勧告は１９５８年に提出されたが，その内容は，大きく見て，上記両者の中間的
立場，ある意味では折衷案にならざるを得なかったようである。すなわち，前掲第３表に見られる
ように，関税，消費税，法人税などの主要歳入については，連邦政府と各州政府がおおよそ折半し，
他方では，歳入配分の予備資金をプールする「共同基金」を通じて，とりわけ輸入税の一部や鉱区
地代・ロイヤルティーに係わる連邦歳入を各州政府に再配分する――すでに触れたように，このア
イディア自体はチック委員会の勧告案にも見られる――，という構造になっている。そして，主要
歳入の各州間での水平的配分の基本原則に派生主義を採用しつつも，共同基金からの水平的配分に
ついては，人口数，均等発展，および必要性という，かつてのフィリプソン委員会やヒック
ス＝フィリプソン委員会が勧告した配分基準を復活させた。
こうしたレイスマン委員会の勧告は基本的に承認され，１９５９年４月から独立後の１９６５年３月に至
るまで実施された。第８表はその実績を示したものであるが，同表に見られるように，産油地域の
東部州にとっては――共同基金からの歳入配分は別として――，早くも１９６１／６２年度に鉱区地代・
ロイヤルティー収入が最大の歳入源に躍り出ている。１９５９／６０～６４／６５年度の累計では，派生主義に
基づく東部州の歳入４，８７１万３０００ポンドのうちの１，１１０万１０００ポンド（２２．８％）を占めるに至った。
前掲第３表に見られるように，前任のチック委員会は，この鉱区地代・ロイヤルティー収入の
１００％を各地域に配分すると勧告したが，レイスマン委員会はかなり慎重な対応を取ったように思
われる。すなわち，連邦政府が同収入の２０％を確保しつつ，共同基金（予備会計）への組込みを３０％
として，各州政府への配分は５０％に留めたのである。
繰り返し述べてきたように，独立後のナイジェリアにおける政治・経済の動向は，この石油収入
の配分問題を抜きにしては語れないのである。
 第一共和政時代：１９６０～１９６６年
第９表に見られるように，１９６０年１０月１日に独立したナイジェリアは，その後，１９６３年１０月１日
に「共和政」に移行し，アジキィウェが初代大統領に就任した。まずは，この間の政治状況を簡単
に見ておこう。
１ 第一共和政の成立と１９６３年共和国憲法
独立に先だって行なわれた１９５９年の総選挙（連邦下院議員選挙）は，東部，西部，北部，および
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第８表 ナイジェリアにおける国家歳入の配分方式：１９５９／６０～１９６４／６５年
（単位：１，０００ポンド，％）
１９５９／６０ １９６１／６２ １９６４／６５ １９５９／６０～６４／６５
１．輸入税（煙草） ３，２４２ （１００．０） ３，１００ （１００．０） ３，０６４ （１００．０） １７，９２０ （１００．０）
北部 ５１６ （１５．９） ４８９ （１５．８） ４３９ （１４．３） ２，７９５ （１５．６）
西部 １，１４２ （３５．２） １，１０５ （３５．６） ７６７ （２５．０） ５，７２２ （３１．９）
東部 １，５６５ （４８．３） １，５０６ （４８．６） １，６０３ （５２．３） ８，９３０ （４９．８）
中西部２） ― ― ― ― ２５５ （８．３） ４４２ （２．５）
南カメルーン３） １９ （０．６） ― ― ― ― ３１ （０．２）
２．輸入税（燃料油）１） ４，３４６ （１００．０） ６，１３０ （１００．０） ９，５１７ （１００．０） ４１，９５４ （１００．０）
北部 １，２５７ （２９．０） １，６６５ （２７．２） ２，７５０ （２８．９） １１，９２４ （２８．４）
西部 １，７５３ （４０．３） ２，７４８ （４４．８） ２，９４７ （３１．０） １６，１４７ （３８．５）
東部 １，１８４ （２７．２） １，７１７ （２８．０） ２，８３８ （２９．８） １２，０７６ （２８．８）
中西部２） ― ― ― ― ９８２ （１０．３） １，５６９ （３．７）
南カメルーン３） １５２ （３．５） ― ― ― ― ２３８ （０．６）
３．輸出税 １６，３６９ （１００．０） １３，１６７ （１００．０） １１，９７９ （１００．０） ８１，５３６ （１００．０）
北部 ４，４５１ （２７．２） ５，４７４ （４１．６） ４，６９６ （３９．２） ２９，３６０ （３６．０）
西部 ８，４４７ （５１．６） ５，７４４ （４３．６） ４，０６４ （３３．９） ３６，２１７ （４４．４）
東部 ２，６８５ （１６．４） １，９４９ （１４．８） １，８６４ （１５．６） １２，６０４ （１５．５）
中西部２） ― ― ― ― １，３５５ （１１．３） ２，２３３ （２．７）
南カメルーン３） ７８６ （４．８） ― ― ― ― １，１２２ （１．４）
４．消費税（煙草） ３，６１８ （１００．０） ４，１３２ （１００．０） ５，６６７ （１００．０） ２６，６０３ （１００．０）
北部 １，４４９ （４０．０） １，６７６ （４０．６） ２，３２２ （４１．０） １０，８２４ （４０．７）
西部 １，６１９ （４４．７） １，９３１ （４６．７） １，９７５ （３４．８） １１，２７７ （４２．４）
東部 ５０１ （１３．９） ５２５ （１２．７） ７１２ （１２．６） ３，４０５ （１２．８）
中西部２） ― ― ― ― ６５８ （１１．６） １，０２９ （３．９）
南カメルーン３） ４９ （１．４） ― ― ― ― ６８ （０．２）
５．鉱区地代 ９３２ （１００．０） ４，６６９ （１００．０） ３，６５０ （１００．０） １７，０３６ （１００．０）
ロイヤルティー 北部 ４１４ （４４．４） ４８８ （１０．５） ６５４ （１８．０） ２，２６０ （１３．３）
西部 ７９ （８．５） １，０１９ （２１．８） ６３ （１．７） ２，４９３ （１４．６）
東部 ４１６ （４４．６） ３，１６２ （６７．７） ２，２６４ （６２．０） １１，１００ （６５．２）
中西部２） ― ― ― ― ６６９ （１８．３） １，１６０ （６．８）
南カメルーン３） ２３ （２．５） ― ― ― ― ２３ （０．１）
６．所得税 ７７４ （１００．０） ― ― ― ― １，９９１ （１００．０）
北部 ３３１ （４２．８） ― ― ― ― ８５８ （４３．１）
西部 １８６ （２４．０） ― ― ― ― ４７７ （２４．０）
東部 ２３１ （２９．８） ― ― ― ― ５９８ （３０．０）
中西部２） ― ― ― ― ― ― ― ―
南カメルーン３） ２６ （３．４） ― ― ― ― ５８ （２．９）
７．共同基金（鉱業） ― （１００．０） ２，８１４ （１００．０） ２，１９０ （１００．０） １０，３５６ （１００．０）
北部 ― ― １，１８５ （４２．１） ９２３ （４２．１） ４，１４５ （４０．０）
西部 ― ― ７１１ （２５．３） ４１５ （１９．０） ２，２４０ （２１．６）
東部 ― ― ９１８ （３２．６） ７１４ （３２．６） ３，１７１ （３０．６）
中西部２） ― ― ― ― １３８ （６．３） ８００ （７．８）
南カメルーン３） ― ― ― ― ― ― ― ―
８．共同基金（輸入税） ９，１３７ （１００．０） １２，５９８ （１００．０） １０，５３０ （１００．０） ７２，００２ （１００．０）
北部 ３，６５５ （４０．０） ５，３０４ （４２．１） ６，５７９ （６２．５） ３２，４０４ （４５．０）
西部 ２，１９３ （２４．０） ３，１８７ （２５．３） ２，９６３ （２８．１） １７，８９５ （２４．９）
東部 ２，８３２ （３１．０） ４，１０７ （３２．６） ９８８ （９．４） ２０，９８８ （２９．１）
中西部２） ― ― ― ― ― ― ― ―
南カメルーン３） ４５７ （５．０） ― ― ― ― ７１５ （１．０）
合 計 ３８，４１８ （１００．０） ４６，６１０ （１００．０） ４６，５９７ （１００．０） ２６９，３９８ （１００．０）
北部 １２，０７３ （３１．４） １６，２８１ （３４．９） １８，３６３ （３９．４） ９４，５７０ （３５．１）
西部 １５，４１９ （４０．１） １６，４４５ （３５．３） １３，１９４ （２８．３） ９２，４６８ （３４．３）
東部 ９，４１４ （２４．５） １３，８８４ （２９．８） １０，９８３ （２３．６） ７２，８７２ （２７．１）
中西部２） ― ― ― ― ４，０５７ （８．７） ７，２３３ （２．７）
南カメルーン３） １，５１２ （４．０） ― ― ― ― ２，２５５ （０．８）
（注）１）ガソリン，ディーゼル・オイル。２）１９６３年８月９日に西部州から分離して独立の州になる。３）ナイジェ
リアの独立時（１９６０年１０月１日）に連邦を離脱して，カメルーン共和国（旧仏領）に参加する。
（出所）Teriba, O., op.cit ., p．３７３より作成。
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第９表 ナイジェリアの歴代連邦政権と国家歳入の配分政策：１９４６～２０１５年
年 月 日 歴代政権と主な政治的事件 新州増設 主な歳入配分委員会・法令等
１９４６．８．― リチャーズ憲法施行
― ― フィリプソン委員会設置
１９５０．６．― ヒックス＝フィリプソン委員会設置
１９５１．６．― マクファーソン憲法施行
１９５３．７．― 制憲会議（ロンドン）
― ― チック委員会設置
１９５４．１０．― リッテルトン憲法施行
１９５７．５．― 制憲会議（ロンドン）
― ― レイスマン委員会設置
１９６０．１０．１． ナイジェリア連邦独立（北部カメルーン参加） ３州体制
１０．１６． N.アジキィウェ総督，A.T.バレワ初代首相
１９６３．８．９． ４州体制
１０．１． 共和政移行（第一共和政），１９６３年憲法施行
N.アジキィウェ（初代大統領）政権発足
１９６４．６．― ビーンズ委員会設置
１９６６．１．１５． クーデター。A.T.バレワ暗殺
１．２１． J.T.U.アギー－イロンシ軍事政権発足
７．２９． クーデター。J.T.U.アギー－イロンシ暗殺
８．１． Y.ゴウォン軍事政権発足
１９６７．５．２７． １２州体制 １９６７年布告第１５号公布
５．３０． C.O.オジュクゥ，ビアフラ共和国宣言
７．６． ビアフラ戦争勃発
１９６８．７．― ダイナ暫定委員会設置
１９７０．１．１２． ビアフラ戦争終結
― ― １９７０年布告第１３号公布
１９７１．― ― １９７１年布告第９号公布
１９７５．― ― １９７５年布告第６号公布
７．２９． クーデター。Y.ゴウォン追放
M.R.ムハンメド軍事政権発足
― ― １９７５年布告第７号公布
１９７６．２．３． １９州体制
２．１３． クーデター。M.R.ムハンメド暗殺
２．１４． O.オバサンジョ軍事政権発足
１９７７．７．― アボヤデ専門委員会設置
１９７９．１０．１． 民政移管（第二共和政），１９７９年憲法施行
S.A.U.シャガリ政権発足
１１．― オキグボ委員会設置
１９８２．１．２２． 歳入（連邦会計等）配分法公布
１９８３．１０．１． S.A.U.シャガリ第二次政権発足
１２．３１． クーデター。S.A.U.シャガリ追放
１９８４．１．３． M.ブハリ軍事政権発足
― ― １９８４年布告第３６号公布
１９８５．８．２７． クーデター。M.ブハリ追放
８．３０． I.B.ババンギダ軍事政権発足
１２．２０． クーデター未遂。M.バッツア，後に処刑
１９８７．９．２３． ２１州体制
１９８８．９．― １９８８年布告第４９号公布
１９８９．１２．― 国家歳入動員配分財政委員会勧告
１９９０．１．― １９９０年布告第７号公布
４．２２． クーデター未遂。G.オカール，後に処刑
１９９１．８．２７． ３０州体制
１１．― 国家歳入動員配分財政委員会勧告
１９９２．１．１． １９９２年布告第８０号公布
７．１０． １９９２年布告第１０６号公布
１９９３．８．２６． 民政移管（第三共和政），I.B.ババンギダ退陣
E.A.O.ショネカン政権発足
１１．１８． クーデター。E.A.O.ショネカン退陣
１１．２７． S.アバチャ軍事政権発足
１９９６．１０．１． S.アバチャ，民政移管スケジュール公表 ３６州体制
１９９７．１２．２１． クーデター未遂。O.ディヤ，後に逮捕
１９９８．６．８． S.アバチャ病死。A.アブバカール軍事政権発足
１９９９．５．２９． 民政移管（第四共和政），１９９９年憲法施行
O.オバサンジョ政権発足
２００１．８．― 歳入動員配分財政委員会勧告
２００２．５．８． 歳入（連邦会計等）配分（修正）令公布
７．２６． 歳入（連邦会計等）配分（修正）令公布
２００３．５．２９． O.オバサンジョ第二次政権発足
２００４．９．２０． 歳入動員配分財政委員会勧告
２００７．５．２９． U.M.ヤラドゥア政権発足
２００９．１１．２３． U.M.ヤラドゥア大統領，病気治療のため出国
２０１０．２．９． G.ジョナサン，大統領代行
５．５． U.M.ヤラドゥア大統領，病死
５．６． G.ジョナサン，憲法の規定により大統領に就任
２０１１．４．１６． G.ジョナサン，大統領選挙で当選・政権発足
２０１５．４．１． M.ブハリ，大統領選挙で当選確定
（出所）筆者作成。
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中部を各々代表する七つの政党によって争われた。すなわち，東部では，イボ人のアジキィウェ
らが１９４４年に結成した NCNC，同党の非イボ人が分派して，エフィク（Efik）人の E.イタ（Eyo
Ita）らが１９５４年に結成した連合独立国民党（United National Independence Party, UNIP），さら
に同党の急進派が分派して，イボ人の K.O.ムバディウェ（Kingsley Ozumba Mbadiwe）らが１９５９
年に結成したナイジェリア・カメルーン民主党（Democratic Party of Nigeria and the Cameroons,
DPNC），西部では，ヨルバ人の O.アウォロウォ（Obafemi Awolowo）らが１９５１年に結成した AG，
北部では，フラニ人のバレワらが１９４９年に結成した NPC，同党の急進派が分派して，フラニ
人のM.M.A.カノ（Mallam Muhammed Aminu Kano）らが１９５０年に結成した北部地域進歩同盟
（Northern Element’s Progressive Union, NEPU），そして中部では，ハウサ－フラニ人の支配を嫌っ
たベロム（Berom）人の J.S.タルカ（Joseph Sarwuan Tarka）らが１９５５年に結成した連合中部ベル
ト会議（United Middle Belt Congress, UMBC）が総選挙に臨んだ。
東部では，NEPUと選挙協定を結んだ NCNC，西部では UMBCと提携した AG，そして北部で
は NPCが勝利したが――総議席数３１２議席のうち，獲得議席数は，NPCが１３４議席，NCNC/NEPU
が８９議席，AG/UMBCが７３議席，その他が１６議席――，いずれの政党も単独では多数派に至らず，
バレワ連邦首相の出身政党である NPCが NCNCとの連立内閣を組織した。このバレワ政権の２６名
の閣僚のうち，半数の１３名が北部，７名が西部，そして６名が東部の出身者であった２２）。その後，
アジキィウェが１９６０年１０月１日に施行された「独立憲法」に基づいて総督に，さらに１９６３年１０月１
日の共和政への移行に伴い，初代大統領に就任して連邦政権を担当した。
前節で見てきたように，連邦国家のナイジェリアにとって，歳入配分方式は独立以前からの大き
な問題であった。そのためと思われるが，１９６３年１０月１日に施行された「１９６３年共和国憲法」には，
歳入配分に係わるかなり具体的な規定が盛り込まれている２３）。同憲法は，全体で１２章１６６条および
スケジュールによって構成されているが，その第９章「財政」第２部「歳入の配分」（第１３６～１４５
条）に規定されている内容について，第１０表の中に纏めてみた。
この第１０表と前掲第３表とを比べて見ると明らかであるが，「１９６３年共和国憲法」における諸規
定は，１９５７年のレイスマン委員会の勧告をほぼ引き継いだものである２４）。すなわち，関税，消費税，
鉱区地代・ロイヤルティーなどの主要歳入に係わる垂直的配分の比率や，水平的配分の基準におけ
る派生主義の採用などは，レイスマン報告とほぼ同じである。異なる点と言えば，ナイジェリアの
独立時に南カメルーン亜州が離脱し，また１９６３年８月９日に中西部州が西部州から分離したのを受
けて，北部を除く予備会計の配分比率が変更された点である。なお，この「予備会計」については，
同憲法では合計９５％分の配分しか規定しておらず，また，水平的配分の基準に如何なる原則を採用
２２）Ngou, C.M., “The１９５９Election and Formation of the Independence Government,” in Ekeh, P.P., et al.,
eds., Nigeria since Independence : The First２５ Years, Vol．V., Politics and Constitutions, Ibadan, Heine-
mann Educational Books（Nigeria）,１９８９, p．１０１を参照。
２３）「１９６３年共和国憲法」については，The Constitution of the Federal Republic of Nigeria（以下，The Consti-
tution）,１９６３,１st October,１９６３を参照。
２４）なお，１９６０年の独立憲法においても，第９章「財政」第１部「連邦の公的基金」第２部「歳入の配分」
（第１３０～１３９条）において歳入配分問題が規定されているが，その内容は，中西部州に係わる箇所を除い
て，「１９６３年共和国憲法」とほぼ同じである。「１９６０年憲法」については，The Constitution１９６０,１st October,
１９６０を参照。
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するのか，という点についても触れられていない。
ところで，この「１９６３年共和国憲法」の第１２章「その他」の第１６４条には，「連邦政府は，各州政
府と協議しながら，本憲法の第１４０条および第１４１条の規定を見直し，勧告を行なう委員会を時折，
任命する」と規定されている。ここで言う第１４０条とは，「鉱区地代・ロイヤルティー」を，また第
１４１条は「予備会計の水平的配分」を規定した条項である。
２ ビーンズ委員会の発足
この「１９６３年共和国憲法」第１６４条の規定を受けて，１９６４年６月，オーストラリア・タスマニア
州の国税長官を務めた経歴を持つ，K.J.ビーンズ（K.J.Binns）を委員長とする委員会が発足した２５）。
歳入配分に係わる数値などがこと細かく憲法で規定されている以上，「ビーンズ委員会」はそれを
大きく逸脱することはできなかったが，それでも，前掲第１０表に見られるように，主として酒類，
燃料油，および煙草を除く輸入税と陸上鉱区地代・ロイヤルティーの垂直的配分につき，連邦政府
の留保分を各 ７々０％から６５％へ，２０％から１５％へ削減する，予備会計の州別配分比率につき，北
部は４０％から４２％，西部は１８％から２０％，東部は３１％から３０％，および中西部は６％から８％に変
更し，合計１００％とする，および１９６６／６７～６９／７０年度の向う４年間に亙り，毎年，合計で３７５万ポ
ンドを補助金として支出し，その州別配分額については，北部に２００万ポンド，西部に６０万ポンド，
東部に８０万ポンド，そして中西部に３５万ポンドとする，という勧告を行なった。
ここで注目すべきなのは，水平的配分の基準として，「派生主義」および「必要性」を採用せず
に，「域内での増収努力」を強化しつつ，各州政府の間における「財政状態の同等化」を達成する，
という原則を掲げた点である。すなわち，同委員会は，各州政府が各々の社会的責任を果たすため
に必要な財政状態について，域内の徴税状況，現金持高，州の公営企業の経営状況，マーケティン
グ・ボード（Marketing Board, MB）の運営状況，下位の行政単位である地方政府との財政的関係
など，ひと言でいえば，各州政府の「経常予算案の達成の見通し」を予測しながら，上述の勧告を
行なったのである。例えば，予備会計と補助金の配分において，西部州と中西部州が憲法上の規定
よりも優遇されているが，前者については，産油地帯を抱える中西部州の分離によって財政状況が
悪化すると予測され，後者については，新州設置の初期段階で州政府の歳出が何かと増えるであろ
うと予測された。東部州については，今後の石油開発の進展が予想される中で，予備基金の配分を
削減しつつも，毎年の補助金では，西部・中西部の両州を上回る金額を割り当てられている。最も
優遇された北部州については――連邦議会における政治的優位性に配慮したのであろうか――，「他
の州と比較して域内歳入が乏しく，今後も増収が見込めない」という北部の主張を認めたように思
われる。
だが，ビーンズ委員会自身が認めるように，各州政府の経常予算案が達成されるか否かについて，
向う４年間の長期に亙って予測することは容易ではなく，また，そもそも，「財政状態の同等化」
という基準は，レイスマン委員会などで採用されてきた「必要性」と同義ではないのか，という批
判も出された２６）。加えて，教育や保健・衛生などの基本的サービス，あるいは農業政策を現実に担っ
てきたのは，多くの州において，州政府よりもむしろ「地方政府」やより下位の行政単位である「共
２５）「ビーンズ委員会」については，Adedeji, A., op.cit., pp．２３１―２４４を参照。
２６）Ibid ., p．２４１を参照。
ナイジェリアにおける財政連邦主義の歴史的展開
45
同体」であった。ところが，これらの行政単位の財政状態を正確に把握するのは，さらに困難であ
る。
加えて，各州にとって有力な徴税機関になっていた，マーケティング・ボード（MB）の存在も
重要である。それ故，MBの歴史と機能について，ここで簡単に見ておきたい２７）。MBの前史は，
イギリスの「戦時経済統制」，すなわち第二次世界大戦中のココア統制にまで遡ることができる。
１９４０年８月にイギリス植民地省の管轄下で西アフリカ・ココアMBが設立され，その後１９４２年５
月に，統制対象がオイル・パーム，落花生，およびゴムにまで拡大され，同ココアMBは西アフ
リカ農産物MBに改組された。連合アフリカ会社（United Africa Company Ltd.）――前述のナイ
ジェリア UAC社の前身会社――などの外国商社は「認可買付代理人」に指名され，イギリス食糧
省が統制下の農産物を一括して購入・輸入することになった。
第二次世界大戦後になると，その管轄がイギリス植民地省からナイジェリア植民地政府へ，さら
には各州政府に移行していった。まず，１９４７年２月の改革によって，イギリス食糧省への販売価格
がそれまでの「費用価格」――生産者価格に認可買付代理人への報酬および西アフリカ農産物MB
の諸経費を加算した金額――に規制されなくなり，西アフリカ農産物MBは，費用価格に「自己
の取り分」を上乗せして販売し，自己の管理下で剰余金を蓄積できることになった。それと同時に，
同MBの統制対象からココアが外されて，ナイジェリアとゴールド・コーストに各々ココアのMB
が分離・新設された。その２年後の１９４９年４月に，ナイジェリアではココアに加えて，オイル・パー
ム，落花生，および棉花の農産物ごとのMBが設立され――ゴムは対象外になる――，西アフリ
カ農産物MBの業務を引き継いだ。同MBが蓄積した剰余金は，わずか２年間で２，４８４万ポンドに
達していたが，取引実績に応じて，上記四つの農産物MBに配分された。
その後，すでに触れたように，１９５４年１０月の「リッテルトン憲法」の公布に伴って連邦制が導入
されると，農産物ごとの全国組織であった四つのMBが，ラゴス州を除く各州のMBと中央MB
に再編成された。中央MBは各州MBのために共通の船積みや海外での販売を調整したが，その
機能は，各州MBが出資して１９５８年に新設された，ナイジェリア農産物マーケティング会社（Nige-
rian Produce Marketing Company Ltd.）に引き継がれた。各州MBは，独立後も１９７７年まで存続
し，各州独自の諸政策を行なうことになったのである。これらの各州MBは，O.オバサンジョ（Oluse-
gun Obasanjo）連邦軍事政権下の１９７７年に農産物ごとの全国MB組織に再改組され，その後，I.B.
ババンギダ（Ibrahim Badamasi Babangida）連邦軍事政権下の１９８０年代後半になって，MB制度が
最終的に廃止されている。
さて，第１１表に見られるように，ひと言でいえば，MBは世界市場価格よりもはるかに低い生産
者価格を設定してその差額分を剰余金として蓄積する一方で，小農生産者からはさらに輸出税と販
売税を徴収してきた。そして，連邦制が導入された１９５４年以降は，輸出税は連邦政府の，販売税は
各州政府の重要な歳入になった。小農生産者にとっては，そうした負担がないと仮定した場合に入
手できる「潜在的生産者所得」から，パーム油・核で２９．５％，ココアで３２．２％，および落花生で２２．７％
も所得が削減されてきたのである。
MBに蓄積された莫大な剰余金は，本来であれば，価格安定化基金に７０％，農業開発資金に
２２．５％，および農業の調査研究費に７．５％が充当されるはずであった。だが現実には，１９５４年の
２７）以下のマーケティング・ボードについては，室井義雄「ナイジェリアの近代化と農業問題」（『経済学
批判』第９号，１９８０年１０月，所収）８８～９５頁を参照。
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改革以前には，主に連合王国債権の購入に充てられ，「植民地保有残高あるいは資金」としてロン
ドンで保有された。ここに，第二次世界大戦後の「スターリング地域機構」を支えた金融メカニズ
ムの一端を垣間見ることができるのであるが，１９５４年以降は，各州MBの剰余金は主に各州政府
の工業開発――農業開発ではなく――資金に充てられ，連合王国債権への支出は大きく減少してい
る。ロンドンで保有されていたポンド資産が引き出されるとともに，剰余金の多くが各州の経済開
発資金に向けられていったのである２８）。
かつてのナイジェリアは，パーム油とパーム核で世界最大，落花生で世界第２位の輸出国，そし
てココアでは世界第３位の生産国であった。独立前後期の１９５８～１９６０年の平均値で見ると，世界輸
出に占める品目ごとのシェアは，パーム核で４９．７％，パーム油で３１．９％，落花生で２９．２％，および
ココアは世界生産の１３．９％を占めている２９）。しかも，第１２表に見られるように，各州政府の財政均
第１１表 ナイジェリアにおける主要農産物の価格構造と小農生産者の所得削減：１９４７／４８～１９６６／６７年
（単位：１００万ポンド，％）
農産物・年度
小農生産者の負担
諸経費１） 生産者価格
本船渡
輸出価格
潜在的
生産者所得２）
所得
削減率３）MB剰余金 輸出税 販売税
パ
ー
ム
油
・
核
１９４７／４８～５３／５４ ２８．２ １８．８ ０．０ ３５．６ １４０．８ ２２３．４ １８７．８ ２５．０
１９５４／５５～６０／６１ １７．０ ２４．８ ８．９ ５０．２ １４４．６ ２４５．５ １９５．３ ２６．０
１９６１／６２～６６／６７ ３５．４ １５．０ ５．６ ３１．３ ８２．６ １６９．９ １３８．６ ４０．０
計 ８０．６ ５８．６ １４．５ １１７．１ ３６８．０ ６３８．８ ５２１．７ ２９．５
コ
コ
ア
１９４７／４８～５３／５４ ３３．８ ３３．１ ０．４ １４．４ ９８．０ １７９．７ １６５．３ ４０．７
１９５４／５５～６０／６１ ９．７ ３３．７ ３．４ １９．１ １４１．３ ２０７．２ １８８．１ ２４．９
１９６１／６２～６６／６７ ２９．１ ２４．４ ５．０ ２８．０ １２４．４ ２１０．９ １８２．９ ２１．０
計 ７２．６ ９１．２ ８．８ ６１．５ ３６３．７ ５９７．８ ５３６．３ ３２．２
落
花
生
１９４７／４８～５３／５４ ２７．８ １１．３ ０．４ ２６．７ ５７．３ １２３．５ ９６．８ ４０．８
１９５４／５５～６０／６１ －２．０ ２０．８ ３．６ ５４．５ １１０．８ １８７．７ １３３．２ １６．８
１９６１／６２～６６／６７ １．７ ２３．１ ３．３ ５９．６ １３７．９ ２２５．６ １６６．０ １６．９
計 ２７．５ ５５．２ ７．３ １４０．８ ３０６．０ ５３６．８ ３９６．０ ２２．７
（注）１）認可買付代理人への報酬，輸出港までの運賃などを含む。２）潜在的生産者所得＝生産者価格＋輸出税＋販
売税＋MBの剰余金。３）所得削減率＝潜在的生産者所得－生産者価格
潜在的生産者所得
×１００
（出所）Onitiri, H.M.A. and D.Olatunbosun, eds., The Marketing Board System, Ibadan, Nigerian Institute of Social and
Economc Research,１９７４, pp．１５―１７,２３―２６より作成。
２８）例えば，１９４７～５４年度における四つの農産物MBの用途別支出先を見ると，経常支出を除く総額９，８４７
万ポンドの支出のうち，６，６３９万ポンド（６７．４％）が連合王国債権の購入に充てられていたが，連邦制導
入後の１９５５～６１年度では，西部，東部，および北部の三つの各州MBの経常支出を除く総額１億２１０万ポ
ンドの支出のうち，４，９９０万ポンド（４８．９％）が各州政府への贈与や貸付け，１，３９９万ポンド（１３．７％）
が民間会社への証券投資や貸付けに充てられ，連合王国債権への支出は１，１５０万ポンド（１１．３％）に減少
している。Helleiner, G.K., Peasant Agriculture, Government, and Economic Growth in Nigeria , Homewood,
Richard D.Irwin,１９６６, pp．１７２―１７８を参照。
２９）United Africa Company Ltd., Statistical and Economic Review , London, No．２４, July１９６０, p．２３；No．２５,
March１９６１, pp．５１―５２；No．２６, October１９６１, p．４４を参照。
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衡という点では好都合なことに，各農産物の生産地は，パーム油が東部，パーム核が東部と西部，
ココアが西部，落花生，棉花，ベニシード，および大豆が北部というように，はっきりと分かれて
いた。例えば，落花生と棉花は９８～１００％が北部，ココアはおよそ９５％が西部，パーム油は８５～９４％
第１２表 ナイジェリアのマーケティング・ボードによる農産物の買付け：１９５６／５７～１９６２／６３年
１９５６／５７ １９５８／５９ １９６０／６１ １９６２／６３
１，０００トン ％ １，０００トン ％ １，０００トン ％ １，０００トン ％
パーム油 １８９．９ １００．０ １９０．６ １００．０ １９７．６ １００．０ １２８．５ １００．０
北部 ３．５ １．８ １．９ １．０ １．０ ０．５ ― ―
西部 １８．９ １０．０ １５．４ ８．１ １９．１ ９．７ ７．６ ５．９
東部 １６１．９ ８５．３ １６７．１ ８７．７ １７０．０ ８６．０ １２０．９ ９４．１
南カメルーン２） ５．６ ２．９ ６．２ ３．２ ７．５ ３．８ ― ―
パーム核 ４６１．８ １００．０ ４６０．３ １００．０ ４２８．６ １００．０ ３６２．１ １００．０
北部 １４．２ ３．１ １８．３ ４．０ １８．３ ４．３ １９．３ ５．３
西部 ２３１．６ ５０．２ ２２６．０ ４９．１ １９６．７ ４５．９ １７３．９ ４８．０
東部 ２１１．２ ４５．７ ２１１．０ ４５．８ ２０８．２ ４８．６ １６８．９ ４６．７
南カメルーン２） ４．８ １．０ ５．０ １．１ ５．４ １．２ ― ―
落花生 ３５７．９ １００．０ ５３３．４ １００．０ ６１９．１ １００．０ ８７１．５ １００．０
北部 ３５７．９ １００．０ ５３３．４ １００．０ ６１９．１ １００．０ ８７１．５ １００．０
西部 ― ― ― ― ― ― ― ―
東部 ― ― ― ― ― ― ― ―
南カメルーン２） ― ― ― ― ― ― ― ―
ココア１） １３５．０ １００．０ １４０．３ １００．０ １９５．２ １００．０ １７５．９ １００．０
北部 ０．７ ０．５ ０．６ ０．４ ０．６ ０．３ ０．９ ０．５
西部 １２８．４ ９５．１ １３１．５ ９３．７ １８１．９ ９３．２ １７０．６ ９７．０
東部 １．５ １．１ ２．３ １．６ ３．７ １．９ ４．４ ２．５
南カメルーン２） ４．４ ３．３ ５．９ ４．３ ９．０ ４．６ ― ―
棉花 ７４．４ １００．０ ８９．１ １００．０ １５０．５ １００．０ １４５．８ １００．０
北部 ７３．０ ９８．１ ８７．４ ９８．１ １４９．０ ９９．０ １４４．１ ９８．８
西部 １．４ １．９ １．７ １．９ １．５ １．０ １．７ １．２
東部 ― ― ― ― ― ― ― ―
南カメルーン２） ― ― ― ― ― ― ― ―
ベニシード １６．２ １００．０ １６．３ １００．０ ２７．５ １００．０ ２１．４ １００．０
北部 １５．８ ９７．５ １６．２ ９９．４ ２７．１ ９８．５ ２０．８ ９７．２
西部 ― ― ― ― ― １．５ ― ―
東部 ０．４ ２．５ ０．１ ０．６ ０．４ ０．６ ２．８
南カメルーン２） ― ― ― ― ― ― ― ―
大豆 １６．０ １００．０ ３．３ １００．０ １３．８ １００．０ ２６．６ １００．０
北部 １５．３ ９５．６ ３．１ ９３．９ １３．１ ９４．９ ２５．１ ９４．４
西部 ― ― ― ― ― ― ― ―
東部 ０．７ ４．４ ０．２ ６．１ ０．７ ５．１ １．５ ５．６
南カメルーン２） ― ― ― ― ― ― ― ―
（注）１）ココアの会計年度は１月１日～１２月３１日。２）１９６０年１０月１日にナイジェリア連邦から離脱。
（出所）Helleiner, G.K., op.cit ., pp．４５１―４６０より作成。
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前後が東部，そしてパーム核は９５％が東部・西部の両州から買い付けられた。これらの輸出向け換
金作物からの収入（販売税，MBからの贈与金など）は，１９５５／５６～６５／６６年度にかけて，各州政府
の歳入のおよそ２０％弱～３０％強を占めていた３０）。各州MBの統制下に置かれたこれらの農産物収入
は，作柄の状況や世界市場価格の変動に左右されるとは言え，各州政府の重要な財源になっていた
のである。
 前期軍政時代：１９６６～１９７９年
前掲第９表に見られるように，この「前期軍政時代」には，ビアフラ戦争を挟んで，合計４回の
軍事クーデターが勃発している。まずは，その経緯を簡単に見ておきたい３１）。
１ 軍事ク－デターとビアフラ戦争の勃発
この時期に勃発した４回のクーデターとビアフラ戦争の原因について見てみると，大きく言えば，
１９６６年１月のクーデターは，東部イボ人による北部ハウサ－フラニ人支配体制への挑戦，１９６６
年７月のクーデターと翌１９６７年７月に勃発したビアフラ戦争は，それに対する北部ハウサ－フラニ
人による反撃という，部族的・地域的な対立の様相を色濃く帯びていた。これに対して，１９７５年
７月と１９７６年２月のクーデターは，軍内部の主導権争い，あるいは若手将校の不満という，いわゆ
る「パレス・クーデター」であった。
（１）１９６６年１月クーデター
ビーンズ委員会の勧告が出されて２年も経ない１９６６年１月１５日の未明，東部州出身のイボ人で陸
軍第二歩兵旅団副官の E.イフェアジュナ（Emmanuel Ifeajuna）陸軍少佐を中心とする軍事クーデ
ターが勃発した。同クーデターを計画・実行した７名の陸軍少佐のうち，ヨルバ人１名を除く６名
の全員と，その他の２３名の将校のうちの１９名がイボ人であった。他方，殺害された７名の中佐以上
の軍高官のうち，４名が北部州，２名が西部州の出身者であった。また，殺害された主要な政治家
のうち，バレワ連邦首相と北部州知事のベローはフラニ人，連邦蔵相の F.S.オコティ－エボ （ーFes-
tus Samuel Okotie-Eboh）と西部州知事の S.L.アキントラ（Samuel Ladoke Akintola）はともにヨ
ルバ人であった。
このクーデターは，２日後に，同じく東部州出身のイボ人でキリスト教徒であった，全軍最高指
令官の J.T.U.アギー－イロンシ（Johnson Thomas Umunankwe Aguiyi-Ironsi）陸軍少将によって鎮
圧され，同陸軍少将が１月２１日に国家元首に就任して連邦軍事政権を掌握した。このクーデターに
３０）World Bank, Nigeria : Option for Long -Term Development, Baltimore, Johns Hopkins University Press,
１９７４, p．１７４を参照。
３１）以下の経緯については，Bennett, V.P. and A.H.M.Kirk-Green, “Back to the Barracks : A Decade of
Marking Time,” in Panter-Brick, K., ed., Soldiers and Oil : The Political Transformation of Nigeria , Lon-
don, Frank Cass，１９７８, pp．１３―２５；Campbell, L., “Reorganization and Military Withdrawal,” in ibid ., pp．７７―
９１；Dent, M.J., “Corrective Government : Military Rule in Perspective,” in ibid ., pp．１０７―１３３；Turner, T.,
“Commercial Capitalism and the１９７５Coup,” in ibid ., pp．１７９―１９３；室井義雄『ビアフラ戦争――叢林に
消えた共和国――』山川出版社，２００３年，５６～９０頁を参照。
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よって，中佐以上の高級将校１４名のうち，実に半数の７名を失ったため，アギー－イロンシ国家元
首は１９６６年５月に１２名の陸軍中佐を新たに任命したが，そのうちの８名はイボ人であり，北部州出
身者はわずか１名だけであった。すなわち，アギー－イロンシ国家元首自身も，あからさまなイボ
人優先人事を行なったのである。
こうして，国軍内部ではとりわけ北部と東部の間で緊張が高まっていたが，これにいっそうの拍
車をかけたのが，アギー－イロンシ国家元首による「統一政府構想」であった。１９６６年５月，同国
家元首は，連邦制の廃止と統一政体への移行を規定した「布告第３４号」を突如，公布した。
（２）１９６６年７月クーデター
だが，この性急な措置は，当時の政治状況と国軍内部の緊張関係を考えると，最悪の選択であっ
た。同１９６６年５月末，北部州のカノ，カドゥナ，ザリアなどの各都市において，「イボ帝国主義反
対」「即座に北部の分離を」などというスローガンを掲げた大規模な抗議集会が開かれ，混乱の中
でイボ人を中心におよそ３，３００人が殺害された。
これらを背景として，１９６６年７月２８日の夜半，西部州アベオクタの陸軍駐屯地において，北部州
出身の下士官たちが反乱を起こし，同駐屯地の指揮官を含む多数のイボ人将校と兵士を殺害して，
兵器庫を抑えた。このニュースは，ラゴスの全軍参謀本部と，この時アベオクタから８０kmほど離
れたイバダンに滞在していたアギー－イロンシ国家元首にも伝えられたが，翌２９日，同国家元首は
反乱軍によって拘束・殺害された。
下士官たちの反乱は，その後，ラゴス地区の陸軍兵舎やカドゥナの第三歩兵大隊などにも波及し，
国軍内部においてさえ，もはや反イボ人感情を統制しきれなくなった。同クーデターで殺害された
イボ人の軍高官は，アギー－イロンシ国家元首以下，３名の陸軍中佐，９名の陸軍少佐，合計で１３
名に達した。国軍内部の権力構造が，完全に北部主導型に一変したのである。
こうした中で，少数部族のアンガス（Angas）人の出身ではあるものの，北部州出身の軍人とし
ては最古参であり，同僚の軍高官からも信頼を得ていた Y.ゴウォン（Yakubu Gowon）中佐が反乱
兵士を説得して，１９６６年８月１日，新政権の樹立と自身の国家元首・全軍最高司令官への就任を国
営ラジオで放送した。
（３）ビアフラ戦争
ところが，北部州の各都市では，とりわけ１９６６年９月末以降，イスラーム教徒によるイボ人――
その大半はキリスト教徒である――の大量虐殺が始まった。わずか１ヵ月間に殺害されたイボ人の
数は，連邦政府資料で４，７００人，東部州知事の C.O.オジュクゥ（Chukwuemeka Odumegwu Ojukwu）
陸軍中佐（当時）の発言で１万人であった。また，１９６７年４月のロンドンの週刊誌『西アフリカ』
（West Africa）によると，北部地域から脱出したイボ人を初めとする難民は１５８万人に達したとい
う。
こうした中で，ゴウォン国家元首は，すでに１９６６年８月に，上述のアギー－イロンシ国家元首に
より公布された「布告第３４号」を廃棄して，暫定的に連邦制に戻ることを公表していたが，同胞の
イボ人の大量虐殺を経験したオジュクゥ東部州知事は，連合政体への移行を強く主張した。両者の
対立が深まる中で，結局のところ，東部州は分離・独立の道を選択したのである。
１９６７年５月２７日，ゴウォン国家元首は，東部州の連邦からの分離を牽制するため，また，北部州
の少数部族の要求に応じる形で，ナイジェリアを１２の州に分割・新設する「布告第１３号」を公布し
たが，同年５月３０日，オジュクゥ東部州知事はビアフラ共和国の建国を公式に宣言した。
その後１ヵ月余り経った１９６７年７月６日，「オジュクゥ中佐を逮捕するための短期間の警察行動」
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として，連邦軍による戦闘が南・北の３地点から開始された。だが，ビアフラ戦争は，短期間どこ
ろか，１９７０年１月１２日まで２年半も続くことになった。ビアフラ情報部の公式発表によると，１９６９
年１２月初旬時点において，戦死者２０万人，空爆などによる民間人の死者２万人，子供を中心とする
餓死者１５０万人，および同月以降の戦死者・餓死者が１日当り２，０００人であった。こうして，ビアフ
ラ戦争の犠牲者は，およそ２００万人と推定されている。
（４）１９７５年７月クーデター
ビアフラ戦争の終結後，しばらく経った１９７５年７月２９日，ウガンダのカンパラで開催されたアフ
リカ統一機構（Organization of African Unity, OAU）の第１２回首脳会議に出席中だったゴウォン国
家元首が追放され，北部カノ州出身のハウサ人でイスラーム教徒のM.R.ムハンメド（Murtala Ramat
Muhammed）陸軍准将が政権を掌握して，国家元首に就任した。彼は，１９６６年７月クーデターの
鎮圧やビアフラ戦争ではゴウォン国家元首と共に闘い，また同政権下では連邦情報相を担当してい
たが，ゴウォン国家元首とは長年の敵対関係にあった。なお，ムハンメド連邦軍事政権下の全軍最
高司令官には，ビアフラ戦争を共に闘った，西部州出身のヨルバ人でキリスト教徒のオバサンジョ
陸軍准将が就任している。
このクーデターの大義名分は，ひと言でいえば，「ゴウォン政権下での不正・汚職を一掃する」
ことにあった。ムハンメド新国家元首は，様々な改革案を作成・実行したが，その一つは，大胆に
も，汚職に塗れているとされた１２州の軍人知事と陸軍大将の全員，連邦政府と各州政府の各種大臣・
長官の大半を含む，多数の軍高官，高級官僚，国営公社職員，国立大学の教職員，あるいは法曹人
を更迭したことである――その人数はおよそ１万人とも言われているが，ここまで徹底的な汚職追
放を断行したのは，ナイジェリアの歴史上，初めてである――。また，１９７９年までには民政に移管
すると公表し，そのための下準備として，１９７５年１０月に５０名の委員からなる憲法草案作成委員会を
発足させ３２），さらに，１９７６年２月３日には北部と西部を中心に７つの州を新設するとともに，連邦
首都領を国土のほぼ「中央」に位置するアブジャに――「部族融和」の想いを込めて――移設する
と発表した（前掲第９表を参照）。
こうした，ムハンメド国家元首の「単純かつ大胆」な改革は，多くのナイジェリア市民からは歓
迎されたようで，その後，ラゴス近郊イケジャの国際空港は彼の名前を付して「ムルタラ・ムハン
メド空港」と呼ばれるようになり，また２０ナイラ紙幣には，彼の肖像画が印刷されている３３）。
（５）１９７６年２月クーデター
だが，１９７６年２月１３日，独立後第４回目の軍事クーデターが勃発し，ムハンメド国家元首とクワ
ラ州知事の I.タイウォ（Ibrahim Taiwo）陸軍大佐が殺害された。同クーデターは，上述のムハン
メド政権による極端な改革に不満を持った若手将校を中心に画策され，ラゴスとカドゥナの２ヵ所
で軍事行動が起こされた。だが賛同者は少なく，翌１４日には，オバサンジョ全軍最高司令官によっ
て鎮圧され，彼が国家元首に就任して連邦政権を掌握した。
クーデターを主導したのは，陸軍体育学校の教官をしていた B.S.ディムカ（B.S.Dimka）陸軍中
３２）Joseph, R.A., Democracy and Prebendal Politics in Nigeria : The Rise and Fall of the Second Republic,
Cambridge, Cambridge University Press,１９８７, p．３８を参照。
３３）ちなみに，本稿に係わる人物名で見ると，１ナイラ紙幣にはマコーレー，５ナイラ紙幣にはバレワ，１００
ナイラ紙幣にはアウォロウォ，２００ナイラ紙幣にはベローの肖像画が印刷されている（筆者所蔵のナイジェ
リア紙幣より）。
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佐であったが，その後，彼は１９７６年３月５日に逃走中のアナムブラ州のアバカリキで拘束され，軍
事法廷での審理を経たのち，同３月１５日に他の６人のクーデター実行者とともに処刑された。
なお，オバサンジョ新国家元首は，１９７９年までに民政に移管するという前任者の約束を守り，１９７９
年１０月１日に民政移管が実現して「第二共和政」が成立している。
２ １２州体制への移行とダイナ暫定委員会の発足
さて，上述のように，ナイジェリアは１９６７年５月２７日に１２州体制に移行した。この新州の増設問
題は，「多部族国家」ナイジェリアのいわば宿命であり，すでに触れたように，少数部族が独立前
から主張してきた懸案事項でもあった。第１図に見られるように，新州の増設は，その後３０年間以
上も継続する，極めて重要な政治的課題になっている。
この１２州体制への移行に伴い，とりわけ増設された各州への国家歳入の水平的配分を如何に行な
うのか，という問題が浮上した３４）。１９６７年５月にゴウォン連邦軍事政権よって公布されたに「布告
第１５号」には，各州への歳入配分方式について，次の様に規定されている。すなわち，６州に増
設された北部については，北部州全体に割当てられていた４２％分を単純に６等分して，各々７％ず
つの配分にする，３州に増設された東部州については，東央部州に１７．５％，南東部州に７．５％，
およびリヴァーズ州に５％の配分とする，２州に増設された西部州については，西部州に１８％，
ラゴス州に２％の配分とする，および増設のなかった中西部州については，従来通りの８％の配
分にする，というものであった。
ここに見られるように，各州間における水平的配分の基準としては，東部州と西部州の両者につ
いては――および，１９６３年８月に中西部州が分離した時においても――，「人口数」のみが用いら
れて「均等発展」や「必要性」などといった従来型の基準は放棄されている（前掲第１０表を参照）。
また，北部州については，単純に「均等按分」されているが，その理由は，増設された州の数が多
かったことと，歳入配分に係わる確固たる基準を見出せなかったためと思われる。ただし，このや
や安易な対応が北部諸州の反発を買うことは必至であった。
加えて，増設された新州への資産配分という問題も残された。例えば，旧北部州政府の保有する
金融資産は，土着統治機構の余剰基金，歳入確立基金，貸出金・投資資金，および現金持
高によって構成されていたが，の余剰基金については，土着の統治機構の所在が明確なので各州
への配分にさほど問題はなかったものの，後三者については，結局のところ，「人口数」を基準と
して資産配分を行なわざるを得なかった。
「布告第１５号」が公布された１年後の１９６８年７月，ゴウォン連邦軍事政権は，経済学者の I.ダイ
ナ（Isaac Dina）を委員長とする暫定委員会を発足させた。この「ダイナ暫定委員会」は，１９４６年
に設置されたフィリプソン委員会から数えて第６回目の歳入配分検討委員会であるが，初めて，ナ
イジェリア人だけで構成された委員会である３５）。また，同委員会に「暫定」という形容詞が付され
ているのは，「１９６３年共和国憲法」の改正を経ることなく，軍政下での臨時的措置という意味合い
が込められているからである。
このダイナ暫定委員会に委託された検討事項は，大きく見れば，１２州体制への移行の影響とビア
フラ戦争の成り行きを見据えつつ，従来の歳入配分方式を全般的に見直すことにあった。同委員会
３４）以下の新州増設に係わる歳入配分問題については，Adedeji, A., op.cit., pp．２４４―２５１を参照。
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の基本姿勢は，「完全に統合化された国民経済と，真に合体されたナイジェリアの創出を模索する」
というものであったが，現状認識としては，次の５点を挙げている。すなわち，１２州体制への移
行によって，連邦政府と各州政府，および各州政府間における諸機能と利用可能な歳入に係わる不
均整が拡大している，既存の多層的な徴税権の存在は，財政上および行政上において非効率的で
ある，既存の歳入配分制度は，配分の原則と実施の間に大きな乖離が存在している，過去の委
員会の勧告は，明確な理論的根拠を有していない，および派生主義には，あまり多くの比重を加
えるべきではない，というものであった。これに加えて，ダイナ暫定委員会は，「革命的かつ論争
的」な三つの提案を行なった。すなわち，石油収入の配分については，陸上油田と沖合油田を区
別すべきである，所得税率を一本化すべきである，そしてMB制度を改革すべきである，とい
うものである。
これらを踏まえた同委員会の勧告案については，前掲第１０表に見られる通りであるが，それまで
実施されてきたビーンズ委員会の勧告案と比較すると，次の様な特徴を持っている。すなわち，
予備会計を「各州共同会計」に改称してその性格を明確にするとともに「特別助成会計」を新設し
て，両会計から各州政府への水平的配分を増やす，この両会計は，新設する「計画・財政委員会」
によって管理される，両会計からの水平的配分の基準としては，「均等発展」，「増収努力」，およ
び「国民的利益」を採用する――この点はビーンズ委員会の勧告とほぼ同じであるが――，輸出
税，および陸上鉱区の地代とロイヤルティーの水平的配分の基準に，「派生主義」を復活させる，
および鉱区地代・ロイヤルティーに，「陸上」と「沖合」の区別を設ける，という点である。
とりわけ，計画・財政委員会の新設と，陸上・沖合鉱区の区別はまさに画期的であったが，ゴウォ
ン連邦軍事政権は，「委員会に委託された権限を逸脱している」との理由で，ダイナ暫定委員会の
これらの勧告案を拒否してしまった。
３ 連邦軍事政権による「布告」と歳入配分
ダイナ暫定委員会の勧告案を拒否したゴウォン連邦軍事政権――およびその後のムハンメド連邦
軍事政権――は，第三者委員会の意見を聞くことなしに，一連の「布告」という形式をもって，い
わば一方的に歳入配分方式を決めていった。
前掲第１０表に見られるように，まず，ビアフラ戦争終結後の１９７０年に，ゴウォン連邦軍事政権は
「布告第１３号」を公布した。その内容は，一見するとダイナ暫定委員会の勧告案に似ているが，予
備会計から各州政府への水平的配分の基準として，「均等配分」と「人口数」のみを統一的に採用
した点が大きく異なっている。また，輸入税（煙草）の１００％，輸出税（農産物・皮革）の６０％，
消費税（燃料油・煙草）の５０％，および陸上鉱区の地代・ロイヤルティーの４５％は各州政府の取り
分となるが，その水平的配分には「派生主義」が採用されている。この歳入配分案は，１９６９年４月
１日に遡及して実施されることになった。
３５）「ダイナ暫定委員会」については，Oyovbaire, S.E., “The Politics of Revenue Allocation,” in Panter-Brick,
K., ed., op.cit., pp．２３８―２４３；Ikein, A.A. and C.Briggs-Anigboh, Oil and Fiscal Federalism in Nigeria : The
Political Economy of Resource Allocation in a Developing Country, Aldershot, Ashgate，１９９８, pp．１３２―１３６を
参照。委員長のダイナは行政官の経歴を持つ経済学者であるが，その他のメンバーは，経済学者３名と
行政官４名，合計８名で構成されている。Oyovbaire, S.E., op.cit., p．２４８を参照。
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また，１９７１年に公布された「布告第９号」によって，沖合鉱区の地代とロイヤルティーの全てが
連邦政府の取り分とされた。これは，上述のダイナ暫定委員会が勧告した，陸上・沖合鉱区の区別
を援用したものであるが，ビアフラ戦争によって陸上油田からの産油活動が困難となった石油各社
が沖合油田の開発に向かったことへの対応でもあった。
さらに，１９７５年に公布された「布告第６号」では，輸入税（酒類・燃料油・煙草を除く，その他）
の６５％と消費税（全品）の５０％が連邦政府の取り分とされた以外には，陸上鉱区の地代・ロイヤル
ティーの２０％分を派生主義で配分することを除いて，全ての歳入が「予備会計」に組み込まれ，均
等配分と人口数を基準として各州に対して水平的に配分されることになった。
その後，１９７５年７月２９日に政権を掌握したムハンメド連邦軍事政権は，前任者の歳入配分方式を
基本的に継承しつつも，さらにその方式を単純化させている。１９７５年に公布した「布告第７号」で
は，連邦政府の取り分とされた輸入税（燃料油・煙草を除く，その他）の６５％，消費税（全品）の
５０％，および陸上鉱区の地代・ロイヤルティーの２０％を除いて，全ての歳入が予備会計に組み込ま
れ，前任者の水平的配分方式と同じく，均等配分と人口数を基準として配分されることになった。
こうして，「前期軍政時代」における歳入配分方式は，幾つかの紆余曲折を経ながらも，連邦政
府の取り分を除いて，全ての歳入を「予備会計」に集中化させ，そこから「均等配分」と「人口数」
を統一的基準として各州政府に水平的に配分するという，かなり単純な形式に落ち着くことになっ
た。
その理由は，すでに州政府の数が１２あるいは１９に増加している以上，客観的な統計・資料が採り
にくい「国民的利益」，「均等発展」，「同等財政」，「必要性」，あるいは「増収努力」などという基
準を採用することは不可能に近かったためであろう。また，連邦政府が「予備会計」を管理してい
る以上，現実の歳入の如何なる割合を同会計に組み込むのか否かについては，連邦政府のいわば「自
由裁量」になる。換言すれば，連邦政府の実際の財政収支は「藪の中」ということになる。ここに，
その後も含めて，歴代の連邦政権による「構造的汚職」の源泉を読み取ることができよう。
加えて，「石油利潤税」という，連邦政府にとっては最大の財源になりつつあった項目が，過去
の全ての歳入配分方式から除外されている。第１３表は，１９７０年代における連邦政府の経常歳入の構
造を示したものであるが，同表に見られるように，歳入合計に占める石油利潤税の割合は，すでに
１９７１年に３２．８％になっており，１９７４年には最大値の６３．３％を記録し，その後も，おおよそ５０％前後
を占めている――これに鉱区地代・ロイヤルティー収入（その大半は産油活動から生じている）を
加えると，いわゆる「石油収入」は，すでに１９７０年代半ば頃には，連邦政府歳入の８０％前後に達し
ている――。連邦政府にとって，酒類などを除く輸入税の確保に加えて，石油利潤税を確保するこ
とこそが，最大の重要事項であった。
なお石油利潤税について，少し付言しておくと，その法的根拠は，植民地時代の１９５９年４月に公
布された「石油利潤税令」（１９５９年令第１５号）にまで遡ることができる３６）。当時の算定方式は，大
まかに言えば，原油の本船渡輸出価格を基準として，石油会社の損益勘定が行なわれて「課税対
３６）以下の石油利潤税については，Petroleum Profits Tax Act , Chapter３５４, Laws of Federation of Nigeria
１９９０, Abuja,１st January,２００２；Petroleum Act, Chapter３５０, in ibid . ; Oremade, T., Petroleum Profits Tax
in Nigeria , Ibadan, Evans Brothers（Nigeria Publishers）,１９８６, pp．１０―１２,２３―５１；Lawal, K.T., “Taxation of
Petroleum Profit under the Nigeria’s Petroleum Profit Tax Act,” International Journal of Advanced Legal
Studies and Governance, Vol．４, No．２, August２０１３, pp．５―６,１５を参照。
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象利潤」が算出される，この課税対象利潤に「石油利潤税」の５０％が課税される，その課税金
額から鉱区地代・ロイヤルティーが控除されて政府の収入になる，鉱区地代・ロイヤルティーに
ついては，原油の本船渡輸出価格を基準として，「石油探査権」，「石油試掘権」，および「石油採掘
権」ごとに，一定の課税率が賦課される，というものであった。
その後，この１９５９年の「石油利潤税令」は，石油会社の損益勘定の算定方式や課税率の変更を含
む，度重なる改正を経て今日に至っているが，２０１２年現在において，ナイジェリア国営石油公社（Ni-
gerian National Petroleum Corporation, NNPC）との「合弁事業契約」の場合では，石油利潤税の
税率は陸上油田で８５％，沖合油田で５０％，また，ロイヤルティーの課税率については，陸上油田が
２０％，沖合油田では深度に応じて１６．２／３～１８％になっている。
 第二共和政時代：１９７９～１９８３年
すでに触れたように，１９７６年２月１４日に連邦軍事政権を掌握したオバサンジョ国家元首は，１９７９
年までに民政に移管する方針を進め，１９７９年１０月１日に「第二共和政」が成立した。
以下では，民政移管を見据えて設置された歳入配分検討委員会と，民政移管後の歳入配分政策に
ついて見ていきたい。
第１３表 ナイジェリア連邦政府の経常歳入：１９７０～１９７８年
（単位：１００万ナイラ，％）
１９７０ １９７１ １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８
１．直接税 １４４．４ ４５１．２ ６２４．４ ８５２．９ ３，０３１．６ ２，９９０．２ ３，８５２．４ ４，８３９．８ ３，９６２．３
個人所得税 ０．８ n.３） n.３） １．２ １１．１ １５．９ ３．５ ３．３ ３．３
法人税 ４５．８ ６３．０ ８０．４ ７５．５ １４６．１ ２６１．９ ２２２．２ ４７６．９ ５２７．４
石油利潤税 ９７．６ ３８３．２ ５４０．５ ７６９．２ ２，８７２．５ ２，７０７．５ ３，６２４．９ ４，３３０．８ ３，４１５．７
（％）１） （１５．１） （３２．８） （３８．５） （４５．４） （６３．３） （４９．１） （５３．６） （５３．８） （４５．７）
その他 ０．２ ５．０ ３．５ ７．０ １．９ ４．９ １．８ ２８．８ １５．９
２．間接税 ３６９．４ ４９１．２ ４８１．１ ５１６．２ ４９８．２ ７６０．６ ８８２．７ １，１４５．６ １，６９８．２
輸入税 ２１５．６ ２８４．８ ２７４．４ ３０７．９ ３２８．３ ６２９．３ ７２４．３ ９６４．２ １，４３６．２
輸出税 ４１．２ ３７．８ ２６．９ １２．３ ５．５ ５．８ ６．１ ４．２ ２．８
消費税 １１２．６ １６８．６ １７９．８ １９６．０ １６４．４ １２５．５ １５２．３ １７７．２ ２５９．２
３．利子・再支払 ２６．４ ３６．６ ４４．８ ４９．８ １２７．１ １６２．７ １８９．０ ２６６．１ ５２３．６
４．地代・ロイヤルティー ６８．８ １２７．０ ２２３．８ ２４６．８ ８５４．２ １，５６４．０ １，７４０．３ １，７４９．８ １，２３８．４
５．その他 ２４．２ ６３．０ ３０．７ ２９．６ ２５．４ ３７．１ １０１．５ ４１．１ ４６．８
合 計 ６３３．２ １，１６９．０ １，４０４．８ １，６９５．３ ４，５３６．５ ５，５１４．６ ６，７６５．９ ８，０４２．４ ７，４６９．３
石油収入計（％）２） （２６．３） （４３．７） （５４．４） （６０．０） （８２．１） （７７．５） （７９．３） （７５．６） （６２．３）
（注）１）歳入合計に占める石油利潤税の割合。２）歳入合計に占める石油利潤税，鉱区地代・ロヤルティーの割合。
３）１０万ナイラ以下。
（出所）Central Bank of Nigeria, Economic and Financial Review, Lagos, Vol．１３, No．１, June１９７５, p．７３；Vol．１７,
No．２, December１９７９, p．８８より作成。
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１ アボヤデ専門委員会の発足
オバサンジョ連邦軍事政権が成立して１年半ほど経った１９７７年７月，O.アボヤデ（Ojetunji Aboy-
ade）を委員長とする委員会が設置された３７）。アボヤデは，イフェ大学副学長やイバダン大学経済
学部長などを歴任した経済学者であり，その他の委員も全員がナイジェリア人で，経済学者が３名，
政治学者が１名，および新聞社の社長が１名，合計で６名という構成であった。歳入配分問題の政
治化を回避しようとしたオバサンジョ国家元首が，あえて経済学者を中心とする専門家集団を形成
したのであるが，統計的・数量的な考察を期待された同委員会は，「専門委員会」とも呼ばれた。
この「アボヤデ専門委員会」に委託された検討事項は，人口数，各州間の平等性，均等的発展，
地理的特殊性，および国民的利益などに配慮しつつ，既存の歳入配分方式は妥当性を持つのか否か
について検討し，連邦政府，各州政府，および各地方政府の間での配分方式について，何らかの
勧告を行なうこと，であった。
ここで注目されるのは，「地方政府」が歳入配分の対象として，正式に登場してきたことである。
北部の伝統的権威機構を含む，各地方の行政改革も長年の懸案事項であったが，１９７６年８月，オバ
サンジョ連邦軍事政権によって，人口数１５万～８０万人の規模をめどに地方政府を新設し，その
評議会議員は住民の直接選挙によって選出するという「ガイドライン」が出され，同年の秋にかけ
て同選挙が実施されていた３８）。ちなみに，後述する「１９７９年共和国憲法」の「第１スケジュール」
第 I部「連邦の各州」の欄には，「地域」――これが「地方政府」と考えてよい――の名称が州ご
とに掲載されているが，その数は１９州の総計で３０２に達している３９）。
すでに触れたように，アボヤデ専門委員会は，委託を受けた連邦軍事政権のためにではなく，来
たるべき第二共和政のために設置された委員会である。そのためであろうか，同委員会は，上記の
委託事項の範囲を超えて，既存の連邦制の在り方にまで言及している。その一つは，「連邦政府は，
あまりにも中央集権化されすぎている。教育，保健・衛生，農業，住宅などに係わる権限は，各州
政府そして各地方政府に戻すべきである」というものである。これは，「１９６３年共和国憲法」の立
場に近いと言えるが，すでに触れたように，第二共和政に向けた憲法草案作成委員会と，それを受
けた制憲会議が発足している中にあっては，いわば「政治的発言」とも受け取られた。また，当時
の各州政府は，その歳入のおよそ８０％を連邦政府からの歳入配分に依存していたが，同委員会は，
「各州政府の十分な財政の自立化がなければ，連邦主義の基本である財政の自治も危うくなる」と
して，徴税権の所在の再検討や各域内における独自財源強化の必要性を強調した。
これらを踏まえた上で，アボヤデ専門委員会は，次の様な勧告を行なった。すなわち，連邦政
府が徴税すべき国軍，連邦警察官，外交官，あるいは連邦首都領在住者の個人所得税を除いて，全
ての連邦歳入を一つの統合的「一般歳入基金」に集中化させ，同基金から連邦政府，各州政府，
各地方政府，および特別助成会計に垂直的に配分する，各州政府への垂直的配分については，従
来の配分予備会計を改組した新設の「各州共同会計」を通じて行なう，その後の水平的配分の基
３７）以下の「アボヤデ専門委員会」については，Ikein, A.A. and C.Briggs-Anigboh, op.cit., pp．１４３―１５３；Ekpo,
A.H., op.cit., pp．１８―２０を参照。
３８）Gboyega, A.E. and O.Oyediran, “A View from Ibadan,” in Panter-Brick, K., ed., op.cit., pp．２６０,２６２を参
照。
３９）The Constitution１９７９,１st October,１９７９,１st Schedule, Part１, States of the Federationを参照。
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準としては，五つの原則――（i）発展機会への平等的アクセス，（ii）国民統合のための国民的最低
水準，（iii）弾力性・受容性のある能力開発，（iv）独立的歳入と最低限の徴税努力，および（v）財政
的効率性――を設定する，というものであった。
ここで，まず注目されるのは，「全ての連邦歳入を一般歳入基金に組み込む」というのは，これ
までは連邦政府が排他的に独占してきた「石油利潤税」も含まれるという意味である。すでに触れ
たように，１９７４年には，この石油利潤税だけで連邦政府経常歳入の６３．３％を占めるに至っていたこ
とを考えると，これは画期的な勧告である。第二に，「派生主義」については，「統合化された単一
の一般歳入基金を新設する以上，派生主義の原則はそれに入り込む余地がない。また，派生主義は
連邦政府による歳入配分の権限を否定するものであり，かつ，国民的統合にとっては害毒以外の何
物でもない」として全面否定した。第三に，「人口数」については，「そもそも信憑性に乏しく，何
らかの加重調整のない生の数字は，各州政府の財政状態や人々の経済的必要度を計測する物差しに
はなりえず，むしろ国家的歳入の配分に関して誤解を生じさせるものである」として否定した。第
四に，検討の委託を受けたその他の基準についても，全て否定した。すなわち，「国民的利益およ
び均等的発展については，客観的に分析し，かつ実践的に運用することは不可能である」，「各州間
の平等性は，法的・形而上学的概念にすぎない」，「地理的特殊性は，明瞭な概念規定を欠落させて
いる」というのである。
それならば，アボヤデ専門委員会が設定した上記の五つの原則は，如何にして客観的に計測・評
価されるのであろうか。この点において，同委員会は，専門家集団としての手腕を発揮した。まず，
基本的作業として，「第三次国家開発計画：１９７５～８０年」に盛り込まれた連邦政府および各州政府
の予算額を利用しつつ，「発展機会への平等的アクセス」については，経済部門に対する予算額，
「国民統合のための国民的最低水準」については，社会部門に対する予算額，「弾力性・受容
性のある能力開発」については，各州政府の支出予算額に対する支出実績額，「独立的歳入と最
低限の徴税努力」については，各州政府の経常予算額に対する域内税収額，そして「財政的効率
性」については，各州政府の経常予算額に対する官民の個人俸給の推定額を算出することによって，
上記５原則の相対的重要度を割り出した。その上で，これらの５原則は同等に重要ではないとして，
さらに，各々，０．２５，０．２２，０．２０，０．１８，および０．１５という加重値を設定した。
こうして，第１４表に見られるような歳入配分の比率が決定されたのである。すなわち，「一般歳
入基金」からの垂直的配分については，連邦政府が５７％，各州共同会計を経由して各州政府が３０％，
各地方政府が１０％，および特別助成会計が３％を受け取るというものである。なお，最後の「特別
助成会計」については，連邦政府の管轄下において，産油地域の開発や環境対策のために使用する
ものとされた――なお，同表における特別基金が，アボヤデ専門委員会では，「特別助成会計」と
呼ばれている――。
しかし，この専門委員会の勧告は，オバサンジョ連邦軍事政権によって承認されたものの，制憲
会議では拒絶された。その表向きの理由は，「あまりにも専門的・技術的すぎて，一般人はおろか，
経済学の専門家でさえ理解できない」というものであったが，オバサンジョ国家元首もアボヤデ委
員長も，第二共和政に向けた国内の政治状況――ひと言でいえば，政界内での主導権争いに忙しく，
同委員会の勧告などを落ち着いて議論する余裕がなかった――に疎かったのである。
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２ １９７９年総選挙とシャガリ文民政権の成立
１９７８年９月，民政移管に向けて政党活動が解禁されると，実に５３もの政党が結成されたが，その
うち登録手続きを行なったのは１９政党で，連邦選挙管理委員会によって公認されたのは５政党だけ
であった４０）。
これらの５政党とは，旧 NPCを継承し，フラニ人の S.A.U.シャガリ（Shehu Aliyu Usman Sha-
gari）が主導する，北部保守派のナイジェリア国民党（National Party of Nigeria, NPN），旧 NEPU
を継承し，フラニ人のカノが主導する，北部急進派の人民救済党（People’s Redemption Party, PRP），
旧 NCNCを継承し，東部イボ人のアジキィウェが主導する，中道的なナイジェリア人民党（Nige-
rian People’s Party, NPP），NPPから分派して，北部カヌリ（Kanuri）人のW.イブラヒム（Waziri
Ibrahim）が結成した，中道右派の大ナイジェリア人民党（Great Nigerian People’s Party, GNPP），
および旧 AGを継承し，西部ヨルバ人のアウォロウォが主導する，中道左派のナイジェリア統一
党（Unity Party of Nigeria, UPN）である。ここに見られるように，各政党の支持基盤は，大きく
北部，西部，および東部に分布しており，民政移管に向けた政治状況は，あたかも独立前後期に逆
戻りしたかのようであった。
１９７９年７～８月に実施された総選挙の結果は，第１５表に示した通りであるが，同表に見られるよ
うに，連邦上院・下院議会，州知事のいずれの選挙でも北部の NPN，西部の UPN，および東部の
NPPの「三大政党」が大半の議席数と州知事を獲得し，そして最後に実際された大統領選挙では，
NPNのシャガリが１２州において２５％以上を得票し，合計で５６９万票強（３３．８％）を獲得して当選し
た。
ただし，大統領選挙の結果については，物議を醸し出した。と言うのは，「１９７９年共和国憲法」
の第１２６条第２項には，大統領選挙における当選の条件として，「（a）最多得票者であること，およ
び（b）少なくとも３分の２以上の州で４分の１以上の得票があること」と規定されている４１）。シャ
ガリは，（a）の最多得票の規定は満たしているものの，４分の１以上の票を獲得した州は１２州に留
まり，（b）の規定は満たしていないのではないか，という疑義が生じた。つまり，１９州のうちの３
分の２以上であるならば，１３州になるはずである。このため，連邦選挙管理委員会は対応に苦慮し
たが，NPNの法律顧問で，後に連邦法務相に就任した R.アキンジデ（Richard Akinjide）が，「１９
州の３分の２とは，１２．２／３州であって，１３州ではない」との解釈を示し，連邦選挙管理委員会もこ
れに同意して，シャガリの当選が決まったのである４２）。なお，次点は，４９２万票弱（２９．２％）を獲
得した UPNのアウォロウォ，第３位は２８１万票強（１６．７％）を獲得した NPPのアジキィウェであっ
た。こうした選挙結果もまた，ナイジェリアの中央政界では，ハウサ－フラニ，ヨルバ，そしてイ
ボの「三大部族」の権力均衡こそが政治的安定をもたらす，という「三脚理論」が復活したかの如
４０）第二共和政の政治状況については，Joseph, R.A.,op.cit., pp．９１―１９８；Falola, T., and J.Ihonvbere, The Rise
and Fall of Nigeria’s Second Republic：１９７９―８４，London, Zed Books,１９８５, pp．４６―８０，２０６―２３２；Bamisaye,
O.A., “Political Parties and National Integration in Nigeria,１９６０―１９８３,” in Eleazu, U., ed., Nigeria : The
First２５ Years, Ibadan, Heinemann Educational Books（Nigeria）,１９８８, pp．３４―４３を参照。
４１）The Constitution１９７９, Chapter VI, The Executive, Part I, Federal Executive, A, The President of the
Federation,１２６―Election（２）―（a）,（b）を参照。
４２）Falola, T. and J.Ihonvbere, op.cit., p．７０を参照。
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くであった。
３ １９７９年共和国憲法とオキグボ委員会の発足
まず，「１９７９年共和国憲法」における，歳入配分問題に係わる条項を拾ってみると，第１章「全
般的規定」第２部の第７条において，「地方政府」制度が本憲法によって保証されることが謳われ，
すでに触れたように，「第１スケジュール」第１部「連邦の各州」の欄には，その具体的な３０２の「地
域」名が記載されている。連邦政府・州政府・地方政府という「三層構造」が憲法上において正式
に規定されたのである。
徴税権に関しては，「第２スケジュール」第１部「排他的立法権のリスト」において，連邦政府
が権限を掌握する項目として，「関税および消費税」（第１５項目），「輸出税」（第２２項目），「印紙税」
（第５７項目），および「本憲法が定める以外の所得税」（第５８項目）が記載され，他方，第３７項目に
第１５表 ナイジェリアの第二共和政における選挙結果：１９７９～１９８３年
政党１） NPN PRP GNPP NPP UPN NAP
合計
主要支持地域 北部 北部 北部 東部 西部 西部
１．１９７９年総選挙
連邦上院議会 ３６ ７ ８ １６ ２８ ― ９５４）
（％） （３７．９） （７．３） （８．４） （１６．９） （２９．５） （―） （１００．０）
連邦下院議会 １６８ ４９ ４３ ７８ １１１ ― ４４９４）
（％） （３７．４） （１０．９） （９．６） （１７．４） （２４．７） （―） （１００．０）
州知事 ７ ２ ２ ３ ５ ― １９
（％） （３６．８） （１０．５） （１０．５） （１５．９） （２６．３） （―） （１００．０）
大統領２） １２ ２ ３ ３ ６ ― ２６
（％）３） （３３．８） （１０．３） （１０．０） （１６．７） （２９．２） （―） （１００．０）
２．１９８３年総選挙
大統領２） １６ １ ０ ４ ７ ０ ２８
（％）３） （４７．３） （４．１） （２．５） （１３．９） （３１．０） （１．２） （１００．０）
州知事 １２ １ ０ ２ ４ ０ １９
（％） （６３．１） （５．３） （０．０） （１０．５） （２１．１） （０．０） （１００．０）
連邦上院議会 ６１ ５ １ １３ １６ ０ ９６４）
（％） （６３．５） （５．２） （１．０） （１３．５） （１６．８） （０．０） （１００．０）
連邦下院議会 ２６４ ４１ ０ ４８ ３３ ０ ３８６４）
（％） （６８．４） （１０．６） （０．０） （１２．４） （８．６） （０．０） （１００．０）
（注）１）NPN：ナイジェリア国民党，PRP：人民救済党，GNPP：大ナイジェリア人民党，NPP：ナイジェリア人民
党，UPN：ナイジェリア統一党，NAP：ナイジェリア進歩党。２）得票率２５％以上の州の数。３）全体の得票率。
４）空席・不明を除く。
（出所）（１）Falola, T. and J.Ihonvbere, The Rise and Fall of Nigeria’s Second Republic,１９７９―８４, London, Zed Books,
１９８５, pp．２２０―２２３.
（２）Joseph, R.A., Democracy and Prebendal Politics in Nigeria, : The Rise and Fall of the Second Republic , Cam-
bridge, Cambridge University Press,１９８７, pp．１２５―１２７より作成。
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は「原油・天然ガスを含む鉱業」が謳われている。「石油利潤税」とは明記されていないものの，
連邦政府が鉱業開発に係わる権限を有する以上，石油利潤税，鉱区地代・ロイヤルティー，および
諸手数料などの，税率の設定や徴税権は持つと解釈することができよう。各州政府の徴税権につい
ては，第２部「随伴立法権リスト」の第７項目（a）において「会社を除く個人の所得・利潤」，同
（b）において「印紙税」が記載されている。従って，「法人税」は連邦政府が徴税し，「印紙税」は
連邦政府と各州政府が――派生主義に従って――徴税・留保するものと解釈できよう。
歳入配分については，第６章「行政」第 I部「連邦行政」C「公的歳入」の第１４９条（１）において，
「『連邦会計』と呼ばれる特別会計を維持し，国軍，連邦警察官，外務省職員，および連邦首都領在
住者の個人所得税を除き，全ての連邦歳入がこの連邦会計に組み込まれる」と規定されている。ま
た，同条（２）において，「連邦会計の資金は，国会の承認を経た上で，連邦政府，各州政府，および
各地方政府に配分される」ことが規定されている。
ここに見られるように，歳入配分問題に係わる憲法上の諸規定は，その基本的構造において，上
述のアボヤデ専門委員会の勧告とおおよそ同一である。それ故，如何なる基準に基づき水平的配分
を行なうのか，という点が問題になる。
そのため，シャガリ大統領は，早くも１９７９年１１月に P.N.C.オキグボ（Pius Nwabufo Charles
Okigbo）を委員長とする委員会を発足させた４３）。オキグボ委員長は，前述の憲法草案作成委員会・
制憲会議の主要メンバーでもあり，同委員会は，彼を含む３名の経済学者と高級官僚，行政官の合
計７名から構成されていたが，その中の１名は，初めて産油地域の少数部族出身者から選任された。
シャガリ大統領から「分かり易い」勧告を行なうよう強く要請された同委員会は，別名「大統領委
員会」とも呼ばれた。
この「オキグボ委員会」が大統領から委託された検討事項は，上述の「１９７９年共和国憲法」の諸
規定を踏まえつつ，「国民的利益」，「派生主義」，「人口数」，「均等的発展」，「公平な配分」，および
「各州の均等性」などの観点から既存の歳入配分方式案――つまり，「アボヤデ専門委員会」の勧告
案――を見直すことであった４４）。
オキグボ委員会が従来の委員会と大きく異なる点は，シャガリ大統領の意向を受けて，広範な世
論の意見を求めたことである。同委員会は，１９州の全ての州都と連邦首都領において公聴会を開い
たが，「広範な世論」には，連邦政府，州政府，地方政府に加えて，法曹界や大学人，民間企業人，
部族団体，個人など，字義通り広範囲な世論を含んでいた。同委員会に文書で寄せられた意見を含
めて，その３分の２は，産油地域のクロス・リヴァー，リヴァーズ，およびベンデルの各州からの
意見であったという４５）。産油州の住民の大半は少数部族であるが，とりわけ軍事政権下では，彼ら
の意見・要求はほぼ無視され続けてきた。彼らは，民政下でのシャガリ政権とオキグボ委員会に希
望を託すと同時に，長年の不満をぶつけてきたのである。
４３）オキグボは，本稿で参照した Nigerian Financial System : Structure and Growth, Harlow, Longman,
１９８１の著者でもある（Ibid ., p．１７３を参照）。
４４）「１９７９年共和国憲法」の第８章「連邦首都領および一般的補足規定」第３部「移行規定および保留」の
第２７２条に，移行措置として「新たな歳入配分方式が決定されるまでの間は，既存の方式が適用される」
と規定されており，このため，１９７９年４月以降の予算案も既存の「アボヤデ専門委員会」の勧告案に基
づいて作成されている（RMAFC, Report of Revenue…, Chapter３, p．１７を参照）。
４５）Ikein, A.A. and C.Briggs-Anigboh, op.cit., p．１６６参照。
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広範な意見という点では，シャガリ連邦政権自身もやや露骨な要求をしてきた。その主張は，お
およそ以下の様である。すなわち，「中央政府として，国家統合の重い責任を負っている。その責
任を果たすためには，道路，電力，航空などのインフラストラクチャーの拡充が必要であり，また，
対外債務も抱えている。しかるに，連邦政府は何ら独自の財源も持っていない。それ故，『連邦会
計』から連邦政府への垂直的配分の比率としては，７０％が妥当である」と。これに対しては，第１６
表に見られるように，多くの州知事は，連邦政府の取り分は４０～４５％が妥当であると考えていた。
また，水平的配分の基準としては，人口数の多いカノ，オヨ，およびイモなどの州知事は，「人口
数」に７０～７５％を充当すべきであると主張し，他方，産油州のリヴァーズ，クロス・リヴァーの州
知事は，２０～５０％という，大幅な「派生主義」の採用を要求している。なお，各地方政府への垂直
第１６表 オキグボ委員会に対する要望：１９８０年
歳入配分比率（％） 歳入配分基準（％） 備考
州 連邦政府 州政府 地方政府 特別基金 人口数 ３基準１） その他２） 支持政党３） 人口数４） 面積５）
１．連邦政府 ７０ ２０ １０ ― ６０ ４０ ― NPN
２．北部
ソコト６） ５０ ４０ １０ ― ５０ ５０ ３０ NPN ４．５ ３６．３
カドゥナ ４０ ４０ １５ ５ ４０ ２５ ３５ NPN ４．１ ６８．９
バウチ ４５ ４０ １５ ― ２５ ７５ ― NPN ２．４ ６６．５
ベヌエ ４５ ４０ １０ ５ ２５ １２．５ ６２．５ NPN ２．４ ４７．８
クワラ ５０ ３８ １２ ― ４０ ５０ １０ NPN １．７ ６０．４
ナイジャー６） ４０ ４５ １０ ５ ― １５ ７５ NPN １．２ ７５．０
ボルノ６） ４０ ５０ １０ ― ２０ ２５ ５０ GNPP ３．０ １１６．６
ゴンゴラ ４０ ４０ １５ ５ ― ５０ ５０ GNPP ２．６ ９９．７
カノ ４０ ４０ １５ ５ ７５ １５ １０ PRP ５．８ ４２．６
プラトー ４０ ３５ １０ １５ ２０ ６５ １５ NPP ２．０ ２０．８
３．西部
オヨ ３０ ５７ １０ ３ ７０ １０ ２０ UPN ５．２ １８．０
オンド ３０ ６０ １０ ― ２０ ４５ ３５ UPN ２．７ １３．４
ベンデル ２８ ５５ １５ ２ ４０ ６０ ― UPN ２．５ ３９．０
オグン ４０ ５０ １０ ― ２０ ５０ ３０ UPN １．６ １６．４
ラゴス ４０ ５０ １０ ― ３０ ３０ ４０ UPN １．４ １４．７
４．東部
クロス・リヴァー ５０ ４０ １０ ― ４０ ４０ ２０７） NPN ３．５ ２７．８
リヴァーズ ４５ ４５ １０ ― ２５ ２５ ５０７） NPN １．７ １５．２
アナムブラ ４０ ４５ １０ ５ ５０ ５０ ― NPP ３．６ １７．０
イモ ４０ ４０ １２ ８ ７０ ３０ ― NPP ３．７ １２．９
（注）１）人口数，派生主義，均等配分。２）１９６３年センサスにおける人口密度の他に，必要性，地理的規模，均等的
発展を含む。３）１９７９年総選挙で当選した州知事の所属政党。NPN：ナイジェリア国民党，GNPP：大ナイジェ
リア人民党，PRP：人民救済党，NPP：ナイジェリア人民党，UPN：ナイジェリア統一党。４）１９６３年センサス
の人口数で単位は１００万人。５）単位は１，０００km２。６）配分基準の合計が１００％を超えている，または１００％に満
たないが，原典のまま。７）派生主義だけの比率。
（出所）Ikein, A.A. and C.Briggs-Anigboh, op.cit ., pp．１６９,１７３より作成。
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的配分の比率については，連邦政府を含めて，多くの州知事が１０～１５％が妥当であると考えていた。
いずれにせよ，各州政府間および各地方政府間における水平的配分の基準については，ここでも
また，人口数，均等配分，および派生主義が論争の焦点になった。シャガリ政権自身は，そ
の適用の簡易性と概念の簡明性から，人口数に６０％，均等配分に４０％の配分が望ましいと考えてい
たが，他方では，連邦会計の３％分は，派生主義に基づき産油州に充てるべきとも考えていた。ま
た，各州知事は，その配分比率はともあれ，これら三つの基準を採用すること自体には賛同してい
た。
こうした広範な意見を踏まえた上で，結局のところ，オキグボ委員会は，前掲第１４表に見られる
ような勧告を行なった４６）。すなわち，連邦会計からの垂直的配分については，連邦政府に５３％，
各州政府に３０％，各地方政府に１０％，および特別基金に７％を配分する，州政府間，および地方
政府間での各々の水平的配分については，均等配分に０．４，人口数に０．４，社会開発に０．１５，および
域内増収努力に０．０５の加重値を設定する，というものである。「人口数」の基準には１９６３年センサ
スの数字を用い，「社会開発」を計測する物差しには小学校の就学率，また，「域内増収努力」の物
差しには，総歳出に占める域内歳入の比率が適用された。
他方，垂直的配分の根拠としては――他には適切かつ正確な統計がないという理由から――，
１９７６／７７～７９／８０年度の４年間における，各行政単位の歳出に占める年金・恩給支給額の比率が利用
された。それによると，連邦政府が６０～６２％，各州政府が３６．２～３７．１％，そして各地方政府が３．２～
３．３％であったが，これに政治的配慮を加えて，上記の配分比率が算出された。また，「特別基金」
については，７％の配分のうち，連邦首都領の整備費に２．５％，産油地域（クロス・リヴァー，リ
ヴァーズ，イモ，ベンデル，およびオンドの５州）の開発費に２％，環境対策費に１％，および歳
入均等化基金に１．５％が割り当てられた。
ここに見られるように，オキグボ委員会は，水平的配分の基準として派生主義を採用しなかった。
だが，当然にも，産油州はこれに反対した。その主たる理由は，派生主義は健全かつ進歩的な原
則であり，過去にそれを否定したのは，唯一，アボヤデ専門委員会だけである，非産油州も中央
政府からの歳入配分を通して石油収入の恩恵を受けている以上，産油州に何らかの優先権を認めな
いのは不公平である，土地の所有者として，鉱区の地代やロイヤルティーの受取りを請求するの
は，法的にも認められる，そして産油州は深刻な環境破壊の被害を受けており，その補償費を追
加的に受け取るのは，当然の権利である，というものであった。これに対して，北部諸州を中心と
する反対派は，「全ての歳入は，その派生・出自に係わりなく，全てのナイジェリア人のものであ
る。派生主義は，連邦制の原則，国民的利益，全体的な政治・社会発展の妨げになる」と主張した。
この「派生主義」に係わる論争は――これまでも見てきたように――，過去，そして現在に至る
まで続いているが，オキグボ委員会は，上述の「特別基金」の運用によって，この問題をともかく
も解決しようとしたと思えるのである。この点について，「１９７９年共和国憲法」との関連性を補足
しておくと，同憲法の第６章「行政」第 I部「連邦行政」A「公的歳入」の第１５０条において，「第
２スケジュール第 II部の D項目については，派生主義に基づき，当該州に配分される」と規定さ
れている。この D項目とは，すでに触れた「随伴立法権リスト」の第７項目（a）「会社を除く個人
の所得・利潤」，および（b）「印紙税」を指している。換言すれば，産油州の鉱区地代・ロイヤル
４６）なお，これ以外の重要な勧告としては，歳入配分を検討する恒常的な委員会の設置が挙げられる（Ibid .,
p．１８０を参照）。
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ティーに係わる言及がない。このため，オキグボ委員会は，鉱区地代・ロイヤルティーを派生主義
に基づいて当該州に配分することは憲法に抵触する，とも考えていた。
４ シャガリ大統領による修正案と国会論争
さて，オキグボ委員会の勧告案を受け取ったシャガリ連邦政権は，同勧告の全体的な骨子につい
ては承認したものの，幾つかの点で重要な修正を加えた。すなわち，前掲第１４表に見られるように，
まず，各地方政府への配分を１０％から８％に削減し，連邦政府の取り分を５３％から５５％に増加さ
せた。他方では，特別基金の運用において，派生主義を一部，復活させた。すなわち，同基金が
受け取る７％のうち，３．５％分は派生主義に基づいて産油地域に配分され，さらに，この３．５％分の
うちの２％は産油州に直接配分し，残りの１．５％は，特別機関によって管理される産油地域開発基
金に組み込む，というものであった。なお，この特別基金には，この他に環境対策費１％，および
連邦首都領の整備費２．５％が含まれている。
この修正案は，１９８０年にシャガリ政権の「白書」という形で公表されたが，すぐさま大きな批判
を呼んだ４７）。前掲第１６表で触れたように，大半の州知事は連邦政府の取り分は４０～４５％が妥当であ
ると考えていたが，それが５５％というのは如何にも多すぎる，という批判である。このため，シャ
ガリ政権は，今度は特別基金への配分を７％から２．５％に削減して，各州政府の取り分を３０％から
３４．５％に増加させるという形で再修正を行ない，１９８０年１１月に「歳入（連邦会計等）配分法」とし
て国会に提出した。ところが，各州政府の取り分の３４．５％の中には産油地域の開発費２％と環境対
策費１．５％，合計３．５％が含まれていたため，とりわけ非産油州が猛烈に反対した――なお，特別基
金の２．５％は，連邦首都領の整備費のみに充当される――。そこで連邦下院議会は，逆に，「連邦
政府に５０％，各州政府に４０％，および各地方政府に１０％の配分を行なう，連邦政府の取り分の５０％
の中には，連邦首都領の整備費２．５％と環境対策費１％を含む」という修正案を提出してきた。と
ころが，この連邦下院議会の修正案に対しては，連邦上院議会から異論が相次いだ。そこで，シャ
ガリ連邦政権は，上・下両院議員の各 １々２名から構成される「合同財政委員会」を発足させて，両
院の調整に当たらせることになった。合同委員会では――これまでの論争とほぼ同様であるが――，
派生主義の取扱い，換言すれば，産油地域の経済的開発や深刻化する環境問題への対応策，そして
連邦会計からの垂直的配分の比率などを巡って激しい論争が行なわれた。１９８１年２月，同合同委員
会で投票が行なわれた結果，連邦上院案が無修正のまま，１３対１１で可決された。賛成した１３名は全
員が北部の出身者で，所属政党は NPN，PRP，および GNPPであった。他方，反対に回った１１名
の出身地は西部，東部，および北部に亙っており，所属政党は UPN，NPP，および GNPPであっ
た。
この可決された合同財政委員会の原案は，前掲第１４表に示した通りであるが，連邦政府に５８．５％，
各州政府に３１．５％，各地方政府に１０％を配分する，連邦政府の取り分の５８．５％には，連邦首都領
の整備費２．５％と環境対策費１％，合計３．５％を含む，各州政府の取り分の３１．５％には，派生主義
に基づく産油地域の開発費５％を含み，そのうち，２％を産油州に直接配分し，３％を産油地域開
発基金に組み込む，水平的配分の基準としては，均等配分に０．５，人口数に０．４，土地・地勢に係
わる社会開発に０．１の加重値を設定する，というものであった。
４７）以下の国会論争については，Ibid ., pp．１８０―２０８を参照。
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合同財政委員会の原案は，すぐさまシャガリ大統領の元に送られ，彼が署名した３日後に，「１９８１
年歳入（連邦会計等）配分法」として成立した。ところが，この法案に対しても，またもや，賛否
両論が続出した。とりわけ，連邦政府の取り分が５８．５％であるのに対して，各州政府の取り分は――
産油地域の開発費５％を除くと――惨めにも実質２６．５％にすぎないことに，多くの批判が集中した。
例えば UPN党首のアウォロウォは，「この法案は UPN支配下の諸州の財政を不具にするものであ
る」と強く批判した。ただし，その一方で，同じ UPN所属でも，産油州のベンデルおよびオンド
の各州知事は，派生主義に基づく５％分の歳入配分が含まれていることには満足した。
こうした中で，この「１９８１年歳入（連邦会計等）配分法」の成立手続きそれ自体が，そもそも「憲
法違反」ではないのか，という議論が生じてきた。すなわち，すでに触れたように，「１９７９年共和
国憲法」の第１４９条（２）には，「連邦会計の資金は，国会の承認を経た上で，連邦政府，各州政府，
および各地方政府に配分される」ことが規定されている。とすれば，歳入配分に係わる案件の立法
権は国会が有しているのであって，そもそも「合同財政委員会」の結論が直接，大統領に提案され，
国会の審議も経ずに立法化され，かつ施行されるのは明白な憲法違反である，という疑義が沸き起
こったのである。加えて，同委員会の議長が最初から投票に加わったのも，不公正な議事運営手続
きであると告発された。
これに対して，シャガリ大統領側は，この法案はそもそも「貨幣に係わる法案である」という解
釈を行なった上で，「合同財政委員会の設置は，『１９７９年共和国憲法』の第５８条第３項に規定されて
いる。また，第５５条第３項には，合同財政委員会で決定された法案は大統領に送られると規定され
ており，憲法違反ではない」と反論した４８）。
この憲法解釈論争は，ベンデル州知事を筆頭として，１９州のうちの反 NPN派の１２州の知事がシャ
ガリ大統領を告発して，法廷闘争に持ち込まれた。シャガリ大統領側は，「この問題は行政権に係
わるものであり，司法は介入すべきではない」と圧力をかけたが，１９８１年１０月，連邦最高裁判所は，
裁判官７名全員の一致をもって，「『１９８１年歳入（連邦会計等）配分法』は憲法違反であり，法的根
拠を持たない」との判決を下した。
その後，改めて，２４名の委員からなる「合同財政委員会」が設置され，再度の投票が行なわれた
結果，１１対１１の同数となった（１名が欠席）。同委員会の議長を務めた，北部ベヌエ州出身の NPN
党員で上院議員の A.エブテ（Ameh Ebute）の決裁によって，委員会としての原案が成立した。同
案は，連邦上・下両院に送られて審議された後，シャガリ大統領の署名を経て，１９８２年１月２２日――
オキグボ委員会の勧告案が提出された１９８１年１１月から数えて，およそ２ヵ月も時間を費やし――，
前掲第１４表に見られるような「１９８２年歳入（連邦会計等）配分法」が正式に成立したのである。
この１９８２年法と，最高裁の判決によって無効とされた１９８１年法案とを比較してみると，連邦政府
の取り分は実質５５％で変わらず，各州政府の取り分は３５％に増やされたものの，その中に派生主義
に基づく産油地域の開発費３．５％（うち，２％を産油州に直接配分し，１．５％を産油地域開発基金に
組み込む），連邦首都領の整備費２．５％，および環境対策費１％，合計７％分を含んでいるので，実
質的には，２６．５％から２８％に増えたにすぎない。各地方政府の取り分は，１０％で変わっていない。
また，水平的配分の基準としては――１９８０年１２月に提案された連邦下院議会案と同様であるが――，
均等配分に０．４，人口数に０．４，普通教育の拡充を含む社会開発に０．１５，および域内増収努力に０．０５
４８）これらの諸規定については，The Constitution１９７９, Chapter V, The Legislature, Part１, National Assem-
bly，５５―（３），５８―（３）を参照。
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という加重値が設定された。
５ １９８３年総選挙と第二次シャガリ文民政権の成立
さて，シャガリ政権の４年間の任期満了を控えて政党活動が開始されると，１９７９年総選挙を戦っ
た前述の五つの政党の他に，ナイジェリア進歩党（Nigeria Advance Party, NAP）が加わって，六
つの政党が出揃った。NAPは，ラゴス出身の法律家・実業家である T.ブレイスウェイテ（Tunji
Braithwaite）によって１９７８年９月に結成されたが，１９７９年総選挙では，連邦選挙管理委員会からは
公認されなかった政党である。同党は，ヨルバ地域における反 UPN政党として NPNの支援を受
けている右派に属するが，その政治組織は曖昧とも言われていた。それなのに，何故か今回は，連
邦選挙管理委員会から公認された。
１９８３年８～９月に実施された総選挙の結果は，前掲第１５表に見られる通りであるが，それはまた，
ナイジェリアの政治的対立をさらに深めることになった。まず，プラトー州を唯一の例外として，
いずれの州においても有権者４９）数の大幅な水増しが行なわれた。第１７表に見られるように，有権者
数は，１９７９～８３年のわずか４年の間に，総計で４，７４０万人から６，５３０万人へと１，７９０万人（増加率は
３７．８％）も増加している。州知事が所属する政党別で見ると，与党の NPNが支配する北部ベヌエ
州では１０５万人から２４０万人へ，および東部リヴァーズ州では１４０万人から３０１万人へと２倍以上に増
加し，北部カドゥナ州でも３４０万人から６７４万へとほぼ倍増している。また，PRP配下の北部カノ
州では，５１０万人から７６０万人へ４９％増えている。仮に人口増加率を年に３％とすると，４年間の増
加率では１２．６％になるので，こうした有権者数の激増は，通常では考えにくい。１９８３年総選挙を控
えて，与野党を問わず，大半の州で有権者数の大幅な「水増し」操作が行なわれた，と言わざるを
得ないであろう。
また，１９８３年総選挙では，１９７９年総選挙とは逆の順番で，すなわち大統領選挙，各州知事選挙，
連邦議会選挙，および各州議会選挙の順で実施された。こうした選挙日程の変更は，シャガリ大統
領の再選は確実と見込んだ NPNが他の選挙での「バンドワゴン効果」を狙ったものとして，他の
政党からは強く批判された。選挙結果の信憑性をいまは問わないとすると，NPNは，大統領選挙
では，１６州において２５％以上の得票と投票総数の４７．３％を獲得し，すでに触れた「１９７９年共和国憲
法」上の規定を満たして，シャガリ大統領の再選を決めた。その後も，NPNは，１９州のうちの１２
州で知事選挙に勝利し，また連邦上院議員選挙では９６名中６１名（６３．５％），同下院議員選挙では３８６
名中２６４名（６８．４％）を獲得して――空席・不明を除く――，「地滑り的」大勝を収めた。
しかし，この１９８３年選挙は，与党の NPN，連邦選挙管理委員会，および警察権力の三者の馴合
４９）「１９７９年共和国憲法」の第５章「立法」第 I部「国会」D「国会議員の選挙」第７１条（２）において，１８歳
以上のナイジェリア市民（つまり男女）が選挙権を有することが規定されている。ちなみに，被選挙権
については，連邦上院議員が３０歳以上，同下院議員が２１歳以上，州知事と大統領が３５歳以上の男女であ
る。The Constitution１９７９, Chapter V, The Legislature, Part I, National Assembly, C, Qualifications for
Membership of National Assembly and Right of Attendance,６１―Qualifications for Election ; D, Elections to
National Assembly,７１―Direct Election and Franchise ; Chapter VI, The Executive, Part１, Federal Execu-
tive, A, The President of the Federation,１２４―Election of the President ; Part II, State Executive, A, The
Governor of a State,１６４―Election of Governorを参照。
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いの下で実施されたことは周知の事実とされ，ナイジェリア労働者会議（Nigerian Labour Congress,
NLC）のある幹部によれば，NPNのみならず，「全ての政党が不正を行なった」という５０）。とりわ
け，州知事選挙では，選挙結果のおよそ６０％が訴訟に持ち込まれ，その中でも，NPNと NPPおよ
び UPNが接戦を演じた東部のアナムブラ，西部のオンドとオヨの各州では，選挙結果が二転三転
した５１）。また，選挙期間中に合わせて５０名の死者を出したと言われたオンド，オヨ両州では，連邦
上・下両院選挙が延期されている５２）。
５０）Falola, T., and J.Ihonvbere, op.cit., pp．２２１―２２２を参照。
５１）例えば，アナムブラ州の知事選挙では，当初，NPNの候補者が当選したと発表されたが，これを不服
とした NPP側が訴訟に持ち込み，州裁判所は NPP候補者の逆転当選を決定した。ところが，連邦裁判
所はその判決を覆し，元の NPN候補者の当選が確定した。Africa Research Bulletin : Political, Social and
Cultural Series, Vol.２０, No．９, October１９８３, p．６８７５；No．１０, November１９８３, p．７００５を参照。
第１７表 ナイジェリアの総選挙における有権者数：１９７９～１９８３年
支持政党＊ 地域
有権者数（１００万人）
州 １９７９年選挙 １９８３年選挙 増減 増加率（％）
ベヌエ NPN 北部 １．０５ ２．４０ １．３５ １２８．６
リヴァーズ NPN 東部 １．４０ ３．０１ １．６１ １１５．０
カドゥナ NPN 北部 ３．４０ ６．７４ ３．３４ ９８．２
クロス・リヴァー NPN 東部 ２．４０ ３．３６ ０．９６ ４０．０
ソコト NPN 北部 ３．７０ ５．１２ １．４２ ３８．４
バウチ NPN 北部 ２．０８ ２．６８ ０．６０ ２８．９
ナイジャー NPN 北部 １．０４ １．２８ ０．２４ ２３．１
クワラ NPN 北部 １．０８ １．３１ ０．２３ ２１．３
ベンデル UPN 西部 ２．３０ ３．１５ ０．８５ ３７．０
オンド UPN 西部 ２．４０ ３．０６ ０．６６ ２７．５
ラゴス UPN 西部 １．８０ ２．２３ ０．４３ ２３．９
オグン UPN 西部 １．６０ １．８５ ０．２５ １５．６
オヨ UPN 西部 ４．５０ ５．１４ ０．６４ １４．２
アナムブラ NPP 東部 ２．６０ ３．５３ ０．９３ ３５．８
イモ NPP 東部 ３．４０ ４．５２ １．１２ ３２．９
プラトー NPP 北部 １．６０ １．５４ －０．０６ －３．８
ゴンゴラ GNPP 北部 ２．２０ ２．９６ ０．７６ ３４．６
ボルノ GNPP 北部 ２．７０ ３．５８ ０．８８ ３２．６
カノ PRP 北部 ５．１０ ７．６０ ２．５０ ４９．０
連邦首都領 ― ― ― ０．２１ ― ―
合計 ― ― ４７．４０ ６５．３０ １７．９０ ３７．８
（注）＊１９７９年総選挙で当選した州知事の所属政党。NPN：ナイジェリア国民党，UPN：ナイジェリア統一党，NPP：
ナイジェリア人民党，GNPP：大ナイジェリア人民党，PRP：人民救済党。
（出所）Falola, T. and J.Ihonvbere, op.cit ., p．２０９より作成。
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こうして，１９８３年の総選挙は，文民政権の長期安定化への出発点としてではなく，逆にナイジェ
リアの分断化を強める結果に終わった。それは，シャガリ文民政権の政治腐敗を象徴する出来事と
して，後述する軍部介入の大きな口実を与えることになったのである。
 後期軍政時代：１９８４～１９９９年
シャガリ第二次連邦政権の成立後，わずか３ヵ月も経ない１９８３年１２月３１日に独立後第５回目の軍
事クーデターが勃発し，北部カドゥナ州出身のハウサ人でイスラーム教徒のM.ブハリ（Muham-
madu Buhari）陸軍少将が連邦軍事政権を掌握して，シャガリ大統領は追放された。そして，１９８５
年８月２７日には，北部のナイジャー州出身で同じくハウサ人のイスラーム教徒である，ババンギダ
陸軍少将による同第６回目の軍事クーデターが発生して，ブハリが追放された（前掲第９表を参照）。
何故に，この時期に軍事クーデターが続いたのであろうか。以下では，歳入配分問題を考察する
前に，当時の政治状況，陸軍内部の権力構造，および「石油グラット」下の経済状況について，お
およそ見ておきたい。
１ シャガリ大統領による南北融和策
すでに触れたように，「１９７９年共和国憲法」の第１２６条第２項には，大統領当選の条件として，「（a）
最多得票者であること，および（b）少なくとも３分の２以上の州で４分の１以上の得票があるこ
と」と規定されている。このため，シャガリ大統領にとっては，NPNが北部イスラーム教徒保守
派の「地域政党」から，「全国的政党」に脱皮する必要があった。そこで彼は，党勢拡大の戦略と
して，党，政府機関，議会内の主要ポストに，部族・地域間の均衡を保つ「ゾーン・システム」を
採用していた。すなわち，全国を北部，西部，東部，および少数部族地域の４ブロックに分けて，
国政レベルでは党首，大統領，副大統領，連邦上・下両院議長，および同副議長のポスト，州政レ
ベルでは，知事，副知事，州議会議長，および同副議長のポストに，各ブロックの出身者を選任す
るという政策である。
北部のイスラーム教徒を中心とする陸軍指導部は，こうした北部色を薄める NPNによる部族・
宗教の融和策に対しては，かねてから不満の意を表明していた。加えて，１９８３年総選挙前の NPN
全国大会において，次期の１９８７年総選挙には南部出身者を大統領候補にするとの決議を行なってい
たが，これはまさに，陸軍指導部の神経を逆なでにするものであった。
他方では，北部の拠点の一つであるカノ州の知事選挙において，１９７９年総選挙に引き続き，NPN
が急進・左派の PRPに敗北したことも，陸軍指導部の不評を買った。PRPは，北部諸州において，
反封建制キャンペーンの下で都市労働者や農民層を組織化しつつ急進的な改革を実施しようとして
いたが，この PRPの存在は，イスラームの保守的な支配層にとって大きな脅威になろうとしてい
た。イスラームの支配層と利害関係を共にする陸軍指導部が，NPNが北部諸州を完全制圧できな
５２）とりわけ，反 NPN派勢力の強かった西部のオンド，オヨ，オグン，東部のアナムブラ，イモ，および
北部のカノの各州では，合計１，０００名が殺害され，２，０００名が投獄されたとも言われている。Ekwe-Ekwe,
H., “The Nigerian Plight : Shagari to Buhari,” Third World Quarterly, Vol．７, No．３, July１９８５, p．６１６を参
照。
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かったことに，ある種の危機感を抱いたとも思われる。
こうして，NPNと陸軍指導部との間には，ともにその出自を北部のイスラームに置きながらも，
前者が政党の論理から全国的政党に脱皮しようとすればするほど，後者の反発を買うという政治状
況が存在していた。この政治的バランスが，後述するような「石油グラット」による石油収入の激
減と対外債務の増大という経済危機下で，「不正選挙」を契機に一挙に崩壊したと考えられるので
ある。
２ 軍事クーデターと反クーデターの勃発
すでに触れたように，１９８３年１２月３１日の深夜から翌日の未明にかけてクーデターが勃発し，ブハ
リ陸軍少将が翌１９８４年１月３日に国家元首・最高軍事評議会議長・全軍最高司令官に就任した。彼
は，シャガリ文民政権時代の蔓延する政治腐敗，経済政策の失敗，そして１９８３年総選挙時の不正な
どを強く批判したが，この「新年のクーデター」は国民の広範な支持を得て歓迎されたと言われて
いる５３）。
ところが，その後２年も経ない１９８５年８月２７日，ババンギダ陸軍少将によるクーデターが勃発し
ている。同８月３０日に全軍統治評議会議長・全軍最高司令官に就任したババンギダ新国家元首は，
同日夜の国営ラジオ・テレビ放送を通じて，政権交代の理由をおおよそ次の様に述べている。すな
わち，「政治汚職と経済危機の只中にあった１９８３年１２月当時，ブハリ政権の誕生が大多数の国民の
歓迎を受けたことは確かである。しかるに，その後，何らの根本的な改革も実施されておらず，国
民の希望は失望に変わった。今回，我々が介入したのは，経済政策の失敗や無責任な官僚・政治指
導部の存在故に，大衆の生活水準がもはや耐えがたいまでに悪化しているからである。債務返済比
率が４４％というのは異常である。我々は，１９８３年８月以降行き詰っている IMFとの交渉の打開策
を探るつもりである。我々の提言とは逆に，ブハリ陸軍少将は非妥協的な態度に固執し，また，T.
イディアグボン（Tunde Idiagbon）陸軍少将は，私的利益のために，その全軍最高司令部参謀総長
の地位を悪用した。強大で統一化された国家建設に向けて，我々は力を結集せねばならない」と。
この演説で明らかなように，同クーデターはいわゆる「パレス・クーデター」であり，その大義
名分は経済危機の打開にあった。
前回の１９８３年クーデターの時，ババンギダ陸軍少将が最高軍事評議会の議長に選任されるだろう
との観測もあったが，結局はブハリ陸軍少将がその座に就いた。加えて，このブハリ連邦軍事政権
内において，ババンギダ陸軍少将が発言する機会は少なかったと考えられる。例えば，最高軍事評
議会の下には内閣に相当する連邦執行会議が設置されたが，その構成員は１８名の連邦各省大臣以外
は，国家元首たるブハリ陸軍少将と首相の任務を執行したと思われるイディアグボン陸軍准将（当
時）に限られていた。また，各州行政を統括する全州会議には，ババンギダ陸軍少将も陸軍司令官
として参画はしたものの，ここでも議長はブハリ国家元首であり，彼の補佐役はイディアグボン陸
軍准将であった。換言すれば，政権内部の実権はかなりの程度，ブハリ国家元首とイディアグボン
陸軍准将に集中しており，ババンギダ陸軍少将にとっては，両者の追放こそが必要であった。
５３）１９８３年クーデターに対する国民のこうした反応については，”Nigeria’s December３１Coup,” West Africa ,
London, No．３４６４,９th January,１９８４, pp．５１,５３―５７；”Nigeria’s Coup,” New African, London, No．１９７, Feb-
ruary１９８４, pp．１１―１４,１６―２０を参照。
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ブハリ政権時代の最高軍事評議会の１９名のメンバーのうち，陸・海・空の三軍の司令官と国防相
の要職を含む１３名が留任（異動を含む）しており――上述の演説に加えて――，ここから判断して
も，１９８５年クーデターが「パレス・クーデター」であったことは明らかであろう５４）。
３ 「石油グラット」と経済危機
さて，すでに触れたように，ナイジェリア原油の輸出は，日産５，１００バーレル，バーレル当り２．０１
ドルの価格水準で１９５８年に開始されたが，その後，早くも１９６５年には同２６万５７００バーレル，１億３６００
万ナイラに達して輸出総額の２５．２％を占め，ココアを抜いて輸出第１位に躍り出た。第１８表に見ら
れるように，産油量はビアフラ戦争後にさらに激増し，１９７４年には日産２２５万６０００バーレルに達し
てリビアを抜き，アフリカ第１位，世界第７位になった。ナイジェリアは，１９７１年４月に国営石油
公社（Nigerian National Oil Corporation, NNOC）を設立し５５），また同年７月には OPECに加盟し
ていたが，ナイジェリア原油「ボニー・ライト」の価格は，１９７３年１０月および１９７９年４月の大幅引
上げを経て，１９８１年１月には過去最高水準のバーレル当り４０．０２ドルに達した。
だが，１９７３年１０月に勃発した第四次中東戦争を契機とする，OPECの資源ナショナリズムを通じ
た高価格政策は，１９７３年秋以降に「第一次石油ショック」を，さらに，１９７９年２月に勃発したイラ
ン革命を契機とする再度の原油価格の大幅引上げは，１９８０年代前半に「第二次石油ショック」を生
じさせ，世界経済は長期的な経済不況に陥った。
こうした中で，主要石油消費国における代替エネルギーへの転換政策などを反映して，硫黄分が
少なく良質ではあるが高価格のナイジェリア原油――アメリカ石油協会（American Petroleum Insti-
tute）が定める API度では３４度前後――は，ほぼ同質の北海原油などに対する世界市場競争力を低
下させて，減産を余儀なくされた。同上表に見られるように，産油量は１９７９年の日産２３０万５０００バー
レルをピークに減少し始め，１９８３年には同１２３万６０００バーレルの最低値（１９７９年水準の５３．６％）を
記録した。原油価格の段階的引下げにも拘わらず輸出が伸び悩み，連邦政府の石油収入も，１９８０年
ピーク時の１２３億５３００万ナイラ（約２３４億１０００万ドル）から１９８３年には７２億５３００万ナイラ（同１０１億
６０００万ドル，ドル表示では１９８０年水準の４３．４％）へと激減した。
こうした「石油グラット」は，ナイジェリア経済がすでに「石油モノカルチャー」的な構造に変
容していただけに，国民生活や連邦政府の財政に大きな影響を与えた。当時のシャガリ文民政権
は，１９８２年４月に「経済安定化法」を成立させ，かなり厳しい輸入統制策を実施した。第１９表に見
られるように，ベビー用品をほぼ唯一の例外として，食料品や工業品の関税率を引き上げるか，あ
るいは新設し，また，輸入許可制度による配給制限を行なった品目も多い。そのために生じた「輸
入インフレ」によって，国民生活が大きく圧迫されたのみならず，部品・半製品などの中間財を輸
入に依存していた加工・組立型の製造業も深刻な打撃を受けた。例えば，ラゴスでは，１９８３年２～
１０月のわずか８ヵ月間に，多くの生活必需品が１．４～３倍にも値上がりし，また，ナイジェリア工
５４）ブハリ政権の最高軍事評議会，およびババンギダ政権の全軍統治評議会の構成メンバーについては，
Ibid ., p．２０；Daily Times, Lagos,２９th August,１９８５を参照。
５５）なお，この NNOCは，１９７７年４月に石油資源省を併合して新たな国営石油公社（Nigerian National Pe-
troleum Corporation, NNPC）に改組され，連邦軍事政権による石油政策が一本化・強化されている。NNPC,
Annual Report１９７７, Lagos,１９７８, pp．３―４を参照。
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第１８表 ナイジェリア経済と石油産業：１９５８～２０１３年
国家歳入に占める石油収入の比率 総輸出に占める原油輸出の比率
国家歳入１）
（１００万ナイラ）
石油収入２）
（１００万ナイラ）
同比率
（％）
総輸出
（１００万ナイラ）
原油輸出
（１００万ナイラ）
同比率
（％）
原油生産量
（万バーレル／日）
原油価格３）
（ドル／バーレル）年
１９５８ １５５ １ ０．６ ２６５ ２ ０．８ ０．５ １．５７
１９５９ １７８ ２ １．１ ３２１ ５ １．６ １．１ １．９８
１９６０ ２２４ ３ １．３ ３３９ ９ ２．７ １．７ ２．１０
１９６１ ２３０ １７ ７．４ ３４７ ２３ ６．６ ４．６ ２．０４
１９６２ ２３２ １７ ７．３ ３３７ ３４ １０．１ ６．７ １．９６
１９６３ ２４９ １０ ４．０ ３７９ ４０ １０．６ ７．６ ２．１５
１９６４ ２９９ １６ ５．４ ４２９ ６４ １４．９ １２．０ ２．１８
１９６５ ３２２ ２９ ９．０ ５３９ １３６ ２５．２ ２７．２ ２．０６
１９６６ ３３９ ４５ １３．３ ５６８ １８４ ３２．４ ４１．８ １．９１
１９６７ ３００ ４２ １４．０ ４８６ １４５ ２９．８ ３１．９ ２．１７
１９６８ ３００ ４１ １３．７ ４２２ ７４ １７．５ １４．２ ２．１７
１９６９ ４３６ ７５ １７．２ ６３６ ２６２ ４１．２ ５４．０ ２．１７
１９７０ ６３４ １６７ ２６．３ ８８６ ５１０ ５７．６ １０８．４ ２．１７
１９７１ １，１６９ ５１０ ４３．６ １，２９３ ９５３ ７３．７ １５３．１ ２．４２
１９７２ １，４０５ ７６４ ５４．４ １，４３４ １，１７６ ８２．０ １８１．８ ３．１８
１９７３ １，６９５ １，０１６ ５９．９ ２，２７８ １，８９４ ８３．１ ２０５．６ ３．５６
１９７４ ４，５３７ ３，７２４ ８２．１ ５，７９５ ５，３６６ ９２．６ ２２５．６ １４．６９
１９７５ ５，５１５ ４，２７２ ７７．５ ４，９２６ ４，５６３ ９２．６ １７８．５ １１．６６
１９７６ ６，７６６ ５，３６５ ７９．３ ６，７５１ ６，３２２ ９３．６ ２０７．１ １３．７１
１９７７ ８，０４２ ６，０８１ ７５．６ ７，６３１ ７，０７２ ９２．７ ２０９．９ １５．２９
１９７８ ７，３７１ ４，５５６ ６１．８ ６，０６４ ５，４０２ ８９．１ １８９．７ １５．１８
１９７９ １０，９１２ ８，８８１ ８１．４ １０，８３４ １０，１６７ ９３．８ ２３０．５ １５．７３
１９８０ １５，２３４ １２，３５３ ８１．１ １４，１８７ １３，６３２ ９６．１ ２０５．５ ３４．５０
１９８１ １３，２９１ ８，５６４ ６４．４ １１，０２３ １０，６８１ ９６．９ １４４．０ ４０．０２
１９８２ １１，４３４ ７，８１５ ６８．３ ８，２０６ ８，００３ ９７．５ １２９．０ ３６．５２
１９８３ １０，５０９ ７，２５３ ６９．０ ７，５０３ ７，２０１ ９６．０ １２３．６ ３５．５２
１９８４ １１，２５３ ８，２６９ ７３．５ ９，０８８ ８，８４１ ９７．３ １３８．８ ３０．０２
１９８５ １５，０５０ １０，９２４ ７２．６ １１，７２１ １１，２２４ ９５．８ １４９．９ ２８．０２
１９８６ １２，５９６ ８，１０７ ６４．４ ８，９２１ ８，３６７ ９３．８ １４６．４ ２８．６５
１９８７ ２５，３８１ １９，０２７ ７５．０ ３０，３６１ ２８，２０９ ９２．９ １２７．０ １５．８０
１９８８ ２７，５９７ １９，８３２ ７１．９ ３１，１９３ ２８，４３５ ９１．２ １３８．９ １６．８５
１９８９ ５３，８７０ ３９，１３１ ７２．６ ５７，９７１ ５５，０１７ ９４．９ １６８．３ １８．００
１９９０ ９８，１０２ ７１，８８７ ７３．３ １０９，８８６ １０６，６２７ ９７．０ １８３．８ ２０．０２
１９９１ １００，９９２ ８２，６６６ ８１．９ １２１，５３５ １１６，８５８ ９６．２ １９５．４ ２１．３０
１９９２ １９０，４５３ １６４，０７８ ８６．２ ２０５，６１２ ２０１，３８４ ９７．９ １９６．１ １８．６５
１９９３ １９２，７６９ １６２，１０２ ８４．１ ２１８，７７０ ２１３，７７９ ９７．７ ２０６．７ １７．５５
１９９４ ２０１，９１１ １６０，１９２ ７９．３ ２０６，０５９ ２００，７１０ ９７．４ ２０６．８ １４．５８
１９９５ ４５９，９８７ ３２４，５４８ ７０．６ ９５０，６６１ ９２７，５６３ ９７．６ ２０５．９ １６．２５
１９９６ ５２３，５９７ ４０８，７８３ ７８．１ １，３０９，５４３ １，２８６，２１６ ９８．２ ２２４．８ １９．３３
１９９７ ５８２，８１１ ４１６，８１１ ７１．５ １，２４１，６６３ １，２１２，４９９ ９７．７ ２２５．０ ２４．０４
１９９８ ４６３，６０９ ３２４，３１１ ７０．０ ７５１，８５７ ７１７，７８７ ９５．５ ２２５．０ １４．１８
１９９９ ９４９，１８８ ７２４，４２３ ７６．３ １，１８８，９７０ １，１６７，４７７ ９８．２ ２１２．０ １１．０５
２０００ １，９０６，１６０ １，５９１，６７６ ８３．５ １，９４５，７２３ １，９２０，９００ ９８．７ ２２７．０ ２６．４５
２００１ ２，２３１，６００ １，７０７，５６３ ７６．５ １，８６７，９５４ １，８３９，９４５ ９８．５ ２３７．０ ２６．４６
２００２ １，７３１，８３４ １，２３０，８５１ ７１．１ １，７４４，１７８ １，６４９，４４６ ９４．６ ２０２．９ １９．６０
２００３ ２，５７５，０９６ ２，０７４，２８１ ８０．６ ３，０８７，８８６ ２，９９３，１１０ ９６．９ ２３１．３ ３１．６７
２００４ ３，９２０，５００ ３，３５４，８００ ８５．６ ４，６０２，７８２ ４，４８９，４７２ ９７．５ ２４９．４ ３１．１６
２００５ ５，５４７，５００ ４，７６２，４００ ８５．８ ７，２４６，５３５ ７，１４０，５７９ ９８．５ ２５１．７ ４４．８６
２００６ ５，９６５，１０２ ５，２８７，５６７ ８８．６ ７，３２４，６８１ ７，１９１，０８６ ９８．２ ２３８．１ ６３．８６
２００７ ５，７１５，６００ ４，４６２，９１０ ７８．１ ８，１２０，１４８ ７，９５０，４３８ ９７．９ ２２０．０ ５６．３７
２００８ ７，８６６，６００ ６，５３０，６００ ８３．０ １０，１６１，４９０ ８，７５１，７５９ ８６．１ ２１０．６ ９３．９７
２００９ ４，８４４，６００ ３，１９１，９００ ６５．９ ８，３５６，３８６ ７，３２１，４２６ ８７．６ ２１３．８ ４５．５２
２０１０ ７，３０３，７００ ５，３９６，１００ ７３．９ １１，４９０，２９８ １０，１２０，５７８ ８８．１ ２４５．５ ７５．６０
２０１１ １１，１１６，８００ ８，８７９，０００ ７９．９ １４，８２２，６００ １４，３２３，２００ ９６．６ ２３７．３ ９９．２６
２０１２ １０，６５４，０００ ８，０２６，０００ ７５．３ １４，７３６，１００ １４，２６０，０００ ９６．８ ２３３．６ １１３．３５
２０１３４） ９，７５９，８００ ６，８０９，２００ ６９．８ １４，８４０，７００ １４，１３１，８００ ９５．２ ２１９．３ １１５．８９
（注）１）１９５８～１９６９年は連邦政府の収入，１９７０～２０１３年は連邦国家の収入。２）石油利潤税，ロイヤルティー，鉱区地代，原油と天然ガスの
連邦政府の輸出収入・国内販売収入等を含む。３）原則として，ボニー・ライトの毎年１月時点における本船渡輸出価格。４）原油の生
産量と価格以外は予測値。
（出所）（１）Schatzl, L.H., Petroleum in Nigeria , Ibadan, Oxford University Press,１９６９, p．６３.
（２）Eleazu, U. ed., Nigeria : The First２５ Years , Lagos, Infodata,１９８８, p．５６２.
（３）Ikeh, G., The Nigerian Oil Industry : First Three Decades（１９５８―１９８８）, Lagos, Starledger Communications,１９９０, p．２２９.
（４）Ikein, A.A. and C.Briggs-Anigboh, op.cit ., p．３４６.
（５）Central Bank of Nigeria, Statistical Bulletin , Golden Jubilee Edition, Abuja,２００８, pp．９１―９３,２０５―２０７.
（６）Do., Statistical Bulletin２０１３,２０１３, Abuja, Table B．１．１, Table D．１．１．
（７）Do., Annual Report , Abuja, 各年版。
（８）Nigerian National Petroleum Corporation, Annual Statistical Bulletin , Lagos/Abuja，各年版より作成。
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業会（Manufacturers Association of Nigeria, MAN）の発表によると，１９８２年８月～１９８３年７月ま
での１年間に，７～１２週間の操業停止に陥った企業数は１０１社に達して，およそ２万人の労働者が
失業や減給などの影響を受けた。このため，各地でストライキが続発し，１９８２年だけでも３４０企業，
およそ５６万人が参加したと言われている５６）。
他方では，１９８０年代に入り，対外債務の累積も深刻な問題になってきた５７）。第２０表に見られるよ
うに，それ以前のナイジェリアの公的債務は，その８０％強が国内債務から構成されており，ナイジェ
リアはその経済規模から見て，むしろ「過小借入国」の一つに数えられていた。
５６）以上の事態については，Bangura, Y, R.Mustapha, and S.Adamu, “The Deepening Economic Crisis and
Its Political Implications,” Africa Development, Vol．９, No．３, July/September１９８４, pp．６２―６３；Quarterly
Economic Review of Nigeria , No．２,１９８３, pp．９―１０を参照。
第１９表 ナイジェリアの「経済安定化法」に基づく主要関税率：１９８２年４月
（単位：％）
品目 旧税率 新税率 品目 旧税率 新税率
１．食料品 農業用トラクター１） － ２５
米１） ２０ ３０ 運搬用トラクター１） － １００
小麦粉１） １５ ３０ 灯油ストーブ・同部品 － １０
砂糖１） ２５ ６０ カメラ・同部品 ５０ １００
茶１） １０ ５０ 電気扇風機 ７５ １５０
乾し魚 ３０ ５０ 同部品 １０ ５０
インスタント・コーヒー ６６ ７５ テレビ・ラジオ ７５ １５０
トマト・ペースト ７５ １００ 同部品 ２０ ５０
２．工業品 自転車，三輪車１） － ５
人造糸，綿糸１） １０ ３０ オートバイ・同部品１） １０ ２０
純正マドラス木綿１） １００ ２００ 乗用車２） － ５００
ゴム引き織物 － ５０ 同部品
刺繍用生地 － ５０ ラゴス地区３） － ２５
印刷用紙１） １０ ４０ カドゥナ地区３） － １５
哺乳瓶 ７５ ５０ ３．工業品（CKD方式）４）
ベビー用クリーム ２００ ３３ 置時計・腕時計 ５０ １００
セメント１） － ２０ オートバイ，自転車１） １０ ２０
構造用鋼鉄材 ３０ ４０ トラック，トラクター１）
発電機 － １０ ラゴス地区 － ２０
バッテリー ６０ １００ イバダン地区 － １０
船外エンジン － １０ エヌグ・他地区 － ８
配達用小型バン１） ２０ １００ カノ・他地区 － ５
（注）１）輸入ライセンスが必要な配給制限品目。２）２，５００cc以上。３）１，８００～２，０００cc。４）CKD方式：完全ノック・
ダウン方式。
（出所）”Nigeria : An AED Special Report,” Africa Economic Digest , May１９８２, pp．６―７より作成。
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第２０表 ナイジェリアの公的債務と連邦政府の財政構造：１９７９～１９８９年
１９７９ １９８１ １９８３ １９８５ １９８７ １９８９
A．公的債務
１．公的債務（億ナイラ） ８８．９ １３７．８ ３２８．０ ４５２．４ １，３７５．８ ２，９７４．４
国内債務 ７２．８ １１４．５ ２２２．２ ２７９．５ ３６７．９ ５７０．５
対外債務 １６．１ ２３．３ １０５．８ １７２．９ １，００７．９ ２，４０３．９
連邦政府（％） （８９．６） （８９．４） （８１．１） （８０．７） （８４．９） （８４．５）
州政府・他（％） （１０．４） （１０．６） （１８．９） （１９．３） （１５．１） （１５．５）
２．対外債務（億ドル） ６２．３ １２０．１ １８５．４ １９５．５ ３０８．９ ３２７．７
短期債務 ２２．８ ４４．２ ５０．６ ５０．０ １６．４ ７．０
長期債務 ３９．５ ７５．９ １３４．８ １４５．５ ２９２．５ ３２０．７
民間非保証 ７．１ １３．５ １３．０ １４．１ ５．５ ４．１
公的保証 ３２．４ ６２．４ １２１．８ １３１．４ ２８７．０ ３１６．６
３．長期対外債務返済（億ドル） ３．９ １３．０ ２１．６ ４０．７ １０．０ １９．６
公的資金源 ２．６ ９．０ １８．９ ３９．０ ８．５ １９．４
民間資金源 １．３ ４．０ ２．７ １．７ １．５ ０．２
４．長期対外債務借入条件
公的資金源
平均利子率（％） ５．９ ８．３ １０．９ ８．９ ７．９ ６．７
平均返済期間（年） １６．８ １８．８ １１．１ １６．４ １６．１ ２１．４
民間資金源
平均利子率（％） １１．２ ９．３ ９．８ ８．９ ７．８ ８．６
平均返済期間（年） ８．９ ９．９ ８．２ １１．１ ８．７ ８．７
５．長期対外債務諸指標（％）
債務累積額／GNP ８．１ １２．９ ２１．０ ２２．２ １３３．９ １１９．１
債務返済額／商品輸出額 ２．３ ７．２ ２０．９ ３１．０ １３．３ ２５．０
債務返済額／外貨準備高 ６．７ ３１．２ １７２．６ ２１５．０ ６７．３ ９６．３
外貨準備高／月間輸入額１） ６．０ ２．６ １．３ ３．０ ４．４ ６．６
B．連邦政府財政収支（１０億ナイラ）
１．連邦歳入 １０．４ １２．０ １０．８ １４．６ ２５．１ ５０．２
石油収入 ８．５ ８．６ ７．３ １０．９ １９．０ ４１．３
非石油収入 １．９ ３．４ ３．５ ３．１ ５．７ ７．９
連邦政府独自収入２） ― ― ― ０．６ ０．４ １．０
２．連邦会計 １０．４ １２．０ １０．８ １４．０ ２４．７ ４９．２
各州政府交付金３） ３．０ ４．９ ４．２ ５．０ ９．０ １４．３
安定化基金等 ― ― ― ― １．２ １５．２
連邦政府交付金 ７．４ ７．１ ６．６ ９．０ １４．５ １９．７
３．連邦政府歳入 ７．４ ７．１ ６．６ ９．６ １６．１ ２６．７
連邦会計交付金 ７．４ ７．１ ６．６ ９．０ １４．５ １９．７
連邦政府独自収入２） ― ― ― ０．６ ０．４ １．０
安定化基金等 ― ― ― ― １．２ ６．０
４．連邦政府歳出 ９．９ １０．８ １１．７ １２．６ ２２．０ ４１．０
経常支出 ２．１ ４．３ ４．２ ４．３ ９．４ １２．７
資本支出 ６．８ ５．７ ６．４ ５．４ ６．４ ９．０
債務返済 １．０ ０．８ １．１ ２．９ ６．２ １９．３
国内債務 ０．９ ０．３ ０．４ １．９ ３．８ ６．１
対外債務 ０．１ ０．５ ０．７ １．０ ２．４ １３．２
５．連邦政府財政収支 －２．５ －３．７ －５．１ －３．０ －５．９ －１４．３
６．連邦政府財政金融 ２．５ ３．７ ５．１ ３．０ ５．９ １４．３
国内借入 ０．８ ３．５ ７．４ ２．３ ８．４ １０．０
対外借入 ０．８ ０．４ １．１ １．０ ０．８ ５．７
特別基金等 ０．９ －０．２ －３．４ －０．３ －３．３ －１．４
（注）１）手持ちの外貨準備高で輸入可能な商品価額で，単位はヵ月。２）中央銀行からの移転を含む。３）１９８３～８７
年は特別基金等を含む。
（出所）（１）World Bank, World Debt Tables : External Debt of Developing Countries, Washington, D.C., 各年版。
（２）IMF, International Financial Statistics Yearbook, Washington, D.C., 各年版。
（３）Central Bank of Nigeria, Annual Report and Statement of Accounts, Lagos, 各年版より作成。
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ところが，シャガリ政権は，野心的な国家開発計画への融資や国際収支調整などのために，当時
の高金利時代の中にあって――例えば，１９７８～８２年において，ロンドン銀行間貸付金利（London
Inter-Bank Offered Rate, LIBOR）は１０～１８％の水準を上下していた――，国際資本市場や世界銀行
などから次々と対外借入を重ねて，１９８３年末現在の対外債務累積額は，長期・短期を合わせて１８５
億４０００万ドルに達し，商品輸出額に対する債務返済額（デット・サービス・レシオ）も一般に危険
水準とされる２０％を一挙に超えるまでになった。とりわけ，輸入代金の支払遅滞額が，１９８２年に３２
億６６５２万ドル，１９８３年には６０億７４００万ドルに達すると予想され，これを背景として，上述の「経済
安定化法」による輸入統制が実施されたのである。
その後１９８３年４月以降，シャガリ政権は，外国商業銀行を主要メンバーとするロンドン・クラブ
との間で交渉を開始して，合計１８億３０００万ドルの貿易債務が中期債務に切り替えられた５８）。しかし，
こうした措置にも拘わらず，１９８４年末段階の支払遅滞額が累積でなお６８億ドルに達する見通しに
なった。こうしたシャガリ政権の放漫な経済運営と蔓延する汚職を批判して，すでに述べたよう
に，１９８３年１２月末のクーデターによってブハリ連邦軍事政権が成立したのである。
ブハリ連邦軍事政権は，ナイジェリア中央銀行が約束手形を発行して債務保証を行なうことを条
件として，貿易債務のリファイナンスを債権者に求めた。主として非保証債権を保有していたロン
ドン・クラブがこれに応じて，１９８４年１１月に，第１期分の約束手形２億５８００万ドルが発行された５９）。
こうして，ナイジェリアの債務危機は，１９８２年以降，主として民間銀行や輸入業者が抱えていた
短期債務の返済遅滞という形で表面化したが，その後１９８０年代半ば以降になると，連邦政府（およ
び各州政府）が過去に借り入れた中期・長期債務の相当部分がほぼ同時に返済時期を迎え始めて，
債務危機が一挙に浮上・深刻化した。これに対して，ブハリ連邦軍事政権は，債務のリスケジュー
ルによって返済負担を先延ばしにするよりはむしろ，短期間で債務を返済する政策を採用し，１９８５～
８７年度のデット・サービス・レシオを４４～６０％に設定すると発表した。すでに述べたように，これ
を強く批判したババンギダ陸軍少将が，国民の支持を取り付けつつ，軍事クーデターを成功させた
のである。
４ ババンギダ連邦軍事政権と国家歳入配分委員会
さて，前掲第１４表に見られるように，ブハリ連邦軍事政権もまた，１９８４年に「布告第３６号」を公
布して，既存の「１９８２年歳入（連邦会計等）配分法」に若干の修正を加えた６０）。主な修正点は以下
の様である。すなわち，各州政府の取り分を３５％から３２．５％に削減し，その２．５％分を新たに特
別基金に組み込む，特別基金は，産油地域の開発費に１．５％，および環境対策費に１％を充当す
る，各州政府取り分の３２．５％のうち，２％は派生主義に基づき産油州に直接配分される，という
５７）この時期の債務累積問題については，室井義雄「ナイジェリアの債務累積問題――第三共和制の経済
的課題――」（原口武彦編『転換期アフリカの政治経済』アジア経済研究所，１９９３年，所収）６５～１０５頁
を参照。
５８）Central Bank of Nigeria, Annual Report and Statement of Accounts１９８３, Lagos,１９８４, p．１１６を参照。
５９）Ibid .,１９８４, Lagos,１９８５, p．１１７を参照。
６０）ブハリ政権の「布告第３６号」については，RMAFC, Commission Law Brochure, Abuja, May２００５, pp．３０―
３３を参照。
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ものである。要するに，２．５％分の連邦首都領の整備費という項目を無くして，その分を各州政府
の取り分に上乗せした――実質２８％から３０．５％に増加した――ということになる。なお，産油州の
取り分については，直接配分が２％，特別基金経由が１．５％，また環境対策費は１％で，実質的に
は以前と同じである。
上述のように，このブハリ連邦軍事政権は短命に終わったが，その後に成立したババンギダ連邦
軍事政権は，まず，１９８８年９月に「布告第４９号」を公布して，恒常的な歳入配分検討委員会である
「国家歳入動員配分財政委員会」（National Revenue Mobilization Allocation and Fiscal Commission,
NRMAFC）を設置すると公表した。すでに触れたように，恒常的な検討委員会の設置については，
すでにオキグボ委員会が勧告していたが，ここに至ってようやく実現することになった。
そして，この恒常的委員会の第１号として，同年９月に，T.Y.ダンジュマ（Theophilus Yakubu
Danjuma）陸軍中将を委員長とする委員会を発足させた６１）。この NRMAFCによって１９８９年１２月に
提出された勧告案は，前掲第１４表に見られる通りである。現役の陸軍中将を委員長とする委員会の
提案としてはやや驚きであるが，連邦政府の取り分を現行の５５％から４７％へと大幅に削減し，そ
の分につき，各地方政府の取り分を１０％から１５％へ増加させ，特別基金を２．５％から８％に拡
充した点が注目される。また，各州政府の取り分は，実質３０．５％から３０％へ変更されただけで，
ほとんど変わっていない。特別基金の内訳については，（i）派生主義に基づく産油地域への直接
配分に２％，（ii）産油地域の開発費に１．５％，（iii）環境対策費に０．５％，（iv）非産油地域の開発費に
０．５％，（v）連邦首都領の整備費に１％，（vi）安定化基金に０．５％，および（vii）貯蓄に２％が充当さ
れる。また，水平的配分の基準としては，均等配分に０．４，人口数に０．３，域内増収努力に０．２，
および社会開発に０．１の加重値で配分する，というものであった。なお，同委員会の勧告でもう一
つ注目されるのは，「鉱区の地代・ロイヤルティー収入については，陸上・沖合の区別を設けるべ
きではない」という提言である。後に見るように，この両者の区別を設定するか否かという問題も
また，後々にまで尾を引くことになる。
同上表に見られるように，その後，１９９３年８月２６日に「第三共和政」に移行するまでの３年半の
間，NRMAFCとババンギダ連邦軍事政権との間で数回のやり取りが行なわれ，歳入配分方式はめ
まぐるしく変わっている６２）。
まず，上述の NRMAFCの勧告案に対しては，ババンギダ連邦軍事政権は１９９０年１月に「布告第
７号」を公布し，次の様な修正を加えた。すなわち，連邦政府の取り分を４７％から５０％に増加さ
せ，その分につき，特別基金を８％から５％に削減する，特別基金の内訳については，（i）派
生主義に基づく産油地域への直接配分は２％から１％に削減する，（ii）環境対策費は０．５％から１％
に増加する，（iii）産油地域の開発費１．５％，連邦首都領の整備費１％，および安定化基金０．５％は勧
告案の通りとする，（iv）非産油地域の開発費０．５％，および貯蓄２％は廃止する，というものであ
る。また，水平的配分の基準に係わる加重値については，（i）均等配分０．４，人口数０．３，および
社会開発０．１については勧告案の通りとするが，（ii）域内増収努力は０．２から０．１に削減し，代わりに
土地・地勢問題に０．１を加える，というものであった。
その後，１９９１年１１月に NRMAFCが再度の勧告を行ない，これに対してババンギダ連邦軍事政権
６１）NRMAFCの勧告案については，Ekpo, A.H., op.cit., pp．２２―２３を参照。
６２）１９８９年１２月～１９９２年６月における，NRMAFCとババンギダ連邦軍事政権のやり取りについては，
RMAFC, The Report of Revenue…, Chapter３, pp．１８―２３を参照。
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が１９９２年１月に「布告第８０号」，同年７月に「布告第１０６号」を公布して，委員会案と自らの旧布告
を修正している。この間における両者の攻防は，要するに，連邦政府の取り分を巡って争われたと
言ってよい。換言すれば，連邦軍事政権が「最初の請求人」として５０％の取り分をまず主張し，そ
の後，各州政府，各地方政府，および特別基金の取り分が順次決定され，そして，特別基金の規模
に応じて，派生主義に基づく産油地域への直接配分，あるいは同地域の開発費や環境対策費などが
決まってくるのである。
NRMAFCは，この「５０％の壁」を何とか崩そうとしたが，ババンギダ連邦軍事政権による，歳
入配分に係わる最後の「布告第１０６号」を見てみると，同政権は，NRMAFCの要求を多少は認め
るようになったとも思える。ただし，自らの取り分を５０％から４８．５％に削減するものの，各州政府
の取り分を３０％から２５％，そして２４％へと大きく削減する一方で，各地方政府の取り分を１５％から
２０％に増加させるという形を通して，各州政府に対する優位な力関係を維持しようとしたと考えら
れる。こうした配分政策が，各州政府の反発を買ったことは否めないであろう。ただし，「特別基
金」に配分された７．５％分の中には，派生主義に基づく産油地域への直接配分が１％，産油地域の
開発費が３％，および環境対策費が２％，合計で６％含まれているので，産油州からは一定の評価
を取り付けることができたと思われる。
５ 民政移管と軍事クーデターの勃発
ババンギダ国家元首は，１９８６年１月１３日に行なわれた新年の予算演説において，１９９０年１０月１日
をもって民政に移管すると早くも発表し，それと同時に，「ナイジェリアの過去の失敗を招いた諸
問題を認識し，その解決策を探る」ため，連邦政府部内に「政治局」を設置した。この政治局は，
ベニン大学副学長の S.J.クッキー（Samuel Joseph Kookey）を局長とし，９名の大学教員，１名の
政治学者，３名の実業家，２名の労働者団体（NLC）代表者，および全国婦人協会（National Coun-
cil of Women’s Societies, NCWS）会長の女性１名，合計１７名から構成された６３）。その後，１９８７年３
月，この政治局は２４項目，２２４頁に及ぶ報告書を提出し，これを受けたババンギダ国家元首は，P.
U.オム（Paul Ufuoma Omu）陸軍少将を委員長とする検討委員会を発足させた。同検討委員会は，
オム委員長を含む５名が全軍統治評議会のメンバー，３名が国家元首諮問委員会のメンバー（いず
れも大学人），および１名の連邦事務次官，合計９名で構成され６４），１９８７年５月に，独自の報告書
を提出している。
これらの二つの報告書を踏まえて，ババンギダ国家元首は，１９８７年７月に「政治局勧告に対する
政府見解」を公表すると同時に，「民政移管（政治プログラム）布告第１９号」を公布し，民政移管
に係わる連邦軍事政権の基本方針が明らかになってきた６５）。
その幾つかの要点を拾ってみると，第一に，政治局の勧告においてまず注目されるのは，かなり
強い論調で社会主義的な政治経済体制への移行を主張している点である。だが，これに対して，連
６３）政治局のメンバー構成については，”Nigeria : Civilian Rule in１９９０，” West Africa , London,２０th January,
１９８６, p．１５２を参照。なお，この政治局は，そのメンバー構成からも窺えるように，いわゆる政府の御用
委員会ではなく，かなり自由な議論を期待されたように思われる。
６４）検討委員会のメンバー構成については，”Nigeria：１９９０under Discussion,” Ibid .,６th April,１９８７, p．６８８を
参照。
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邦政府は明確に拒絶した。第二に，来るべき政治体制の在り方について，注目すべき論点が三つあ
る。すなわち，地方政府の役割を強化すべきである，新州の分離申請が出されている１３州のう
ち，６州のみを認め，それ以外は拒否すべきである，および来るべき総選挙においては，「二党
制」を導入すべきである，というものであった。これらの３点の勧告に対して，連邦政府は，に
ついては態度を保留し，とについては原則的に認めると回答した。第三に，政治局は，政治モ
ラルの確立についてかなり厳しい意見を表明し，「金権に塗れた，特定の団体に拘束された，古い
タイプの全ての政治家を公職から追放すべきである」と勧告している――しかも，在任期間や役職
名を明記して，対象者を特定できる内容になっている――。これに対して，連邦政府は原則的に認
めると回答した。最後に，上記以外の重要課題としては，以下の３点を挙げることができる。すな
わち，センサスを実施すべきである，「シャーリア法」６６）の適用を南部地域にも広げるべきで
ある，および公的な使用言語として，ハウサ語（北部諸州），ヨルバ語（西部諸州），およびイボ
語（東部諸州）を同等に扱うべきである，というものであった。これら三つの勧告に対して，連邦
政府は，とについては原則的に認めると回答し，については態度を保留した。
さて，上記の諸勧告とそれに対する政府見解について，これまで述べてきた現実の動きに照らし
合わせてみると，「地方政府の役割強化」については，連邦会計からの歳入配分比率の増加という
形で実現されている（前掲第１４表を参照）。また，「新州の増設問題」については，１９８７年９月２３日
に２１州体制，１９９１年８月２７日に３０州体制に移行している（前掲第９表，第１図を参照）。他方，「セ
ンサス」については，１９９１年１１～１２月に実施され，ババンギダ連邦軍事政権もその結果を承認して
いる（前掲第６表を参照）。
そして，当時の政治状況から見ると，かなり大胆にも実行したのが，「古いタイプの政治家全員
の公職追放」と「二党制の導入」であった。１９８７年８月，上述の政治局のメンバーの一人であった
E.O.アワ（Eme Onuola Awa）を委員長とする国家選挙管理委員会が発足し，また１９８９年５月に新
憲法が公布されて，政党活動が解禁になった。１９８９年７月の締切日までに，合計１３政党が登録手続
きを終えたが，国家選挙管理委員会の評価は「全ての政党が登録基準を十分に満たしていない」と
いうものであった。これを受けたババンギダ連邦軍事政権は，１９８９年１０月に大方の予想に反して，
やや左派の社会民主党（Social Democratic Party, SDP）と，やや右派の国民共和会議（National Re-
publican Convention, NRC）の二つの政党を連邦政府の指導下で設立し，両党の綱領は国家選挙管
理委員会が作成すると発表した。
この「官制二政党」の設置により政局が大きく混乱したため，民政移管のスケジュール自体も変
更されて，１９９０年１２月以降，おおよそ２年半をかけて総選挙が実施された。最後の１９９３年６月に実
施された大統領選挙では，NRC側は，カノ州出身のハウサ人でイスラーム教徒の B.O.トファ（Bashir
Othman Tofa），SDP側は，オグン州出身のヨルバ人ではあるがイスラーム教徒のM.K.O.アビオラ
６５）政治局の勧告とそれに対する連邦政府の見解については，”Nigeria : Towards１９２２,”（I）～（V）, Ibid .,３rd
August, １９８７, pp．１４８２―１４８３；１０th August, pp．１５３０―１５３３；１７th August, pp．１６７８―１６８０；２７th August,
pp．１６３１―１６３３；３１st August, pp．１６８８―１６９０を参照。
６６）「シャーリア法」は，イスラームの法体系の総称であり，とりわけ民事に係わる法律問題については，
「１９７９年共和国憲法」において――北部諸州に限定してではあるが――，その設置が認められている。The
Constitution１９７９, Chapter７, The Judicature, Part II, State Court, B, Sharia Court of Appeal of a State,
２４０―Establishment of Sharia Court of Appealを参照。
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（Moshood Kashimawo Olawale Abiola）を大統領候補として戦った。第２１表は，これらの選挙結果
を示したものであるが，州知事選挙を除き――選挙結果が不明のものを含むが――，SDPが全て
の選挙で勝利した。大統領選挙は接戦になったが，SDPのアビオラが５８％の得票率を得て当選し
た。
第２１表 ナイジェリアにおける「二党制」下での選挙結果：１９９０～１９９３年
北部９州 中部７州 西部７州 東部７州 連邦首都領 合 計
１．有権者数（１９９２年）１） １３，４８５ ７，１８５ ９，７４６ ８，４９３ １５３ ３９，０６２
２．党員数１）
国民共和会議（NRC） １，５００ ８００ １，３２２ １，３１３ ２２ ４，９５７
社会民主党（SDP） １，２２８ ８１９ １，３９０ １，２４３ １６ ４，６９６
３．総選挙２）
地方政府評議会議長３）
国民共和会議（NRC） ９４ ２７ ３０ ５３ ２ ２０６
社会民主党（SDP） ６４ ４６ ７４ ４５ ２ ２３１
地方政府評議会議員３）
国民共和会議（NRC） ９５３ ４２４ ４１２ ７４４ ２９ ２，５６２
社会民主党（SDP） ７６１ ５８７ ８６９ ７０１ １６ ２，９３４
州知事４）
国民共和会議（NRC） ６ ３ １ ６ ― １６
社会民主党（SDP） ３ ３ ６ １ ― １３
州議会議員４）
国民共和会議（NRC） ２１７ ９３ ５２ １５９ ― ５２１
社会民主党（SDP） １４０ １１５ ２１８ １１１ ― ５８４
連邦上院議員５）
国民共和会議（NRC） １４ ８ ０ １５ ０ ３７
社会民主党（SDP） １１ １３ ２１ ６ １ ５２
連邦下院議員５）
国民共和会議（NRC） １０６ ４６ １４ ９１ ３ ２６０
社会民主党（SDP） ８３ ６８ １２２ ４１ １ ３１５
大統領６）
国民共和会議（NRC） ６１ ４５ １８ ５１ ４８ ４２
社会民主党（SDP） ３９ ５５ ８２ ４６ ５２ ５８
（注）１）単位は１，０００人。２）大統領選挙については州ごとの得票率で，単位は％（有効投票総数は１，４２９万３０００票）。
その他の選挙は当選者の人数で，合計欄は選挙結果不明を除く。３）１９９０年１２月に実施。４）１９９１年１２月に実施。
５）１９９２年７月に実施。６）１９９３年６月に実施。
（出所）（１）Balogun, K., Nigeria : June１２ Election , Osogbo, Africanus Publishers,１９３３, pp．１４―１５.
（２）Oyediran, O. and A.Agbaje, ”Two-Partyism and Democratic Transition in Nigeria,” Journal of Modern African
Studies, Vo．２９, No．２,１９９１, p．２１５.
（３）West Africa , London,１４th―２０th June,１９９３, p．１００６.
（４）Africa Research Bulletin : Plitical, Social and Cultural Series, Vol．２８, No．１１, November１９９１, pp．１０３８４―
１０３８６；Vol．２９, No．７, July１９９２, p．１０６４９より作成。
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ところが何と，ババンギダ国家元首自らが，「不正選挙が行なわれた」との理由から，大統領選
挙の結果を破棄してしまった。このため，ナイジェリアの政治状況は大混乱に陥り，同国家元首は
その責任をとる形で退陣した。彼は，１９９３年８月２６日にラゴス州の出身でヨルバ人の実業家――前
述のナイジェリア UAC社の社長――であるショネカンを大統領に就任させて，「第三共和政」が
発足した。ショネカン文民政権は，大統領選挙を１９９４年２月にやり直すと発表したが，これを不服
とした北部カノ州の出身でハウサ人のアバチャ陸軍大将――ババンギダ連邦軍事政権のナンバー・
ツー――が独立後第７回目の軍事クーデターを１９９３年１１月１８日に起こして，同１１月２７日に国家元
首・暫定統治評議会議長・全軍最高司令官に就任した。
その後，アバチャ国家元首も１９９６年１０月１日に民政移管のスケジュールを公表し，他方では，さ
らなる新州の増設を認めて，同日に３６州体制を発足させたが，１９９８年６月８日に彼が病死すると，
ナイジャー州出身の A.アブバカール（Abdulsalami Abubakar）陸軍大将がその後を引き継ぎ，そし
て１９９９年５月２９日に民政移管が実現して「第四共和政」が成立することになったのである。なお，
ショネカン文民政権，アバチャおよびアブバカール両軍事政権時代には，国家歳入の配分に係わる
委員会の設置や布告の公布は行なわれていない（前掲第９表，第１４表を参照）。
 第四共和政時代：１９９９～２０１４年
さて，上述のアバチャ陸軍大将による１９９３年軍事クーデターを最後として，ナイジェリアでは現
在に至るまで文民政権，すなわち「第四共和政」が続いている。しかしながら，国家歳入の配分問
題は，今日でもなお「古くて新しい難問」の一つである。
以下では，第四共和政における総選挙から見た政治状況，「１９９９年共和国憲法」における諸規定，
および歳入配分委員会の機能と任務などを考察しながら，歳入配分問題の今日的諸相を見てみたい。
１ 第四共和政と総選挙
第四共和政の時代には，１９９８年から２０１１年に至るまで，４回の総選挙が実施されている６７）。この
間の政治状況を知る上で重要なのは，如何なる政党が総選挙に参加し，また誰が大統領に選出され
たのか，という点である。
（１）１９９８年１２月～１９９９年２月総選挙
アブバカール国家元首は，１９９９年５月２９日をもって民政に移管すると約束し，１９９８年１２月の地方
政府評議会選挙で開始され，１９９９年２月の大統領選挙で終結する，という選挙日程を公表した。こ
の最初に実施される地方政府評議会選挙が，その後の選挙戦にとって極めて重要であった。と言う
のは，南部エド州出身の判事である E.O.I.アクパタ（Ephraim Omorose Ibukun Akpata）を委員長
とする連邦選挙管理委員会は，暫定的に９政党を公認したが，地方政府評議会選挙以降の総選挙に
参加することができる条件として，「地方政府評議会選挙において，全３６州のうち，少なくとも２４
６７）なお，２０１５年３月２８～２９日に実施された，第四共和政移行後の第５回目の大統領選挙では，現職の G.
ジョナサン（Goodluck Jonathan）大統領が敗北し，かつての連邦軍事政権担当者（１９８４年１月３日～１９８５
年８月２６日）であったブハリが当選したが，この２０１５年の総選挙の詳細とその意義については，別の機
会に論じてみたい。
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州以上において５％以上の得票率を上げること」を設定したからである。
加えて，最初の選挙によって，各々の公認政党の性格や特徴が，政党結成の当初よりもいっそう
明らかになってくるからである。各々の政党は，いずれも結成後５ヵ月余りで選挙を戦うことにな
り，また，全国の７４４（当時）に及ぶ地方政府評議会選挙を公正かつ順調に行なうことは，連邦選
挙管理委員会にとっても，容易ではなかった。
ともあれ，１９９８年１２月に実施された地方政府評議会選挙では，人民民主党（People’s Democratic
Party, PDP）が４６４名の地方政府評議会議長と４，８５６名の評議員（全体の得票率は４６．２％），全人民
党（All People’s Party, APP）が１９２名の同評議会議長と２，５７６名の評議員（同３５．３％），および民主
同盟（Alliance for Democracy, AD）が１０２名の同評議会議長と１，１０４名の評議員（同１１．２％）を獲
得した６８）。これによって，PDPと APPは上記の条件を満たしたものの，ADはわずかに及ばなかっ
た。しかし，連邦選挙管理委員会は，３党以上の選挙戦が望ましいとの政治的判断から，ADに対
してもその後の選挙戦に参加する資格を与えた。
他方，この地方政府評議会選挙を通じて，ADが南西部のヨルバ地域，PDPが南東部のイボ人・
その他の少数部族地域で圧勝し，そして北部のイスラーム地域では PDPと APPが票を分け合った
という，各政党の地域的な支持基盤がおおよそ明らかになった。第２２表に見られるように，その後
の１９９９年１～２月に実施された州知事選挙と連邦上・下両院議員選挙においても，PDPが圧勝し
た。こうした状況下において，１９９９年２月２７日に実施された大統領選挙では，PDPはかつての連
邦軍事政権担当者（１９７６年２月～１９７９年９月）であるオバサンジョを候補に立て，他方，APPと AD
は選挙協力を通じて，南部オンド州の出身でババンギダ連邦軍事政権時代に国務相を務めた S.O.
ファラエ（Samuel Oluyemisi Falae）を統一候補として戦った。両者とも南部出身のヨルバ人でキ
リスト教徒であるが，オバサンジョが１，８７４万票（６２．８％）を獲得して，１９９９年５月２９日に「第四
共和政」で最初の大統領に就任した。民政移管とは言え，退役した連邦軍事政権担当者やかつての
軍事政権を支えた高級官僚が出馬したことになる。
（２）２００３年３～４月総選挙
２００３年３～４月に実施された第２回目の総選挙は，字義通り「退役軍人の主導権争い」の場となっ
た。PDPから大統領選挙に再出馬したオバサンジョに加えて，APPの後継政党で第一野党の全ナ
イジェリア人民党（All Nigeria People’s Party, ANPP）から出馬したブハリもまた，１９８４年１月～１９８５
年８月に連邦軍事政権を担当している（前掲第９表を参照）。さらに，東部のイボ人を中心に新た
に結成された全進歩大同盟（All Progressive Grand Alliance, APGA）から出馬したオジュクゥは，
かつてのビアフラ共和国（１９６７年５月～１９７０年１月）の軍人大統領である。彼は，ビアフラ共和国
が崩壊する直前の１９７０年１月１０日にコート・ジヴォワールに向けて亡命したが，その後，シャガリ
文民政権時代の１９８２年６月に恩赦を受けて１２年半ぶりに帰国していた。
この２００３年３月に実施された総選挙では，PDPが州知事選挙で３６州のうちの２８州（７７．８％），連
邦上院議員選挙で１０９議席中の７６議席（６９．７％），および同下院議員選挙で３６０議席中の２２３議席
（６１．９％）を獲得して圧勝した。また，同年４月に実施された大統領選挙は合計２０政党の間で戦わ
れたが，オバサンジョ大統領が２，４４６万票（６２．０％）を獲得して再選された（前掲第２２表を参照）。
６８）１９９８年１２月に実施された地方政府評議会選挙の結果については，Economic Intelligence Unit, Country
Report, Nigeria , London,１st Quarter,１９９９, p．１２を参照。
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第２２表 ナイジェリアの第四共和政における選挙結果：１９９９～２０１１年
州知事
連邦
上院
連邦
下院
大統領
候補者名・人数 得票率（％）得票数（万）
１．１９９９年総選挙
人民民主党（PDP） ２１ ５９ ２０６ O.オバサンジョ ６２．８ １，８７４
全人民党（APP）１） ９ ２９ ７４ S.O.ファラエ ３７．２ １，１１１
民主同盟（AD）２） ６ ２０ ６８
空席 ０ １ １２ ― ― ―
合 計 ３６ １０９ ３６０ ２ １００．０ ２，９８５
２．２００３年総選挙
人民民主党（PDP） ２８ ７６ ２２３ O.オバサンジョ ６２．０ ２，４４６
全ナイジェリア人民党（ANPP） ７ ２７ ９６ M.ブハリ ３２．２ １，２７１
民主同盟（AD）２） １ ６ ３４ ― ― ―
全進歩大同盟（APGA） ０ ０ ２ C.O.オジュクゥ ３．３ １３０
その他 ０ ０ ５ １７ ２．５ １０１
空席 ０ ０ ０ ― ０．０ ０
合 計 ３６ １０９ ３６０ ２０ １００．０ ３，９４８
３．２００７年総選挙
人民民主党（PDP） ２５ ８７ ２６３ U.M.ヤラドゥア ６９．６ ２，４６４
全ナイジェリア人民党（ANPP） ７ １４ ６３ M.ブハリ １８．７ ６６１
行動会議（AC）３） １ ６ ３０ A.アブバカール ７．４ ２６４
全進歩大同盟（APGA） １ ０ ０ C.O.オジュクゥ ０．５ １６
進歩人民同盟（PPA） １ １ ３ O.U.カル １．７ ６１
労働党（LP） １ ０ １ ― ― ―
その他 ０ １ ０ ２０ ２．１ ７４
空席 ０ ０ ０ ― ― ―
合 計 ３６ １０９ ３６０ ２５ １００．０ ３，５４０
４．２０１１年総選挙
人民民主党（PDP） ２３ ７１ １９９ G.ジョナサン ５８．９ ２，２５０
全ナイジェリア人民党（ANPP） ３ ７ ２７ I.シェカラウ ２．４ ９２
ナイジェリア行動会議（ACN） ６ １８ ６９ N.リバドゥ ５．４ ２０８
全進歩大同盟（APGA） ２ １ ６ ― ―
進歩変化会議（CPC） １ ７ ３７ M.ブハリ ３２．０ １，２２１
労働党（LP） １ ４ ８ ― ― ―
民主人民党（DPP） ０ １ ２ ― ― ―
その他 ０ ０ ６ １６ １．３ ５０
空席 ０ ０ ６ ― ― ―
合 計 ３６ １０９ ３６０ ２０ １００．０ ３，８２１
（注）１）２００６年に全ナイジェリア人民党に統合。２）２００６年に行動会議に統合。３）２０１０年にナイジェリア行動会議
に名称変更。
（出所）（１）Economic Intelligence Unit, Country Report, Nigeria , London,２nd Quarter,１９９９, p．１５；May２００３, pp．１２―
１４；May２００７, pp．１３―１４；May２０１１, pp．１１―１３.
（２）TRIPOD, African Elections Database, Elections in Nigeria ,（http : //africanelections.tripod.com/ng.htm/,
２０１４年７月３１日にアクセス）
（３）European Union, Election Observation Mission, Nigeria : Final Report, General Elections, April２０１１, pp．４９―
５１,１２１―１２７.
（４）”Presidential Elections,１９９９―２０１１ in Figures,” Vanguard , Lagos,２３rd April,２０１１より作成。
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（３）２００７年４月総選挙
２００７年４月に実施された第３回目の総選挙も，退役軍人の主導権争いという状況はほぼ同じであ
るが，選挙前から彼らの間で内紛が続いたという点では異なっている。まず注目されるのは，PDP
内でのオバサンジョ大統領と，北部アダマワ州出身のフラニ人でイスラーム教徒の A.アブバカー
ル（Atiku Abubakar）副大統領との確執であった。オバサンジョ大統領は，アパパ港で運輸会社な
ども経営していたアブバカール副大統領を，石油技術開発基金（Petroleum Technology Development
Fund, PTDF）の公金横領事件で告発していたが，彼もまた，同様の容疑で大統領を告発していた。
そうした中で，PDPを離党した反オバサンジョ派でアブバカール副大統領の支持者たちが行動会
議（Action Congress, AC）を新たに結党し，２００６年１２月の党大会において，まだ PDPに在籍中の
アブバカール副大統領を ACの大統領候補に推薦するという決議を行なってしまった。これに怒っ
たオバサンジョ大統領が彼を PDPから除名したのである。
オバサンジョ大統領にとって，より重要であったのは，後継者に誰を選ぶのかという問題であっ
た――大統領の再選は，２期までに制限されている――。結局，同大統領は，カッチナ州知事を務
めたものの，中央政界ではほとんど無名であった，フラニ人でイスラーム教徒の U.M.ヤラドゥア
（Umar Musa Yar’Adua）を後継者に選んだ。彼は，オバサンジョ連邦軍事政権時代に最高軍事評議
会のメンバーの一人であった S.M.ヤラドゥア（Shehu Musa Yar’Adua）陸軍准将の実弟であり，か
つてはザリアの芸術科学技術大学などで化学の教員をしていた人物である。オバサンジョ大統領は，
ヤラドゥアの実直で温和な性格を見込んだと言われているが，PDP内の古参の党員からは驚きの
声が上がった。
こうした中で，PDPを離党した反オバサンジョ派の O.U.カル（Orji Uzor Kalu）が，新たに結党
した進歩人民同盟（Progressive People’s Alliance, PPA）から大統領選に立候補した。カルは，東
部のアビア州知事を務めたイボ人のキリスト教徒で，また多様なビジネスを展開している SLOK
ホールデイングス会社（SLOK Holdings）の社長でもあった。
２００７年４月の大統領選挙では，５０政党のうち２５政党が大統領候補を立てたが，上記３名の他に有
力な大統領候補としては，ANPPのブハリと APGAのオジュクゥが２００３年選挙に引き続き再出馬
した。選挙結果は前掲第２２表に見られる通りであるが，またもや PDPが州知事，連邦上・下両院
議員選挙に圧勝し，また大統領選挙では，ヤラドゥアが２，４６４万票（６９．６％）の圧倒的大差で勝利
した。その陰に，オバサンジョ大統領の多様な局面における強い支援があったことは，言うまでも
ないであろう。
（４）２０１１月４月総選挙
上記の様な「退役軍人の影」がやや薄れてくるのは，民政移管後１２年を経た２０１１年４月の総選挙
になってからであるが，逆に他方では，北部イスラーム教徒と南部キリスト教徒との抗争という「南
北問題」が再び表面化すると同時に，石油資源の再配分問題と産油地域の社会・経済開発の必要性
という「ナイジャー・デルタ問題」がさらに深刻化することにもなった。
２０１１年４月１６日の大統領選挙に PDPから立候補して当選したジョナサンは，少数部族のイジョ
（Ijaw, Ijo）人で産油地域のバイェルサ州出身のキリスト教徒である。彼は，ヤラドゥア政権の下で
は副大統領を務めていたが，２０１０年５月５日に同大統領が病死すると，翌６日，「１９９９年共和国憲
法」第１３６条第１項の規定によって大統領に就任していた６９）。北部出身のイスラーム教徒であるヤ
ラドゥア大統領は，南北のバランスを取るため――PDP内では，暗黙の了解として，かつてシャ
ガリ大統領によって提案された「ゾーン・システム」を採用していた――，副大統領には南部出身
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クロス･
リヴァー
アビア
エボニィ
アナムブラ
バイェルサ
エキティ
オスン
アブジャ
ゴムベ
大統領候補者
人民民主党　G．ジョナサン
2,250 万票（58.9%）
1,221 万票（32.0%）
208万票（5.4%）
進歩変化会議　M．ブハリ
ナイジェリア行動会議　N．リバドゥ
ニジェール
ベナン
カメルーン
ボルノ
ジガワ
クワラ
オグン オンド
デルタ
ラゴス
ソコト
プラトー
タラバ
ベヌエ
FCT
バウチ
カノ
カノ
カドゥナ
ジョス
ラゴス
カッチナ
カドゥナ
ザムファラ
ナイジャー
ナッサラワ
リヴァーズ
ポート・ハーコート
エヌグ
アダマワ
アクワ･
イボム
ヨベ
エド
ケビ
オヨ
コギ
イモ
のキリスト教徒であるジョナサンを指名していたが，ジョナサンもまた，バイェルサ州知事を務め
た経験はあるものの，中央政界では無名に近い人物であった。
他の政党の主な大統領候補者の顔ぶれを見てみると，２００７年選挙では ANPPから出馬したブハ
リが，党内闘争に敗れて ANPPを離党し，民政移管後第６３番目の政党として２００９年に自ら結成し
た進歩変化会議（Congress for Progressive Change, CPC）から出馬して，３度目の挑戦を行なっ
た。CPCは，ANPP内の分派闘争の結果として結成された政党であり，とりわけ連邦上・下両院
議員選挙では，ANPPと議席数をほぼ同等に分け合った（前掲第２２表を参照）。また，ANPPから
はカノ州知事の I.シェカラウ（Ibrahim Shekarau），２０１０年に ACから名称変更したナイジェリア行
動会議（Action Congress of Nigeria, ACN）からはラゴス州知事の N.リバドゥ（N.Ribadu）が出馬
したが，ジョナサン大統領が２，２５０万票（５８．９％）を獲得して当選した。
なお，第２図は，大統領選挙の結果を州ごとに纏めたものであるが，PDPがオスン州を除く南
部・中部の全２３州と連邦首都領，CPCが北部の全１２州を抑えて，南北対立の構図がひと目で分か
るようになっている。もちろん，ソコト，ジガワ，ケビ，およびナイジャーの各州を中心として，
６９）The Constitution １９９９, ５th May,１９９９, Chapter VI, The Executive, Part I, Federal Executive, A, The
President of the Federation,１３６―Death, etc. of President-elect before oath of officeを参照。
第２図 ナイジェリアにおける大統領選挙結果：２０１１年４月１６日
（出所）“Presidential Election,１９９９―２０１１,” Vanguard , Lagos,２３rd April,２０１１より作成。
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イスラーム世界でも合わせておよそ４６０万人の選挙人がキリスト教徒のジョナサンに投票しており，
事態はそう単純ではないが，それにしてもやや衝撃的な選挙結果であった７０）。
２ １９９９年共和国憲法と歳入配分
さて，１９９９年５月５日に公布された「１９９９年共和国憲法」においても，歳入配分問題に係わる幾
つかの規定が盛り込まれているが，まずは，その主なものを拾ってみたい７１）。第一に，第６章「行
政」第 I部「連邦行政」C「公的歳入」の第１６２条（１）において，「『連邦会計』と呼ばれる特別会計
を維持し，国軍，連邦警察官，外務省職員，および連邦首都領在住者の個人所得税を除き，全ての
連邦歳入がこの連邦会計に組み込まれる」と規定されているが，これは，「１９７９年共和国憲法」第
１４９条（１）の規定と全く同じである。第二に，同１６２条（３）において，「連邦会計の資金は，国会の承
認を経た上で，連邦政府，各州政府，および各地方政府に配分される」ことが規定されているが，
これも「１９７９年共和国憲法」第１４９条（２）の規定と同じである。
第三に，「１９７９年共和国憲法」の規定と大きく異なるのは，第１６２条（２）の規定である。そこでは，
「大統領は，歳入動員配分財政委員会の助言を受けつつ，連邦会計からの歳入の配分に係わる提案
を国会に対して行ない，国会は，とりわけ人口数，各州間の均等性，域内歳入，土壌・地勢，およ
び人口密度などの基準に配慮しつつ，配分方式を決定する。派生主義の原則については，全ての天
然資源から直接得られ連邦会計に組み込まれた歳入のうち，その１３％を下回らない歳入分について
適用されるよう，恒常的に配慮される」と規定されている点である。すなわち，ここには，水平
的配分の具体的な基準として，人口数，人口密度，各州間の均等性，域内増収努力，および土壌・
地勢などの環境状態を適用する，歳入配分を検討する恒常的な国家機関として，歳入動員配分財
政委員会を設置する，および石油・天然ガスを含む全ての天然資源からの収入の１３％分に対して
派生主義を適用するという――民政移管後の歳入配分方式の大枠を決定することになる――，極め
て重要な三つの規定が盛り込まれているのである。
すでに触れたように，歳入配分問題を検討する恒常的な委員会の設置は，かつてババンギダ連邦
軍事政権が１９８８年９月の「布告第４９号」によって規定したものであるが，「１９９９年共和国憲法」で
も，その第６章「行政」第 I部「連邦行政」B「連邦行政機関の設置」の第１５３条（１）－（n）において
同様の委員会の設置が規定され，また「第３スケジュール」第 I部「N－歳入動員配分財政委員会」
において，同委員会の権限とメンバー構成などが規定されている。それによると，同委員会は，各
州および連邦首都領から各１名，合計３７名の委員から構成され，連邦会計からの支出とその適法
性を監視する，現実の変化に応じて，適宜，歳入配分の方式を見直す，および連邦政府および
各州政府に対して，財政の効率化やその方法について助言を行なう，などの権限が付与されている。
また，国会で承認された歳入配分案は少なくとも５年以上は有効とされる，とも規定されている。
なお，この「歳入動員配分財政委員会」（Revenue Mobilization Allocation and Fiscal Commission,
RMAFC）は，１９９９年９月に，オバサンジョ政権によって正式に発足した。
７０）州別，政党別の選挙結果については，Gberie, L., “The２０１１Elections in Nigeria : A New Dawn ?.” Situ-
ation Report, May２０１１, pp．１６―３４を参照（なお，明らかな数字の誤植は訂正した）。
７１）以下の「１９９９年共和国憲法」の諸規定については，The Constitution１９９９, Chapter VI, The Executive,
Part I, Federal Executive, C, Public Revenueを参照。
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また，人口数，均等配分，あるいは域内増収努力などの水平的配分の基準については，これまで
見てきたように，各々の基準それ自体が，統計上の信憑性など様々な問題を抱えていることは確か
である。それにも拘わらず，あえて憲法上においてまで明記しているのは――過去の歴史的経験に
鑑みて――，紛争を緩和させるためには，これ以外に方法がないということなのであろうか。
他方，端的に言えば「石油収入の少なくとも１３％分は産油地域に配分する」という，いわゆる「１３％
条項」は，今日に至るまで，歳入配分に係わる論争の焦点になっている。産油州は憲法上の規定が
遵守されていないと憤慨し，あるいは１３％より多い取り分を要求している。他方では，逆に，非産
油州はその比率の削減を主張しているが，いずれも憲法の改正に繋がるため，国会を二分する大論
争に繋がりかねない。なお，「鉱区地代・ロイヤルティーに，陸上と沖合の区別を設けるか否か」
という点については，「１９９９年共和国憲法」ではあえて言及していないが，この点についても，後
に見るように，憲法解釈を巡る法廷闘争に繋がっていくことになる。
３ 第四共和政下の歳入配分問題
さて，第四共和政における歳入配分は，上記の様な憲法条項に規定されつつ行なわれることにな
るが，最初の問題提起は，２００１年８月に出された RMAFCの勧告案であった７２）。前掲第１４表に見ら
れるように，同委員会は，連邦政府の取り分を従来の４８．５％から４１．２３％に削減する，逆に各
州政府の取り分を２４％から３１％に増加させる，各地方政府の取り分を２０％から１６％に削減する，
そしてその分を特別基金に回して，７．５％から１１．７０％（引用文献の現文のまま）に増加する，と
いう勧告を行なった。
既存の歳入配分方式――１９９２年７月にババンギダ連邦軍事政権によって公布された「布告第１０６
号」に基づく配分方式――と比較すると，連邦政府の取り分について，過去に例を見ないほどに大
幅に削減した点が注目される。加えて，RMAFCは上記の「１３％条項」に関連させて，１３％を上回
る比率を天然資源の派生州に配分すべきである，との勧告を行なった。
これに対して，当時のオバサンジョ大統領は強く反発し，とりわけ後者に対しては，「派生主義
は沖合油田には適用されない」という自らの立場の妥当性について，連邦最高裁判所に判断を求め
た。連邦政府の判断に異議申立てを行なったのは，産油州であるアクワ・イボム，デルタ，リヴァー
ズ，バイェルサ，クロス・リヴァー，オンド，およびアビアの各州，産油州ではないが海岸線を有
するラゴスとオグンの両州と，その他の諸団体であった。この裁判は，連邦政府法務相を原告とし，
アビア州政府法務長官を被告人代表として争われたが，２００２年４月５日，連邦最高裁判所は「海岸
部の州の領域は，当該州の内陸部の水域に限定される」との判断を下して，連邦政府側の主張を認
めた７３）。
なお，上記の RMAFCの勧告案に対しては，オバサンジョ大統領は矢継ぎ早に二つの 「行政令」
を公布した。その法的根拠は，「１９９９年共和国憲法」の第８章「連邦首都領および一般的補足規定」
７２）第四共和政下の歳入配分問題については，Uche, C.U. and O.C. Uche, op.cit., pp．３１―３２；Ekpo, A.H., op.
cit., pp．２４―２６；RMAFC, Commission Law …, pp．１５―２９; Do., Fiscal Monitor , Abuja, Vol．１, No．１, January
２０１３, pp．１６―１７を参照。
７３）この判決については，The Supreme Court of Nigeria, Supreme Court Judgment , The Summary, Abuja,５th
April,２００２, S.C.２８／２００１を参照。
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第 III部「移行規定および保留」の第３１５条第２項および第４項（a）に記載されている次の様な規定
である。すなわち，「適切な権威者が必要と認めた場合には，何時でも，命令によって既存の法律
を修正することができる。適切な権威者とは，大統領を意味する」という規定である。オバサンジョ
大統領は，この件についても連邦最高裁判所の「適法である」との判断を取り付けた上で，まず，２００２
年５月に「歳入配分（連邦会計等）（修正）令」を公布した。その内容は，前掲第１４表に見られる
通りであるが，連邦政府の取り分を RMAFCによる勧告案の４１．２３％から５６％に増加させ，逆
に，各州政府の取り分を同３１％から２４％に削減し，各地方政府の取り分を同１６％から２０％に増加
し，そして特別基金への配分をなくす，というものであった。ただし，連邦政府に配分される
５６％の中には，（i）天然資源の開発費３％，（ii）環境対策費２％，（iii）連邦首都領の整備費１％，お
よび（iv）安定化基金１．５％，合計７．５％が含まれているので，連邦政府の実質的な取り分は４８．５％に
なる。つまり，「特別基金」を連邦政府取り分の中に組み込んだ点を除けば，上述のババンギダ連
邦軍事政権が公布した「布告第１０６号」の配分方式と全く同様である。
ただし，この２００２年５月の行政令に対しては，各州政府の配分比率が低すぎるなどの批判が出た
ため，オバサンジョ大統領は２ヵ月後の同年７月に，わずかな修正を加えた「歳入配分（連邦会計
等）（修正）令」を再度，公布した。主な修正点は，各州政府の取り分を２４％から２４．７２％に増加
させる，各地方政府の取り分を２０％から２０．６％に増加させる，連邦政府の取り分は５６％から
５４．６８％に削減するが，ただし（i）環境対策費を２％から１．４６％へ，（ii）安定化基金を１．５％から０．７２％
へ削減し，（iii）天然資源の開発費３％と連邦首都領の整備費１％は不変とする，というものであっ
た。すなわち，連邦政府の実質取り分は４８．５％で同じであり，まさに「巧妙な数字の操作」と言え
るであろう。
ところで，２００３年総選挙後の２００４年２月，第二次オバサンジョ政権下の国会において，「歳入配
分に係わる派生主義の適用において，鉱区の陸上および沖合の区別を廃止する」という注目すべき
法案が成立した。これは，前述の２００２年４月の連邦最高裁判所の判決を覆す法案であるが，その主
な内容は，深さ２００mの海域は，それに隣接する当該州の領域に帰属する，従って，連邦会計
からの歳入配分に係わる派生主義の適用においては，鉱産物の産出地が陸上であるのか沖合である
のかを問わない，というものである。換言すれば，「１９９９年共和国憲法」の「１３％条項」は沖合油
田からの石油・天然ガス収入にも適用されることになった。これまでは，すでに触れたように，沖
合油田からの同収入は，歴代連邦政府の排他的な収入として，歳入配分の俎上にさえ乗せられて来
なかったものである。
この国会決議を受ける形で，２００４年９月，RMAFCは，前掲第１４表に見られるような勧告を行なっ
た。すなわち，第一に，連邦会計からの「垂直的配分」については，連邦政府に４７．１９％，各州
政府に３１．１％，各地方政府に１５．２１％，および特別基金に６．５％の配分とする，「特別基金」には，
鉱産物開発費１．７５％，農業開発費１．７５％，環境対策費１．５％，および予備費１．５％が含まれる。第二
に，「水平的配分」の基準については，各州政府間では，均等配分に０．４５２３，人口数に０．２５６０，
人口密度に０．０１４５，域内増収努力に０．０８３１，土壌に０．０８３１，地勢に０．０８３１，教育に０．０３００，保健・
衛生に０．０３００，携帯用飲料水に０．０１５０，道路・水路に０．０１２１の加重値，各地方政府間では，人口
数に０．３０８３，人口密度に０．０６４５，域内増収努力に０．１３３１，土壌に０．１０３５，地勢に０．１０３５，教育に０．０８００，
保健・衛生に０．０８００，携帯用飲料水に０．０６５０，道路・水路に０．０６２１の加重値で算出する。そして第
三に，「１３％条項」に係わる歳入配分については，「各州派生基金」を設置し，各州政府に６０％，
各地方政府に３０％，および各共同体――地方政府の下の行政単位――に１０％を配分する，各州派
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生基金からの水平的配分の基準については，（i）各州政府間では産出高に応じた派生主義，（ii）各地
方政府間では，産出高に応じた派生主義に０．５，均等配分に０．２，人口数に０．２，および自力厚生計
画に０．１の加重値で算出する，（iii）各共同体間については，連邦下院議会で検討する，というもの
である。
こうした２００４年９月の RMAFCによる勧告は，これまでの勧告・布告などと比較して，次の４点
において注目される。すなわち，「１３％条項」を国家全体の歳入配分の中に明確に位置付けたこ
と，最下位の行政単位である「共同体」への歳入配分を明記したこと，特別基金の中に，初め
て「農業開発費」を組み込んだこと，および州政府間と地方政府間の各々の水平的配分の基準に，
極めて詳細な加重値を設定したこと，である。この勧告案は，２００４年９月にオバサンジョ大統領の
承認を得た後，翌２００５年１月に国会でも承認されて，少なくとも２０１２年度末まで実施されてきた歳
入配分方式である７４）。
なお，「１３％条項」について付言しておくと，第２３表に見られるように，ナイジャー・デルタを
中心とする産油９州に対して，原油および天然ガスの各々の産出実績量に応じた「指数」（加重値）
が毎月，細かく設定されている。この指数に応じて，天然ガス収入を含む「石油収入」の１３％が配
分されることになる。また同表から，原油および天然ガスともに，産出量のおよそ９２％がアクワ・
イボム，デルタ，リヴァーズ，およびバイェルサの４州から派生していることが分かる。これまで
繰り返し述べてきたように，これらの産油州を中心にして，「派生主義」が強く主張されてきたの
である。最近では，「１３％」を「２５％」に増加させるべきであるとの，かなり強硬な主張さえ出て
きている７５）。
ところで，RMAFCは，その設立の当初から連邦政府や連邦財務省の政治的介入を嫌ってきたが，
他方では，連邦財務省もまた，予算編成上の必要性から独自の歳入配分案を作成してきた。つまり，
歳入配分案の作成において，RMAFCと連邦財務省との「二重権力構造」とも言うべきものが成立
第２３表 ナイジェリアにおける州別原油・天然ガス生産量：２０１２年２～３月
原油（１，０００バーレル） 天然ガス（１，０００立方フィート）
州 ２０１２年２月 指数 ２０１２年３月 指数 ２０１２年２月 指数 ２０１２年３月 指数
１．アクワ・イボム １４，０６５ ０．２８４７５９９６ １５，６３９ ０．３１０８６１９ ３０，９２９ ０．１５１５４７３ ３２，０４４ ０．１５８００６６
２．デルタ １０，９０９ ０．２２０８５９７８ １０，７５１ ０．２１３６９５３ ３９，８５０ ０．１９５２５８２ ４１，０７８ ０．２０２５５５０
３．リヴァーズ １１，７５６ ０．２３８０１１４６ １０，６９１ ０．２１２５０４０ ５７，５７１ ０．２８２０９２０ ５２，４８８ ０．２５８８１７６
４．バイェルサ ８，５０４ ０．１７２１６２５１ ９，０００ ０．１７８９０２５ ５９，５２８ ０．２９１６７６３ ５９，７２６ ０．２９４５０３６
５．オンド １，８０３ ０．０３６５０２６１ １，８７４ ０．０３７２５２４ ３，９５２ ０．０１９３６５８ ４，５５５ ０．０２２４５９０
６．エド １，０３４ ０．０２０９２８６９ １，０２７ ０．０２０４０８８ ４，８９５ ０．０２３９８７１ ５，３８８ ０．０２６５６８５
７．イモ ４１５ ０．００８３９５４３ ５５０ ０．０１０９３４５ ４，８６７ ０．０２３８４５９ ５，２４９ ０．０２５８８２１
８．クロス・リヴァー ４０７ ０．００８２４７４５ ４２３ ０．００８４０８６ １，６７６ ０．００８２１３０ １，６５０ ０．００８１３７５
９．アビア ５００ ０．０１０１３２１１ ３５４ ０．００７０３２０ ８１９ ０．００４０１４４ ６２３ ０．００３０７０１
合 計 ４９，３９３ １．００００００００ ５０，３０９ １．０００００００ ２０４，０８７ １．０００００００ ２０２，８０１ １．０００００００
（出所）Revenue Mobilization Allocation and Fiscal Commission, Oil and Gas Production on State by State Basis
（http : //www.rmafc.gov.ng/derive.htm,２０１４年６月２３日にアクセス）より作成。
７４）RMAFC, Fiscal Monitor , pp．１６―１７を参照。
７５）“Oil, Gas Communities want Derivation raised to２５％,” Vanguard , Lagos,１４th October,２０１３を参照。
88
しているが，連邦財務省は，例えば２０１４年度予算案において，第３図に見られるような歳入配分案
を公表している７６）。上述の２００４年９月の RMAFCの勧告案と比較してみると，連邦政府の取り分
が４７．１９％から５２．６８％へと増加し，各州政府の取り分が３１．１％から２６．７２％に削減され，各地
方政府の取り分が１５．２１％から２０．６％に増加している。ただし，連邦政府の取り分の中には，特
別基金として，天然資源開発費１．６８％，環境対策費１％，連邦首都領の整備費１％，および安定化
基金０．５％，合計４．１８％が含まれているので，連邦政府の実質的な取り分は４８．５％（上述の RMAFC
の勧告案と比較して１．３１％の増加）になる。特別基金を連邦政府の取り分の中に組み込んでいると
いう点では，２００２年７月のオバサンジョ大統領による「行政令」に近い歳入配分方式になっている。
なお，２０１４年度予算案は，原油の生産量を日産２３８万８３００バーレル，原油価格をバーレル当
り７７．５ドル，為替レートを１ドル当り１６０ナイラ，石油合弁事業会計への組込みを８，５８５億８８００
万ナイラ，および国内総生産の成長率を６．７５％になると想定して編成されており，国家の総歳入
が１０兆４５３３億９０００万ナイラ（うち，石油収入が６８．５％），連邦政府の歳入が３兆７３１０億ナイラ，お
よび同歳出が４兆６４２９億６０００万ナイラの予算案で，連邦政府レベルでは当初から９，１１９億６０００万ナ
イラの「赤字予算」が組まれている――ただし，「連邦会計」の規模は明記されていない――。
７６）２０１４年度予算案については，Federal Ministry of Finance, Understanding Budget ２０１４, Abuja,２０１４,
pp．１―１１；Do., Citizens’ Guide to the Federal Budget２０１４, Abuja,２０１４, pp．１―２９を参照。
第３図 ナイジェリアにおける国家歳入の配分構造：２０１４年度予算案
石油収入 関税・消費税 法人税 付加価値税 連邦政府独自歳入
７％ ４％ ４％
関税局 国税局
９３％ ９６％ ９６％
超過原油 予算組入 連邦会計 付加価値税基金
２０．６０％ ２６．７２％ ５２．６８％ ５０％ ３５％
「１３％条項」 地方政府 州政府 連邦政府 州政府 地方政府
連邦統合歳入基金
４．１８％
特別基金
０．５％ １．６８％ １％ １％ １％ ４８．５％ １４％
安定化基金 天然資源開発 環境対策 連邦首都領 連邦政府歳入
（出所）Federal Ministry of Finance, Citizens’ Guide to the Federal Budget２０１４, Abuja,２０１４, p．８より作成。
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第２４表 ナイジェリアにおける国家歳入の配分と連邦政府の財政構造：２００６～２０１０年
（単位：１０億ナイラ，％）
２００６ ２００８ ２０１０
Ａ．総歳入 ６，０６９ （１００．０） ７，８６６ （１００．０） ７，３０４ （１００．０）
ａ．石油収入 ５，２８７ （８７．１） ６，５３０ （８３．０） ５，３９６ （７３．９）
石油利潤税・ロイヤルティー・他 ２，０３８ （３３．６） ２，８１２ （３５．７） １，９４５ （２６．６）
原油・天然ガス輸出 ２，０７４ （３４．２） ２，２５１ （２８．６） １，６９６ （２３．２）
原油国内販売 １，１７２ （１９．３） １，４６３ （１８．６） １，７４６ （２４．０）
その他 ３ （ ０．０） ４ （ ０．１） ９ （ ０．１）
ｂ．非石油収入 ７８２ （１２．９） １，３３６ （１７．０） １，９０８ （２６．１）
法人税 ２４５ （ ４．０） ４１７ （ ５．３） ６５７ （ ９．０）
付加価値税 ２３０ （ ３．８） ４０５ （ ５．２） ５６３ （ ７．７）
関税 １７８ （ ３．０） ２８１ （ ３．６） ３０９ （ ４．２）
連邦政府独自収入 ３３ （ ０．５） １１４ （ １．４） １５４ （ ２．１）
その他 ９６ （ １．６） １１９ （ １．５） ２２５ （ ３．１）
Ｂ．控除 －３，１０５ （１００．０） －３，９３５ （１００．０） －３，４３８ （１００．０）
ａ．石油収入関連 －２，７２３ （８７．７） －３，２６１ （８２．９） －２，３９４ （６９．６）
合弁事業会計 －５２８ （１７．０） －５７９ （１４．７） －９６３ （２８．０）
原油売上高予備会計 －１，４２２ （４５．８） －１，７２８ （４４．０） －６１６ （１７．９）
その他 －７７３ （２４．９） －９５４ （２４．２） －８１５ （２３．７）
ｂ．非石油収入関連 －３８２ （１２．３） －６７４ （１７．１） －１，０４４ （３０．４）
付加価値税会計 －２２１ （ ７．１） －３８８ （ ９．９） －５４０ （１５．７）
その他 －１６１ （ ５．２） －２８６ （ ７．２） －５０４ （１４．７）
Ｃ．連邦歳入 ２，９６４ ― ３，９３１ ― ３，８６６ ―
Ｄ．移転収入 ７００ （１００．０） １，６３７ （１００．０） １，３６５ （１００．０）
ａ．原油売上高予備会計 ６３７ （９１．０） １，１０７ （６７．６） ８８６ （６４．９）
ｂ．歳入増加分 ― ― ４６２ （２８．２） ４３９ （３２．２）
ｃ．その他 ６３ （ ９．０） ６８ （ ４．２） ４０ （ ２．９）
Ｅ．連邦会計 ３，６６４ （１００．０） ５，５６８ （１００．０） ５，２３１ （１００．０）
ａ．連邦政府 １，７０７ （４６．６） ２，３３９ （４２．０） ２，４５５ （４６．９）
ｂ．各州政府 ８６５ （２３．６） １，４５６ （２６．１） １，２６６ （２４．２）
ｃ．各地方政府 ６６８ （１８．２） １，２０８ （２１．８） ９６２ （１８．４）
ｄ．「１３％条項」１） ４２４ （１１．６） ５６５ （１０．１） ５４８ （１０．５）
Ｆ．付加価値税会計 ２２１ （１００．０） ３８８ （１００．０） ５４０ （１００．０）
ａ．連邦政府 ３３ （１５．０） ５８ （１４．９） ８１ （１５．０）
ｂ．各州政府 １１１ （５０．２） １９４ （５０．０） ２７０ （５０．０）
ｃ．各地方政府 ７７ （３４．８） １３６ （３５．１） １８９ （３５．０）
Ｇ．上記配分合計 ３，８８５ （１００．０） ５，９５６ （１００．０） ５，７７１ （１００．０）
ａ．連邦政府 １，７４０ （４４．８） ２，３９７ （４０．２） ２，５３６ （４３．９）
ｂ．各州政府 ９７６ （２５．１） １，６５０ （２７．７） １，５３６ （２６．６）
ｃ．各地方政府 ７４５ （１９．２） １，３４４ （２２．６） １，１５１ （１９．９）
ｄ．「１３％条項」１） ４２４ （１０．９） ５６５ （ ９．５） ５４８ （ ９．６）
Ｈ．連邦政府歳入 １，９３７ （１００．０） ３，１９３ （１００．０） ３，０８９ （１００．０）
ａ．連邦会計交付金 １，７４０ （８９．８） ２，３９７ （７５．１） ２，５３６ （８２．１）
ｂ．連邦政府独自収入 ３３ （ １．７） １１４ （ ３．５） １５４ （ ５．０）
ｃ．その他 １６４ （ ８．５） ６８２ （２１．４） ３９９ （１２．９）
Ｉ．連邦政府歳出 ２，０３８ （１００．０） ３，２４０ （１００．０） ４，１９４ （１００．０）
ａ．経常支出 １，３９０ （６８．２） ２，１１７ （６５．３） ３，１０９ （７４．１）
人件費 ６２９ （３０．９） １，０８１ （３３．４） １，５６４ （３７．３）
一般経費 ２５９ （１２．７） ４５７ （１４．１） ９８２ （２３．４）
債務返済 ２４９ （１２．２） ３８１ （１１．７） ４１６ （ ９．９）
対外債務 １１８ （ ５．８） ５９ （ １．８） ４０ （ １．０）
国内債務 １３１ （ ６．４） ３２２ （ ９．９） ３７６ （ ９．０）
移転２） ２５３ （１２．４） １９８ （ ６．１） １４７ （ ３．５）
ｂ．資本支出 ５５３ （２７．１） ９６１ （２９．７） ８８４ （２１．１）
ｃ．移転 ９５ （ ４．７） １６２ （ ５．０） ２０１ （ ４．８）
ナイジャー・デルタ開発委員会 ３０ （ １．５） ６０ （ １．９） ４５ （ １．１）
国家司法評議会 ３５ （ １．７） ５８ （ １．８） ９１ （ ２．２）
普通教育委員会 ３０ （ １．５） ４４ （ １．３） ４６ （ １．１）
その他 ― ― ― ― １９ （ ０．４）
Ｊ．連邦政府財政収支 －１０１ ― －４７ ― －１，１０５ ―
Ｋ．連邦政府財政金融 １０１ （１００．０） ４７ （１００．０） １，１０５ （１００．０）
ａ．対外借入 ― － ４７ （１００．０） ７５ （ ６．８）
ｂ．国内借入 ４５ （４４．６） １５１ （３２１．３） １，１１０ （１００．５）
ｃ．国営企業民営化収入 ― ― ― ― ６ （ ０．５）
ｄ．移転等 ５６ （５５．４） －１５１ （－３２３．３） －８６ （－７．８）
（注）１）鉱産物産出州に対する配分。２）連邦首都領への配分を含む。
（出所）Central Bank of Nigeria, Annual Report and Statement of Accounts , Abuja, 各年版より作成。
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それでは，国家歳入は，実際にはどのように配分されてきたのであろうか。第２４表は，２００６～１０
年における国家歳入の配分実績と連邦政府の財政構造を示したものであるが，まず注目すべき点は，
「連邦会計」に行き着くまでには，国家の「総歳入」から様々な控除や移転が行なわれ，連邦会計
の規模は，総歳入の７０％前後にまで削減されてしまう，という点である。また，連邦会計からの垂
直的配分の実績値を見ると，連邦政府がおよそ４２～４７％，各州政府が２４～２６％，各地方政府が１８～
２２％になっている。上述の RMAFCの２００４年９月の勧告案と比較してみると――中央銀行の資料で
は「特別基金」の位置付けが異なるので，直接的な比較はできないが――，連邦政府への垂直的配
分はおおよそ RMAFCの勧告通りであるが，各州政府への配分が５％前後減少し，逆に各地方政
府への配分が３～７％前後増加している。石油収入に対する「１３％条項」への配分については８～
１０％前後であり，いずれの年も１３％には達していない。さらに，各地方政府への配分について言え
ば，例えば，２０１０年度には総額で１兆１５１０億ナイラに達しているが，歳出の大半は各行政府の人件
費や間接費などに使われ，経済・社会・共同体などの開発費に支出されるのは，およそ３０％前後に
なってしまう７７）。「石油収入」の恩恵が末端の人々にまで到達するには，長い道程を経ねばならな
いのである。
なお，同上表から連邦政府の財政構造を見てみると，歳入の７５～８０％が連邦会計からの交付金に
依存しており――独自収入は２～５％にすぎない――，歳出では人件費と一般経費の２項目だけで
４４～６１％を占めて，財政収支としては赤字体質が続いている。とりわけ，２０１０年度は１兆１０５０億ナ
イラの大幅赤字を記録し，その大半を国内借入で賄うという構造になっている。他方，２０１０年度の
各州政府の財政構造について言えば，３６州に連邦首都領を加えた全体の歳入３兆１６２５億ナイラのう
ち，独自収入は７，５７９億ナイラにすぎず，歳入の７６％は連邦会計からの交付金や原油売上高予備会
計からの移転収入などに依存している。加えて，各地方政府の財政構造について見ても，２０１０年度
において，７７４地方政府全体の歳入１兆３５９２億ナイラのうち，独自収入はわずか２６２億ナイラにすぎ
ず，実に歳入の９８％を連邦会計からの交付金やその他の助成金などに依存している７８）。
こうして，連邦政府，州政府，地方政府，共同体，そして連邦首都領という，ナイジェリア連邦
国家の全ての構成単位の財政が，「石油収入」に決定的に依存しているのである。国家歳入，すな
わち石油収入の配分・再配分が，単なる経済問題ではなく，政治問題化する所以がここにあると言
えよう。
結びにかえて――財政連邦主義の功罪――
これまで見てきたように，ナイジェリアは，植民地時代を含めると実に７０年近くの歳月をかけて，
国家歳入の配分問題を議論してきた。この問題を検討する特別委員会は，１９４６年の「フィリプソン
委員会」から１９７９年の「オキグボ委員会」まで合計で８回も設置され，その後は，恒常的な検討委
員会である，NRMAFCあるいは RMAFCがその任務を引き継いでいる。これに対して，歴代の連
邦政権は，軍政・民政を問わず，検討委員会の勧告が提案されるたびに――宗主国側の意向がほぼ
実現した，植民地時代を別として――，必ずと言ってよいほど修正を加えて，連邦政権側に有利に
７７）地方政府の財政収支については，Central Bank of Nigeria, Annual Report２０１１, Abuja,２０１１, pp．２７７―２７９
を参照。
７８）州政府，地方政府の財政構造については，Ibid ., pp．２７２,２７７を参照。
ナイジェリアにおける財政連邦主義の歴史的展開
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なるような歳入配分政策を実施してきた。
この「修正」を巡る論争の構図は，それ自体ではかなり単純である。すなわち，第一に，石油収
入を中心とする国家全体の歳入を連邦政府・州政府・地方政府という「三層構造」――「共同体」
を加えれば，「四層構造」と言ってもよい――に如何に垂直的に配分するのか，第二に，多数の州
政府，地方政府，共同体，さらには連邦首都領に対して，如何なる基準をもって水平的に再配分す
るのか，という問題に集約される。
だが，一歩その中に踏み込むと，事態はそれほど単純ではない。「垂直的配分」においては，主
として，連邦政府が５０％以上の配分を確保してよいのか否かという「５０％の壁」，あるいは，
連邦政府が最初に必要な配分を確保し，その後に各州政府や各地方政府などに配分するという「最
初の請求者」の是非を巡って争われてきたが，その背後には，ナイジェリアの「連邦制」を如何に
形成していくのかという，抜き差しならぬ理念の相違があったように思われる。すなわち，強固な
中央政府に指導された「統合的な連邦制」なのか，あるいは，各州政府および各地方政府に相応の
権限を移譲する「緩やかな連合体」なのか――，こうした議論は，とりわけ「石油収入」という莫
大な現実の分け前を眼前にして，現在でも続いている。
他方，「水平的配分」においては，とりわけ配分基準の設定とその加重値を巡って，実に多様な
議論が争われてきた。そのキーワードを改めて拾ってみると，派生主義，均等配分，人口数，人口
密度，国民的利益，均等的発展，社会開発，必要性，地理的特殊性，財政の同等化，および域内増
収努力などが挙げられる。これらの基準の幾つかは，内容的にはほぼ同義のものも含まれているが，
「その実態を判断するための，信頼しうる客観的な統計・資料が存在しない」との理由から，これ
らの基準を否定しきった「アボヤデ専門委員会」の勧告がひときわ印象的である。また，同委員会
が「派生主義は，国民的統合にとっては，害毒以外の何物でもない」と断言した点も，「石油収入」
の争奪戦に明け暮れてきた歴史を持つ，ナイジェリアの現実を見据えた発言であろう。
「国民的利益」や「国家全体の発展」を標榜しつつも，結局のところ，各々の出自の共同体・部
族・宗教・そして個人などの利害を優先させざるをえない，という現実がある。その最大の理由は，
歴代の政権担当者とその親近者が石油収入の大半を我が物にしてきたという拭い難い不信感が，
人々の中に残っているからである。こうした中にあっては，均等配分や人口数という「形式的な基
準」の方が，結局のところ，より現実的な歳入配分政策の基本方針になってくるのかも知れない。
ただし，人口数を基準にする限り――その統計自体，信憑性に乏しいが――，南部のナイジャー・
デルタから派生する石油収入のほぼ半分が，非産油地域の北部諸州に配分されることを意味する。
それ故に，他方では，「１３％条項」の規定という，派生主義に対する一定の譲歩も行なっておく，
ということになるのであろう。
ただし，配分方法や配分比率それ自体に議論が集中するあまり，「如何なる連邦国家を形成して
いくのか」という最も重要な基本的理念の検討が，これまで十分には行なわれて来なかったように
思われる。この問題は，「植民地遺制」と言えばそれまでであるが，しかし，政治的独立後のナイ
ジェリアは，すでに半世紀以上もの国家運営を経験してきたはずである。
それにも拘わらず――極めて皮肉なことに，民政移管が実現したとりわけ「第四共和政」以降に
おいて――，南部の産油地域では，ナイジャー・デルタ解放運動（Movement for the Emanucipation
of the Niger Delta, MEND）を始めとする武装集団による石油施設の破壊，盗油，身代金目当ての
誘拐事件などが多発化してきた。さらに，ボルノ州などの北東部地域では，イスラーム原理主義集
団のボコ・ハラム（Boko Haram）による女子中・高校生大量誘惑事件や住民の無差別的な大量殺
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戮行為が発生している。これらを鎮圧しようとする国軍・警察部隊と武装集団との間で繰り広げら
れる「石油戦争」７９）や「イスラーム戦争」は，石油大国ナイジェリア連邦国家の負の側面を如実に
示す象徴的な出来事である。
本稿で考察してきた「財政連邦主義」の歴史的功罪について言えば，＜部族性＞や＜宗教性＞を
超越する真の意味での＜国民的統合＞が未だ達成されておらず，また，いわば「原油に漂う貧困」
が必ずしも解消されずに，むしろ貧富の格差が拡大していることを考えると，少なくとも現時点で
は，「功」よりも「罪」の部分の方が多いということになろう。
（本稿は，平成２６年度専修大学長期国内研究員に係わる研究成果の一部である）
７９）ナイジャー・デルタにおける「石油戦争」については，室井義雄「ナイジェリアにおける石油戦争――
国家・少数部族・環境汚染――」（専修大学社会科学研究所『月報』No．６２２，２０１５年４月，所収）１～
８８頁を参照。
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